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巻頭言

制度は生きている
――少子高齢化・人口減少時代の社会保障――

我々の学生時代には，ヒトの寿命は120歳が限界だと教わった。細胞にはテロメアにより決定さ

れる固有の分裂可能回数（ヘイフリック限界）があり，それを超えると細胞は分裂をやめ，臓器の

老化は個体の老化，そして死をもたらす。しかしながら，テロメア自体に働きかけるテロメラーゼ

やさらにサーチュイン遺伝子の活性化を図る物質の開発など，生物の限界を超える技術が進展して

おり，寿命の限界は消滅するかもしれない。そうなれば，人間社会の構造は変わり，社会保障制度

も変わる。少子化対策は不要となり，年金制度はベーシックインカム制度に様変わりする。

現実はまだそこまで行っていないが，日本において寿命は，そして健康寿命は着実に伸びつづけ

ており，70歳台で亡くなると，「なぜそんなに早く？」と言われるのが普通になった。介護保険が定

着し，脳梗塞を起こして半麻痺になっても，リハビリを受けて自立度も上がるようになった。痴呆

は認知症と呼ばれるようになり，社会がそれを受け入れるように変革が進んでいる。本特集大内論

文，別府論文が示すように，「高齢」となる年齢は着実に上昇している。

しかしこのような健康寿命の上昇は世界で同様に起こっているわけではない。すでにコロナ以前

から米国の寿命は縮んでおり，英国をはじめとした欧州各国では寿命停滞が当然のこととして受け

入れられるようになっている。象徴的なのは英国ファイナンシャルタイムズが「寿命が縮み年金基

金が活性化する」という記事を掲載したことである。もちろんそこには批判があったが，高齢者が

より長生きできるように社会の合意がない限り，寿命が自動的に伸びる時代ではなくなったようで

ある。日本においても油断をすれば，健康度は下がり，寿命が縮んでいくこともありうる。

日本の社会保障給付費を機能別にみると，46.7％は高齢分野であるが，近年その割合は微減して

おり，それは家族分野の割合上昇と軌を一にしている。「全世代型」と称されるように，社会保障制

度の中で歯止めのかからない少子化に対応した施策の重要性が高まっている。また，夫が働き妻は

主婦というモデルから，性中立的男女共同参画へと社会は確実に変化している。社会保障制度は，

このような社会の変革に対応し進化させなくてはいけない。しかし社会保障制度が社会の変化をも
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たらす一方，硬直的な制度が社会の変化を妨げることもある。限られた財源の中，化石化した施策

を放置できる余裕はない。制度の信頼を保つには朝令暮改は望ましくないが，本特集島村論文が説

くような性中立的な遺族厚生年金への適正化，山田論文が説くような自発的な年金受給年齢の繰り

上げ・繰り下げの実態分析，増田論文が説くような介護保険の年齢検討，障害分野との調整など，

社会変化に応じた制度進化のための検討事項は多い。さらに少子化施策，住宅施策とのせめぎ合い

もある。前人未到の少子高齢化・人口減少社会を生き抜くには，制度を熟知したうえで，データに

基づき，これでもか，これでもか，と建設的な提案を続けていくことが必要である。

1）Financial Times, 2nd January 2018, “Falling life expectancy expected to spur pension deals”, https://www.ft.com/
content/55e01f14-e72a-11e7-8b99-0191e45377ec

林 玲 子
（はやし・れいこ 国立社会保障・人口問題研究所副所長）







































































































































巻 頭 言 3



0101_社会保障研究_【大内】_PK.smd  Page 1 22/06/20 10:31  v4.00

特集：改めて高齢化と社会保障の持続可能性を考える

医学的観点から見た高齢者の定義

大内 尉義＊

抄 録

日本を含む多くの国では65歳以上を高齢者と定義しているが，平均寿命が延びた今，この定義が現状
に合わない状況が生じている。そこで，日本老年学会，日本老年医学会はワーキンググループ（WG）を
立ち上げ，65歳で高齢者とすることが妥当かどうかについて，種々のコホート調査を分析することによ
り検討した。その結果，運動機能，生活機能，疾病の受療率や死亡率，知的機能，残存歯数など，多く
の身体機能が以前に比べ5～10歳，指標によっては20歳若返っていることが明らかになった。また，国
民の意識調査でも70歳あるいは75歳以上を高齢者とする回答が多くなっていた。これらにより，WG
は，75歳以上を「高齢者」，65～74歳を「准高齢者」とする提言を2017年に発表した。
この提言の意義は，支えられる存在としての高齢者を社会の支え手としての存在に変え，明るく活力
ある超高齢社会を構築することにある。准高齢者，高齢者には社会活動を営む能力のある人が増加して
おり，これらの人々が暦年齢に拘わらず社会参加できる社会（いわゆるエイジフリー社会）を創ること
が重要である。ただ，フレイル，要介護者のためのセーフティネットの整備もあわせて行うことが必要
である。

キーワード：高齢者の定義，高齢者の若返り現象，超高齢社会，エイジフリー社会

社会保障研究 2022, vol. 7, no. 1, pp. 4-15.

はじめに

一般的に日本を含む先進国においては，65歳以
上が高齢者とされている。この考え方は昭和31年
（1956年）に世界保健機関（WHO）が，65歳以上の
人口が全人口の7％を越えると “Aged country”

とよぶことを報告書〔United Nations（1956）〕の
中で言及したことにはじまるとされている。
WHOが65歳以上の人を高齢者とした理由はよく

わかっていないが，当時の欧米諸国の平均寿命が
男性で65歳前後，女性で70歳前後であり，感覚的
に65歳という年齢が節目の年として受け入れられ
やすかったことが考えられる。一方，わが国では
法律によって高齢者の定義が異なっており，例え
ば「高齢者の医療の確保に関する法律」（1982）で
は，前期高齢者を65歳，後期高齢者を75歳以上の
人とし，介護保険法（1997）でも65歳以上を高齢
者としている。しかし，1971年に公布された「高
年齢者等の雇用の安定等に関する法律」では高年

＊国家公務員共済組合連合会 虎の門病院 顧問

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 14
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齢者を55歳以上としている。このように，法律に
より「高齢者」の定義が異なるのは，法律の目的，
時代背景によるところが大きいと考えられる。し
かし，法律とは関係なく，わが国においても65歳
以上を高齢者とするのが一般的となっている。い
ずれにしても，高齢者の定義には生物学的な根拠
はあまりない。
きっかけは素朴な疑問であった。近年，わが国
は，急速な寿命の延伸とともに，人生100年時代と
よばれる超高齢社会を迎えようとしており，これ
とともに，先に述べた，現行の高齢者の定義が現
状に合わない状況が生じている。高齢者，特に
65～74歳の前期高齢者の人々は，まだまだ若く活
動的な人が多く，高齢者扱いをすることに対する
躊躇，されることに対する違和感は多くの人が感
じるところと思われる。その代表的な例が，長谷
川町子の人気漫画「サザエさん」に出てくる，磯
野波平さんである。波平さんの年齢はいくつか，
家族関係とか周囲の条件を考えず，図柄からだけ
で判断するとどうか？この質問を周囲にいた医学
部の学生や若い研修医にすると，70歳とか75歳の
答えが返ってきた。65歳という答えもあったが，
それ以下の回答はなかった。正解は54歳である
〔長谷川（1995），p.219〕。「サザエさん」は昭和21
年から49年まで連載が続いたが，当時の日本人の
54歳男性の平均的なイメージはこの波平さんだっ
たのではないかと思われる。また，有名な童謡の
「船頭さん」は昭和16年（1941年）に発表されたと
いうことであるが，その冒頭には，「村の渡しの船
頭さんは今年六十のお爺さん」とある。この歌詞
のとおり，当時，60歳という年齢はかなりの高齢
者と思われていたようであり，現代の感覚とかな
り異なっている。このような例から，現在の日本
人は以前に比べずいぶん若返っているのではない
か，ということが実感される。もし，本当に日本
人が若返っているのであれば，まだまだ活力も能
力もあるのに，65歳を迎えたその日から，突然，
支える側から支えられる側になるというのも不合
理な話ではないか，とも考えたのである。そこ
で，本当に日本人が若返っているかどうかを検証
するために，日本老年学会と日本老年医学会合同

の検討のためのワーキンググループ（WG）を立
ち上げることになった。
このWGには，医歯学，生物学，看護学，社会
学，心理学，教育学など，さまざまな専門家が参
加し，2013年に活動を開始，同年9月～2016年6月
にかけて7回の会合をもった。その目的は，一定
の段階を過ぎた人たちを高齢者と呼ぶとすれば，
65歳をもって高齢者とすることは妥当か，もし変
更するとすれば何歳が適当かという課題につい
て，精神・身体状況，活動能力の観点から科学的
に検証し，また，国民の意識や社会学的観点から
も検証することにあった。その検討結果は，報告
書〔日本老年学会・日本老年医学会（2017）〕にま
とめられている。

Ⅰ 日本人の若返り現象を示すエビデンス

1 疾病統計から
用いたデータベースは，国の行っている患者調
査，国民生活基礎調査，人口動態調査である。図
1に，1995年から2010年の間の，脳卒中による死亡
率（対10万人の死亡者数）の，各年代（65～69歳，
70～74歳，75～79歳）における経年変化を示す
〔Ishii S, et al.（2015）〕。各年代，男女とも，経年的
に脳卒中による死亡率が低下していることがわか
る。これが単に治療法が進歩したことによるもの
でないことは，脳卒中の受療率も同じように低下
していることから明らかである。疾患による死亡
率では，心疾患，悪性腫瘍にも同様の傾向が認め
られ，さらに種々の疾病による死亡を合わせた総
死亡率も男女とも経年的に低下している。また，
非致死性の疾患である，糖尿病，高血圧，骨粗鬆
症といった生活習慣病の受療率も，必ずしもすべ
ての年代ではないが，多くの年代で低下してい
る。高齢者で問題となる肺炎については，男女と
も死亡率は経年的に減少しているが，受療率は変
化しておらず，肺炎による死亡率の低下について
は治療法の進歩が背景にあると考えられる。一
方，要介護率の経年変化を見ると，2001年から
2013年の間，男女とも有意に低下してきており，
特にその傾向は女性で顕著である（図2）。

医学的観点から見た高齢者の定義 5
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これらのデータは，日本人は多くの種類の疾病
にかかりにくくなっていること，また要介護にな
りにくくなっていることを示しており，その原因
は治療法の進歩以外の要因に求められることを示
唆している。その生物学的要因は明らかではない
が，栄養状態の改善，運動習慣を有する人の増加
などが推測される。いずれにしても，高齢期にあ
る日本人の健康度が経年的に改善していることは
明らかであり，日本人の若返り現象との関連が考
えられる。ただ，高齢人口の増加により，疾病に
かかる人の絶対数は必ずしも減少していないこと
に留意しておく必要がある。

2 体力の変化
東京都健康長寿医療センターによる，秋田県の
コホート研究 TMIG-LISA（Tokyo Metropolitan
Institute of Gerontology-Longitudinal Interdisciplinary

Study on Aging）における，体力（歩行速度，握力）
の男女別経年変化を調べた研究〔鈴木，權
（2006），pp.1-10〕（図 3）によれば，65～69歳，
70～74歳，75～79歳，80歳以上の各年代において，
1992年と2002年の歩行速度のデータを比較する
と，男女とも有意に速くなっている。握力につい
ては，男性では，70～79歳を除き，そのほかの年
代については有意に増加し，女性ではすべての年
代で増加していることが示されており，歩行速

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 16

図1 脳卒中による死亡率の経年変化（Ishii S, et al.（2015）による）。

図2 要介護認定率（要介護1以上）の経年変化（Ishii S, et al.（2015）による）。
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度，握力という，フレイル（加齢とともに，筋力
や認知機能などの心身の機能が低下し，要介護状
態や死亡の危険性が高くなった状態）〔日本老年
医学会（2014）〕の診断にも使われる基本的な体力
指標が10年間で有意に伸びていることがわかる。
体力に関しては，その後も新しいデータが出さ
れている。例えば，スポーツ庁の調査〔スポーツ
庁（2018）〕によれば，握力，6分間歩行距離，新
体力テスト（合計点）〔文部科学省（1999）〕は，
65～74歳の男女とも，1998年から2018年の20年間
に経時的に増加していることが示されている（図
4）。また，最近の，老化に関する15の縦断研究の
メタ解析結果〔Suzuki T, et al.（2021）〕（図5）によ
れば，2007年と2017年の比較で，男女とも歩行速
度，握力が増加しており，この増加は特に70歳あ
るいは75歳以降の高齢者において顕著であること
が示されている。また，同じ調査で，身体的フレ
イルの該当者が，2017年では2010年に比べ，男女

とも減少しているということも明らかにされてい
る〔Makizako H, et al.（2021）〕（図6）。これらの
データは，高齢者において体力の改善が引き続き
起きていることを示している。

3 生活機能の変化
TMIG-LISAでは老研式活動能力指標を用いた
生活機能得点（13点満点）の経年変化も検討して
いる。その結果によれば，図7に示すように，生活
機能得点は加齢とともに直線的に低下するが，
1988年～2008年の20年間で，男性では0.5-2ポイン
ト，女性では各年代とも2ポイント増加している
〔Suzuki T（2018）〕。このことは男女とも，この20
年間で生活機能が改善していることを示してい
る。

医学的観点から見た高齢者の定義 7

図3 秋田県コホートにおける通常歩行速度，握力の1992年と2002年の比較（鈴木，權（2006）による）。
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4 知的機能の変化
国立長寿医療研究センターが行っている長期縦
断疫学研究（NILS-LSA）による，Wechsler Adult
Intelligence Scale-Revised（WAIS-R）を用いて測
定した知的機能を2000年，2010年で比較した結果
を図8に示す〔日本老年学会・日本老年医学会

（2017），pp.49-53〕。この研究によれば，知的機能
は，50歳代～80歳代のいずれの年代においても，
一部の例外を除いて上昇していた。このことは，
2000年-2010年の10年間で，非認知症の高齢者に
おいては知的機能が向上していることを示してい
る。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 18

図4 65歳～79歳男女の握力，6分間歩行距離，新体力テスト（合計点）の，
1998-2018年における年次推移（スポーツ庁（2018）による）。

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

図5 歩行速度，握力の2007年／2017年の年代別の推定値。男性では75歳以上，
女性では70歳以上で有意に改善している（Suzuki T, et al. 2021による）。
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5 残存永久歯数
日本人の永久歯歯数について Age-Period-

Cohort分析を行った那須らの報告〔那須，中村
（2016）〕によれば，永久歯の数は30歳代で最大と
なり，以後，漸減していくが，1960年から2010年
の50年間で，残存永久歯数は男女とも明らかに増
加している。この原因は，口腔ケア技術の進歩
や，8020運動に象徴されるような，歯に対する国
民のリテラシー向上が考えられるが，歯そのもの
が丈夫になった結果もその一因と考えられる。

6 これらの疫学データからわかること
図3に示す，東京都健康長寿医療センターの研
究〔鈴木，權（2006），pp.1-10〕によれば，1992年
と2002年の調査で，65歳以上の住民の歩行速度と
握力は1992年時の75～79歳の，また歩行速度は

1992年時の65～69歳と同じであった。握力も同様
の傾向であった。そのほか，生活能力指標でみた
生活機能，認知症に罹患していない人の知的機
能，残存歯数など，多くの身体的，知的機能が，
以前に比べて5～10歳，指標によっては20歳も若
返っていることが示された。また脳卒中など，高
齢者に多い疾病の受療率や死亡率を調べた結果で
は，両方とも低下が認められ，日本人は病気に罹
りにくくなっていることも明らかになった。さら
に要介護になる率，フレイルに該当する高齢者数
も減少していた。すなわち，われわれが日常生活
の中で感じているように，若く元気な高齢者が増
加している，言い換えれば高齢者の若返り現象が
科学的にも証明されたのである。

医学的観点から見た高齢者の定義 9

～ ～ ～ ～ ～ ～

図7 70-84歳における老健式活動能力指標の経年変化（Suzuki T（2018）による）。

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

図6 身体的フレイル該当割合の2012年／2017年における推定値（Makizako H, et al.（2021）による）。
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Ⅱ 高齢者に対する国民の意識の変化

「高齢者」を再定義するうえで，国民が高齢者の
基準をどのように考えているかを知ることはきわ
めて重要である。
この点に関して，2012年に内閣府により行われ
た「団塊の世代の意識に関する調査」（昭和22年
～24年生まれの全国の男女へのアンケート調査）
〔内閣府（2012），p.11〕の結果によれば，何歳以上
を高齢者とするかという問いに対し80歳以上を高
齢者と考える人は10.4％，75歳以上とする人は
26.1％，70歳以上とする人は42.8％であり，現行
の65歳以上とする人は10.3％であった。また，内
閣府が2014年に行った国民アンケート調査（図9）
では，男性では70歳以上，女性では75歳以上とす
る回答が最も多く，65歳以上とする回答は6.4％
と前出の調査と同様に低く，80歳以上とする回答
が2011年の調査時に比べ大幅に増加していた。こ
れらの結果から，国民の意識も，高齢者を65歳以
上とする現在の考え方から大きく変化しているこ
とがわかる。2016年の内閣府の調査では，さら

に，何歳頃まで収入を伴う仕事をしたいか，とい
う調査も行っている（図10）。その結果では，働け
るうちはいつまでも，という回答が男女とも30％
程度で最も多く，65歳までという回答の約2倍で
あった。この回答には，収入を得るために働かざ
るを得ない，自分のモチベーションを維持するた

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 110

図8 WAIS-Rによる知的機能の経年変化
（日本老年学会・日本老年医学会（2017）高齢者に関する定義検討ワーキンググループ報告書による）。

図9 内閣府による高齢者に関する意識調査ー
（内閣府（2014）平成26年度 高齢者の日常生活に関する意識調査
から作図）。



0101_社会保障研究_【大内】_PK.smd  Page 8 22/06/20 10:31  v4.00

めに働く，という二つが含まれていると思われ
る。その比率は明らかでないが，後者の人も少な
くないことは自明であろう。
これらの調査結果では，65歳以上を高齢者とす
る現行の基準を是とする人は非常に少なくなって
おり，多くの人が70歳以上または75歳以上と考
え，さらに10％を超える人々が80歳以上を高齢者
ととらえていることが示されている。すなわち，
国民の高齢者に対する考え方が大きく変化してい
ることがわかる。

Ⅲ 新しい高齢者の基準に関する医学的観点
からの提言

先に述べたように，種々の疫学データからは，
日本人の身体機能，知的機能，生活機能，歯の数
にいたるまで，ことごとく向上しており，これら
の指標の経年変化から，日本人はここ20-30年の
間に5歳から10歳，指標によっては20歳近くの「若
返り」現象が見られている。秋田県コホートの
データのように，10歳前後の若返りを示した指標
が多かったことから，検討チームでは従来の65歳
以上とする高齢者の基準を10歳上げて75歳以上と
する提言を行った〔日本老年学会・日本老年医学
会（2017）〕〔Ouchi Y, et al.（2017）〕。高齢者の中
のサブグループである「超高齢者」の定義につい

ては，従来通り90歳以上ということも合わせて提
言した（表1）。
ここで問題となったのは，従来，前期高齢者と
よばれた65～74歳の年代をどう呼ぶかという点で
あった。例えば「成人後期」など，高齢という言
葉をなくしてしまうという意見もあったが，結
局，「准高齢者」とよぶ案を採用した。「准」は国
語学的には「準」と同じ意味であるが，准教授な
ど，身分や地位に関して用いられることから，こ
の文字をあてることにした。高齢と言う言葉をあ
えて残したのは，65歳という年齢が，多くの人に
とって心身の衰えを感じ始める年代であることか
ら，真の高齢期までの10年間に，健康や経済的な
ことなど，いろいろな面から準備をしてほしいと
いうメッセージを込めたからである。75歳という
年齢が高齢者医療の中でターニングポイントにな
ることは臨床現場でよく経験される。すなわち，
特に75歳以上になると，ある臓器の疾病の診療だ
けでなく生活機能に着目した医療が必要になるこ
とをしばしば経験することから，75歳は高齢者へ
の臨床的な対応の転換点になる年齢である。この
ことから75歳以上を高齢者とすることは臨床医学
的にも受け入れやすい提言である。

Ⅳ 提言の意義

日本老年学会・日本老年医学会の提言は，政治
的なスローガンを掲げることではなく，最近の高
齢者の若返り現象が科学的に証明されたことの結
果であった。それでは，その社会的な意義はどの
ようなことであろうか。最も大きな意義は，高齢
者の定義の年齢を上げることにより，支えられる
べき存在としてのネガティブな高齢者のイメージ
を，社会の支え手でありモチベーションを持った
存在としてのポジティブなものに変え，結果とし

医学的観点から見た高齢者の定義 11

図10 内閣府による高齢者に関する意識調査ー
（内閣府（2014）平成26年度 高齢者の日常生活に関する意識調査
から作図）。

表1 新しい高齢者の定義に関する日本老年学会・
日本老年医学会からの提言

現在の高齢者の定義 新しい高齢者の定義に関する提言
65～74歳 前期高齢者 65～74歳 准高齢者
75～ 後期高齢者 75歳～ 高齢者
（90歳以上 超高齢者） （90歳以上 超高齢者）
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て迫りつつある超高齢社会を明るく活力あるもの
にすることにある。個人差はあるものの，高齢者
には十分，社会活動を営む能力がある人もおり，
このような人々が就労やボランティア活動など社
会参加できる社会を創ることが，今後の超高齢社
会を活力あるものにするためにきわめて重要と考
えたのである。一方，高齢者が労働やボランティ
ア活動などを通して社会的な活動を続けることは
個人の健康維持においても良い効果をもたらすこ
とが既に証明されている。例えば，外出頻度の多
い人の生活機能障害の発生頻度は，家に閉じこも
りがちな人に比べて低い〔Fujita K, et al.（2006）〕，
ボランティア活動や趣味の活動など，地域での活
動をしている人のフレイル，要介護の発生頻度は
そうでない人に比べて低い〔Okura M, et al.
（2018）〕ことが報告されている。逆の現象は，最
近のCOVID-19流行下（いわゆるコロナ禍）で顕著
にみられている。すなわち，COVID-19により，多
くの高齢者が外出や人との交流を控えた結果，基
本チェックリストの得点の増加，老研式活動能力
指標の低下が認められるなど，高齢者がコロナ禍
のもと，よりフレイルになっていることが数多く
報告されている〔Yamada M, et al.（2020）〕。以上
のことから，高齢者の定義の変更は個人の健康に
とっても良い効果をもたらすと考えられるのであ
る。
この提言は，2017年1月の発表以降，多くのメ
ディアに取り上げられたが，その中で賛意を表す
意見も多くあり，松本市，長野市などの自治体で
も同様の意見表明があった。逆に多くの批判も
あった。最も多かったのは，国の社会保障制度へ
の影響を懸念するものであった。この提言はあく
まで科学的な事実から言えることを述べているも
のであり，制度と直結させる意図はないが，日本
老年学会・日本老年医学会の考えはこの批判とは
真逆である。高齢者は多様である。高齢者が全体
として若返っているとはいっても，中には日常生
活が自立できない人がいるのは事実である。その
ような状況の下，身体機能も知的機能もしっかり
しており，働く意欲のある人が働ける場を持つこ
とが，同年代のこのようなフレイルや要介護に

陥った人を助けることにつながるし，何より若い
世代の負担を減らすことができる。すなわち，こ
の提言は，批判とは逆に日本の社会保障制度を持
続可能なものにすることに役立つと考えられるの
である。ただ，准高齢者，高齢者の働く場をどの
ように作り提供していくのか，どのような働き方
が良いのかなど検討すべき課題は多い。また，高
齢者の身体能力の改善（若返り現象）は最近の
データ〔スポーツ庁（2018）〕〔Suzuki T, et al.
（2021）〕でも確認されているが，現在の子供たち
が高齢期に達する頃まで続くかどうかは保証され
ておらず，あらためて次世代への健康つくりの啓
発が必要と思われる。
次に多かった批判は「死ぬまで働けというの
か」というものであった。これは，そうではない。
先に述べたように，高齢者は多様である。中に
は，働かないで悠々自適な生活をおくりたいと考
える高齢者も当然いるであろう。そのような生き
方も，高齢者の多様性として認めるべきである。
また，この提言の結果として，高齢者の就労が増
加することが予想されるが，「若者の仕事を年寄
りが奪うのか」という質問も受けた。今，一気に
高齢者の就労をすすめればこのような事態が起こ
り得るかもしれない。しかし，今後，少子化がさ
らにすすむことを考えれば，このようなことを
言ってはいられない時代が必ずやってくるのでは
ないだろうか。高齢者の就労促進は今からその時
代に備える意味も持っている。
三つ目の批判は，今回の提言は，「前期高齢者」
を「准高齢者」，「後期高齢者」を「高齢者」と言
い換えただけの「言葉の遊び」に過ぎない，とい
うものであった。しかし，「言葉」の持つ力は大き
い。言葉は人を奮い立たせ，社会を牽引する力を
持っていることを忘れてはいけない。
繰り返しになるが，われわれの提言は，政治的
スローガンではなく，既存のデータをあらためて
解析した科学的な結果である。この科学的な解析
の結果，明らかになった，高齢者の若返り現象を
今後どのように活用していくかは，これからの社
会に課せられた大きな課題と思われる。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 112
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Ⅴ 提言が社会にもたらしたもの

この提言以降でも，75歳以上の人を高齢者と呼
ぶことは一般的になっていない。TVニュースで
も，「65歳以上の高齢者」という表現が今もって使
われている。しかし，この提言以降，大きく変
わったことは，暦年齢を物事の判断基準にしな
い，という意識が世の中に広まったことである。
冒頭に述べたように，65歳になったその日から，
今まで支える側であった人が，いまだ身体的に元
気で，能力的にも問題がないのに，突然，支えら
れる側になるということが，いかに不合理なこと
であるか，ということが大きく認識されるように
なった。この提言が出されて約1年後，2018年2月
に閣議決定された高齢社会対策大綱では，「策定
の目的」の項〔内閣府（2018），p.1〕に，〔高齢者
の体力的年齢は若くなっている。また，就業・地
域活動など何らかの形で社会との関わりを持つこ
とについての意欲も高い。65歳以上を一律に「高
齢者」と見る一般的な傾向は，現状に照らせばも
はや，現実的なものではなくなりつつある。70歳
やそれ以降でも，個々人の意欲・能力に応じた力
を発揮できる時代が到来しており，「高齢者を支
える」発想とともに，意欲ある高齢者の能力発揮
を可能にする社会環境を整えることが必要であ
る〕と述べられており，65歳以上を一律に高齢者
とする考え方からの転換を打ち出した。さらに続
けて，「基本的な考え方」〔内閣府（2018），p.3〕の
項に，〔65歳以上を一律に「高齢者」と見る一般的
な傾向が現実的なものでなくなりつつあることを
踏まえ，年齢区分で人々のライフステージを画一
化することを見直すことが必要である。年齢や性
別にかかわらず，個々人の意欲や能力に応じた対
応を基本とする必要がある。〕と述べられている。
また，2018年5月，自由民主党人生100年時代戦略
本部が取りまとめた，「2024年問題：人生100年時
代を生きる将来世代の未来を見据えて―選択する
社会保障―」においても，「年齢による画一的な考
え方やそれに基づく制度を見直し，すべての年代
の人々が，希望と意欲が湧き，能力を生かし，選

択し，自立し，生きがいをもって好きなだけ働き，
存在意義を確認しながら活躍できる，定年のない
エイジフリー社会を構築することが喫緊の課題と
なっている」と述べられている〔自由民主党政務
調査会（2018），p.2〕。これらの報告は，まさに日
本の社会が暦年齢を物事の判断基準にするのをや
め，いわゆるエイジフリー社会を目指す方向に大
きく舵を切ったことを意味している。われわれの
提言がそのきっかけを作ったものと考えており，
提言を行った所期の目的の一部は果たされたと考
えている。

おわりに

高齢者の定義に関する議論はこれが終わりでは
ない。本論文で述べた，高齢者の定義を見直す提
言をきっかけに，目前に迫る超高齢社会におい
て，高齢者がどのような社会的役割を担うべきか
についての議論がさらに深化し，明るくプロダク
ティブな健康長寿社会を構築するという，国民の
願いが実現することを期待している。
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Definition of the Elderly from the Medical Point of View

OUCHI Yasuyoshi＊

Abstract

The elderly is defined as persons of a chronological age of 65 or older in many countries including

Japan. However, this definition is sometimes inappropriate in recent years, because many of the Japanese

elderly are robust and active along the recent dramatic increase in life expectancy. In 2017, the joint

committee of the Japan Federation of Gerontological Societies and the Japan Geriatrics Society have proposed

a new definition of the elderly as those of age 75 or older. The people aged between 65 and 74 were named as

“pre-old” people. This proposal was based on the accumulated epidemiological data regarding disease

statistics and various physical and psychological functions of the elderly, which have clearly shown that a

phenomenon of “rejuvenation” occurs in the elderly by 5 to 10 years or even more in recent 20 to 30 years.

Moreover, the various surveys have shown that many Japanese people consider the elderly as those of age 70

to 75 or older. Although the proposal of the new definition of the elderly is based solely on the scientific facts

and is not a political slogan, it may contribute to construct a bright, productive, healthy, and long-living society

in upcoming super-aged society in Japan, and also contribute to the creation of so-called age-free society

where the people can participate in the social activities including working and volunteer activities irrespective

of their chronological age. However, the safety net for the frail and already disabled people should

concomitantly be prepared more than ever before.

Keywords：Definition of the Elderly, Rejuvenation of the Elderly, Super-aged Society, Age-free Society
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特集：改めて高齢化と社会保障の持続可能性を考える

平均余命等価で見る高齢期
――日本の今までとこれから――

別府 志海＊

要 約

日本の死亡率は戦後になって大きく低下し，1970年代後半から長寿国の一つとなっている。こうした
流れの中で，高齢者を65歳以上というように単に年齢で定義するのではなく，身体機能等といった健康
度を考慮する方法や，平均余命が同水準となる年齢で定義する方法などといった「高齢者」の定義につ
いての議論も行われてきた。
本稿では，「高齢者」をどのように定義するかについて行われているいくつかの方法の中から，平均余
命の長さが同じとなる年齢に着目した「余命等価年齢」を用いて1970年の平均余命を基準に高齢人口と
高齢人口の割合を概観した。その結果，従来の65歳以上を高齢者とする人口と比べ，余命等価年齢以上
の人口は人口規模が半分程度になるとされた。また総人口に占める高齢者の割合も従来の定義と比べ
て余命等価年齢では約半分の水準となった。ただし，この指標は死亡率低下とともに疾病期間や要介護
期間が延びる可能性は考慮されないなどといった点には注意も必要である。

キーワード：余命等価年齢，平均余命，平均寿命，健康寿命，高齢者の定義

社会保障研究 2022, vol. 7, no. 1, pp. 16-25.

Ⅰ はじめに

日本の死亡率は戦後になって大きく低下し，
1970年代後半から長寿国の一つとなっている。そ
れに加えて，特に女性の平均寿命は世界の中で最
長にもかかわらず，寿命改善のテンポには鈍化の
傾向がみられない。また国連の推計によれば，
2020年の人口が100万人を超える159か国の中で，
日本の平均寿命は2015～20年の男性が81.28年で
あり長寿順位でみて第3位，女性は87.47年で第2
位である。さらに，2095～100年の男性は90.45年

で第7位，女性は96.63年で第2位と推計されてお
り（United Nations 2019a；国立社会保障・人口問
題研究所 2022），世界的にみても日本の死亡率は
極めて低い水準が持続していくものとみられてい
る。こうした将来の寿命水準の動向，とりわけ日
本の女性の寿命動向は，ヒトの平均寿命がどこま
で伸び得るのかといった観点から日本国内のみな
らず国際的にも注目され，学術的な関心が寄せら
れている（例えば堀内 2001，Horiuchi and Wilmoth
1998，Oeppen and Vaupel 2002，Olshansky et

al.1998，Vallin and Meslé 2009，ウィルモス 2010，
堀内 2010，別府 2012，Vaupel et al 2021）。

＊国立社会保障・人口問題研究所

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 116
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こうした流れの中で，「高齢者」の定義について
の議論も行われてきた。高齢者を従来の65歳以上
ではなく75歳以上へ変更が望ましいとの議論（日
本老年学会・日本老年医学会 2017）のほか，身体
機能等といった健康度を考慮する方法，平均余命
が同水準となる年齢で定義する方法などがあげら
れる。
そこで本稿は健康寿命の動向を概観し「高齢
者」の健康度改善の状況をみた後，平均余命等価
の考えから余命が等しくなる年齢について，この
年齢を高齢者の定義とした場合の高齢人口の動向
を展望することとする。

Ⅱ 健康寿命の動向

日本の健康政策は1970年代から10か年計画で実
施されてきた。現在実施されている健康政策は第
4次の健康政策にあたる「21世紀における第2次国
民健康づくり運動」，通称「健康日本21（第2次）」
である。この「健康日本21（第二次）」では国民の
健康度を測定する指標として健康寿命を採用し，
この健康寿命の延びが平均寿命の延びを上回るこ

とを目標としている（厚生労働省2012，別府
2021）。
こうした政策目標に関連し，厚生労働省（の研
究班）は健康寿命を公表している。公表されてい
る健康寿命は0歳時，つまり全年齢を対象とした
ものになるが，ここでは同一の手法により，公表
されている0歳時に加えて65歳時についても並べ
て示す。（表1，図1）
平均余命に占める健康期間の割合を0歳時につ
いてみると，2010年以降では緩やかな上昇傾向が
みられるもののその幅は1ポイント程度と小さく，
国民の健康度が大きく上昇しているとまではいい
がたい。他方で65歳時についてみると，こちらは
0歳時よりも顕著な上昇傾向を示している1)。

Ⅲ 余命等価年齢

こうした死亡率の低下を背景に，人口の健康度
を元にした健康寿命による試みとは別に，平均余
命の動向から人口高齢化の定義を模索する方法が
ある（Sanderson and Scherbov 2005，2007，2013，
2020）。この方法は平均余命に着目し，平均余命
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表1 健康寿命：日常生活に制限のない期間の平均年数
（年，％）

年齢／年次
男 性 女 性

平均余命 健康期間 不健康期間 余命に占める
健康期間の割合 平均余命 健康期間 不健康期間 余命に占める

健康期間の割合
0歳時

2001 78.07 69.40 8.67 88.9％ 84.93 72.65 12.28 85.5％
2004 78.64 69.47 9.17 88.3％ 85.59 72.69 12.90 84.9％
2007 79.19 70.33 8.86 88.8％ 85.99 73.36 12.63 85.3％
2010 79.64 70.42 9.22 88.4％ 86.39 73.62 12.77 85.2％
2013 80.21 71.19 9.01 88.8％ 86.61 74.21 12.40 85.7％
2016 80.98 72.14 8.84 89.1％ 87.14 74.79 12.34 85.8％
2019 81.41 72.68 8.73 89.3％ 87.45 75.38 12.06 86.2％

65歳時
2001 17.78 12.59 5.19 70.8％ 22.68 14.61 8.08 64.4％
2004 18.21 12.47 5.74 68.5％ 23.28 14.58 8.70 62.6％
2007 18.56 13.03 5.53 70.2％ 23.59 15.11 8.48 64.1％
2010 18.86 13.11 5.74 69.5％ 23.89 15.33 8.56 64.2％
2013 19.08 13.52 5.56 70.9％ 23.97 15.73 8.24 65.6％
2016 19.55 14.09 5.46 72.1％ 24.38 16.15 8.23 66.2％
2019 19.83 14.43 5.40 72.8％ 24.63 16.71 7.92 67.9％

資料：厚生労働省『簡易生命表』および『国民生活基礎調査』。65歳時については0歳時と同様の計算方法により算出した。計算方法の詳
細は尾島俊之「厚生労働科学研究 健康寿命のページ」が詳しい。



0102_社会保障研究_【別府】_PK.smd  Page 3 22/06/20 11:17  v4.00

の長さ（Average remaining lifetimes／ remaining
years）が同じ年齢，すなわち余命等価年齢
（prospective age）について考えていくというもの
である（Sanderson and Scherbov 2016，金子2010，
2021）。したがって死亡率が低下し平均余命が延
びている場合には平均余命の長さが等しくなる年
齢は上昇し，その逆に死亡率が上昇している場合

にはその年齢は低下することになる。
ここで一つ問題となるのは「何と比べて同じ余
命」とするのかである2)。このことを考えるため
に，戦後の日本の死亡率変化について概観しよ
う。図2は女性の年齢別死亡確率（qx）の推移を示
しており，1970年の前後で死亡率が低下している
年齢層が異なっていることが確認できる。つま

1) 健康寿命の算出に用いられる「国民生活基礎調査」は一般世帯に居住している人を対象としているため，施設に
入っている人については健康度に関する情報を得られない。公表されている健康寿命は，施設に入っている人も
含めた健康度の分布が同調査と同様であったとして同調査を元に算出される。このため，仮に施設に入っている
人の健康度が偏っている場合，これらの人を含めた全人口の健康度はやや異なる可能性がある。なお，林（2018）
および別府（2022）はいずれも施設人口の健康度が健康寿命に与える影響は限定的であるとしている。
2) この指標の考案者であるSandersonらは，「1970年頃の多くの低死亡国における65歳の平均余命だった」ことから
平均余命が15年となる年齢により分析を行っている（Sanderson and Scherbov 2015，UN 2019b）。そこでSanderson
らの定義と同様に余命を15年として計算した場合について，本稿の補論で扱っている。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 118
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図1 平均余命に占める健康期間の割合：日常生活に制限のない期間
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資料：厚生労働省「完全生命表」。

図2 生命表上における女性の死亡確率（qx）の比較：1935～2020年
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り，1970年頃までは40歳以下の比較的若い年齢で
死亡率が低下しているのに対し，1970年以降では
より高年齢で死亡率低下が起こっている。この結
果，特に1970年頃までは平均寿命が大きく伸長す
ることとなった一方，1970年以降になると平均寿
命の伸び幅は小さくなっている。
そこで本稿では1970年の65歳，75歳および85歳
を基準とみた場合の余命等価年齢について検討す
ることとしたい。1970年を選んだ理由にはさらに
いくつかある。一つには1970年は65歳以上人口の
割合が7％を超えた年次だからである。さらにこ
の頃は，日本の死亡動向をみた際，死亡率が大き
く低下する主な年齢や主要な死因の変化が見られ
る時期であるという点である。1970年頃までは死
亡率低下は若年齢が主体であり，死因構造は感染
性疾患が多かった点があげられる。一方で1970年
以降になると死亡率低下は高年齢主体へと移って
いき，死因構造も生活習慣病を中心とした非感染
性疾患（Non-Communicable Diseases）中心へと変
化している。
1970年の65歳，75歳，85歳における平均余命を
基準として平均余命が等価となる年齢を推定した
結果が表2である。余命等価年齢は高年齢での死
亡率低下の影響から1970～2020年の間に65歳基準
では10～11歳ほど，85歳基準でも7～8歳上昇して
いる。国立社会保障・人口問題研究所（2017）に
よれば今後も死亡率は低下を続ける予測となって
いるが，若年齢を中心とする死亡率は既に極めて

低水準である。このためこれまでのように余命等
価年齢が大きく上昇するとは考えにくい。
2020～2065年の間に65歳基準では2～3歳ほど，85
歳基準でも3歳ほどの上昇と見込まれる。また男
女で比較すると，2020年段階でいずれの年齢にお
いても女性が1歳ほど高くなっており，この差は
今後も緩やかに広がると推計されている。

Ⅳ 余命等価からみた人口高齢化

国勢調査（按分人口）によると，65歳以上の「高
齢者」は2020年段階で3,603万人にのぼる。国立
社会保障・人口問題研究所が行った将来人口の推
計（出生中位・死亡中位。以下，本稿では同仮定
について）によると，65歳以上の人口は2042年の
3,935万人まで増加を続けた後，2065年の3,381万
人まで緩やかに減少するとされている（国立社会
保障・人口問題研究所 2017）。
一方で平均余命が1970年の水準と同じ年齢を高
齢者の定義として用いた場合の高齢人口の推移を
みると，1970年65歳時基準の場合はいずれの年次
も上でみた従来の定義に対して48～55％であり，
高齢者人口が半減する（図3）。平均余命を基準と
する年齢別にみると，2020年以降の従来定義に対
する割合は65歳基準が48～55％，75歳基準は
38～42％，85歳基準は15～20％であり，従来の定
義に対する割合は基準とする年齢が高いほど低く
なる。
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表2 余命等価年齢の推移
（年）

年次
男性 女性
65歳 75歳 85歳 65歳 75歳 85歳

平均余命
1970 12.52 7.15 3.79 15.35 8.70 4.39

余命等価年齢（1970年基準）
1970 65.00 75.00 85.00 65.00 75.00 85.00

1995 70.85 79.90 88.73 71.69 81.03 89.79

2020 75.46 83.50 92.11 76.36 84.79 93.37

2045 76.95 85.20 94.46 78.22 86.69 95.73

2065 78.00 86.31 95.44 79.34 87.83 96.73

資料：2020年までは国立社会保障・人口問題研究所「日本版死亡データベース」，2045年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将
来推計人口（平成29年推計）」（死亡中位）。各生命表から得られる平均余命に関数を当てはめて推定した。
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総人口に占める「高齢者」の割合も大幅に低下
する。65歳基準の場合，2045年が17.6％，2065年
が20.9％となり，いずれも従来定義による割合と
比べて約半分の水準となる。
以上，1970年の平均余命を基準に余命等価年齢
を用いた場合の高齢人口と高齢人口の割合を概観
した。従来の定義と比べ，余命等価年齢による定
義では高齢者の人口・割合とも従来値の半分程度
になるとされた。

Ⅴ まとめ

日本の死亡率は戦後に大きく低下し，平均寿命
は大幅に延伸した。この間の1970年頃になると死
因構造も感染症中心から生活習慣病などの非感染
性疾患中心へと変化し，年齢別死亡率の低下パ
ターンも若年齢中心から中高年齢中心へと移行し
てきた。
こうした変化にともなって「高齢者」をどのよ
うに定義するかについて議論されているが，本稿
ではその中から平均余命の長さが同じとなる年齢
に着目した「余命等価年齢」を用いて1970年の平
均余命を基準に高齢人口とその総人口に占める割
合を概観した。その結果，従来の65歳以上を高齢
者とする人口と比べ，余命等価年齢以上の人口は

人口規模が半分程度になるとされた。また総人口
に占める「高齢者」の割合も従来の定義と比べて
余命等価年齢では約半分の水準となった。
以上，本稿では近年注目されている余命等価年
齢を高齢者の定義とした場合の高齢人口および総
人口に占めるその割合を試算し，従来定義との比
較を行った。仮に余命等価年齢により高齢者を定
義すると，高齢人口や高齢人口割合は従来定義に
よる値と比較して大きく低下することが示され
た。
ただし，この余命等価年齢にはいくつか注意点
があることも指摘したい。その一つは，余命等価
年齢は平均余命のみを用いることから死亡率低下
の効果のみを扱う指標という点である。実際には
死亡率低下による余命の延長とともに疾病期間や
要介護期間が延びている可能性もあるが，余命等
価年齢ではこの影響を考慮していない。
二つ目は，男女で余命の水準および改善の程度
が異なることの扱いである。本稿では男女別に余
命等価年齢を算出して「高齢者」人口の試算を
行っているが，このように男女で「高齢者」の年
齢が異なって良いかについては議論が求められる
だろう。
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資料：総務省統計局「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口（平成29年推計）』（出生中位・死亡中位）による。
年齢不詳は按分し，男女別に算出したものを合計している。表中の「満年齢による」は従来の年齢別人口によるもの，「1970年65歳時余命
等価による」は本文で算出した余命等価年齢以上の年齢を高齢者と定義したもの。なお，各年齢において誕生日は直線的に分布している
と仮定している。

図3 余命等価からみた高齢人口および総人口に占める高齢人口の割合
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補論：平均余命が15年となる年齢を基準とした
場合の余命等価年齢について

余命等価年齢の考案者であるSandersonらは，
「1970年頃の多くの低死亡国における65歳の平均
余命だった」ことから平均余命が15年となる年齢
により分析を行っている（Sanderson and Scherbov
2015，UN 2019b）。そこでこの余命15年となる年
齢について算出したものが表3である。ここでは
各年齢間を補間し，平均余命が15年ちょうどとな
る年齢を求めている。
Sandersonらが指摘しているとおり，日本の

1970年における65歳時平均余命も15年に近く，男
性は12.5年，女性は15.3年である。この場合の余
命等価年齢も前掲表2とほぼ同様に上昇していく
が，男性は3.5～4歳ほど低く，女性は0.1～0.5歳ほ

ど高くなっている。
また，この年齢を高齢者の定義とした場合の高
齢人口の規模および総人口に占める割合を図4に
示す。1970年は男性の平均余命が65歳時点で15年
に達していなかったために，余命等価による高齢
人口は65歳を基準とした高齢人口を上回っている
が，ほかの年次では大きく下回っている。2020年
以降をみると高齢人口はおおむね2000万人で推移
し，総人口に占める割合は最も高くなる2065年に
22.7％であり，65歳を基準とした場合の2065年水
準38.0％だけでなく2020年水準28.6％をも大きく
下回る。
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表3 余命等価年齢の推移（平均余命＝15年となる年
齢の場合）

（歳）
男性 女性

1970 61.32 65.47

1995 67.07 72.06

2020 71.50 76.49

2045 73.43 78.51

2065 74.56 79.67

資料：2020年までは国立社会保障・人口問題研究所「日本版死亡
データベース」，2045年以降は国立社会保障・人口問題研究
所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」。年齢間を補間
した。
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付表1 余命等価からみた高齢人口の推移
（1,000人）

年次
男女総数 男性 女性
65歳以上 75歳以上 85歳以上 65歳以上 75歳以上 85歳以上 65歳以上 75歳以上 85歳以上

1970年65歳時余命等価による
1970 7,331 2,213 296 3,223 862 89 4,108 1,351 207

1995 10,427 3,557 510 4,080 1,328 167 6,347 2,230 343

2020 17,352 6,878 1,100 7,043 2,540 316 10,309 4,338 784

2045 18,688 8,644 1,931 7,770 3,207 594 10,918 5,437 1,338

2065 18,446 9,207 1,683 7,587 3,511 532 10,859 5,696 1,151

満年齢による
1970 7,331 2,213 296 3,223 862 89 4,108 1,351 207

1995 18,277 7,175 1,581 7,514 2,567 480 10,763 4,608 1,101

2020 36,027 18,602 6,133 15,641 7,305 1,927 20,386 11,297 4,207

2045 38,920 22,495 9,427 17,149 9,167 3,244 21,771 13,327 6,182

2065 33,438 22,107 11,142 14,674 9,067 4,031 18,764 13,040 7,111

差分
1970 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1995 －7,850 －3,618 －1,071 －3,434 －1,240 －312 －4,416 －2,379 －758
2020 －18,674 －11,724 －5,033 －8,598 －4,765 －1,611 －10,077 －6,959 －3,422
2045 －20,232 －13,851 －7,495 －9,379 －5,961 －2,650 －10,853 －7,890 －4,845
2065 －14,992 －12,900 －9,459 －7,087 －5,556 －3,499 －7,905 －7,344 －5,960

資料：総務省統計局「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口（平成29年推計）』（出生中位・死亡中位）。年齢
不詳は按分している。表中の「満年齢による」は単に年齢別人口によるもの，「1970年65歳時余命等価による」は本文で算出した余
命等価年齢以上の年齢を高齢者と定義したもの。なお，各年齢において誕生日は直線的に分布していると仮定している。

付表2 余命等価からみた総人口に占める高齢人口の割合
（％）

年次
男女総数 男性 女性
65歳以上 75歳以上 85歳以上 65歳以上 75歳以上 85歳以上 65歳以上 75歳以上 85歳以上

1970年65歳余命等価による
1970 7.1 2.1 0.3 6.3 1.7 0.2 7.8 2.6 0.4

1995 8.3 2.8 0.4 6.6 2.2 0.3 9.9 3.5 0.5

2020 13.8 5.5 0.9 11.5 4.1 0.5 15.9 6.7 1.2

2045 17.6 8.1 1.8 15.1 6.2 1.2 19.9 9.9 2.4

2065 20.9 10.5 1.9 17.9 8.3 1.3 23.8 12.5 2.5

満年齢による
1970 7.1 2.1 0.3 6.3 1.7 0.2 7.8 2.6 0.4

1995 14.6 5.7 1.3 12.2 4.2 0.8 16.8 7.2 1.7

2020 28.6 14.7 4.9 25.5 11.9 3.1 31.5 17.4 6.5

2045 36.6 21.1 8.9 33.3 17.8 6.3 39.6 24.2 11.2

2065 38.0 25.1 12.7 34.6 21.4 9.5 41.1 28.6 15.6

差分
1970 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1995 －6.3 －2.9 －0.9 －5.6 －2.0 －0.5 －6.9 －3.7 －1.2
2020 －14.8 －9.3 －4.0 －14.0 －7.8 －2.6 －15.6 －10.7 －5.3
2045 －19.0 －13.0 －7.0 －18.2 －11.6 －5.2 －19.7 －14.3 －8.8
2065 －17.0 －14.6 －10.7 －16.7 －13.1 －8.3 －17.3 －16.1 －13.0

資料：総務省統計局「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口（平成29年推計）』（出生中位・死亡中位）。年齢
不詳を按分した人口による。表中の「満年齢による」は単に年齢別人口によるもの，「1970年65歳時余命等価による」は本文で算出
した余命等価年齢以上の年齢を高齢者と定義したもの。男性・女性の割合は男女別人口に対して。
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付表3 余命等価年齢の推移（平均余命＝15年の場合）

年次
人口（1,000人） 65歳以上人口の割合（％）

総数 男性 女性 総数 男性 女性
余命15年等価による

1970 8,424 4,473 3,951 8.1 8.8 7.5

1995 12,334 6,192 6,142 9.8 10.1 9.6

2020 20,429 10,226 10,204 16.2 16.7 15.7

2045 21,167 10,479 10,688 19.9 20.4 19.4

2065 20,022 9,361 10,662 22.7 22.1 23.3

満年齢による
1970 7,331 3,223 4,108 7.1 6.3 7.8

1995 18,277 7,514 10,763 14.6 12.2 16.8

2020 36,027 15,641 20,386 28.6 25.5 31.5

2045 38,920 17,149 21,771 36.6 33.3 39.6

2065 33,438 14,674 18,764 38.0 34.6 41.1

差分
1970 1,093 1,250 －157 1.1 2.5 －0.3
1995 －5,943 －1,322 －4,621 －4.7 －2.1 －7.2
2020 －15,597 －5,415 －10,182 －12.4 －8.8 －15.7
2045 －17,754 －6,671 －11,083 －16.7 －13.0 －20.2
2065 －13,415 －5,313 －8,102 －15.2 －12.5 －17.7

資料：総務省統計局「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口（平成29年推計）』（出生中位・死亡中位）。年齢
不詳を按分した人口による。男性・女性の割合は男女別人口に対して。
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ʠProspective Ageʡin the Elderly in Japan

BEPPU Motomi＊

Abstract

The mortality rate has been falling since 1947 in Japan. Furthermore, it has become one of the

countries with the greatest longevity since the 1970s. As the mortality rate declines, the definition of

“elderly” is increasingly discussed. Rather than a simple definition of the “elderly” by age, such as 65 years

or older, methods that consider health conditions and physical functions, and methods that are defined based

on life expectancy at the same level are proposed.

This article focuses on “prospective ages,” which are life expectancy-equivalent ages, out of several

methods used to define the “elderly.” This analysis shows an overview of the elderly population and its

proportion based on the life expectancy of 1970, using “prospective ages.”

The population aged “prospective ages” and above in 2065 is estimated to amount to approximately

half of the conventional 65-year-old population. The proportion of the “elderly” to the total population is also

estimated to be approximately half that of the conventional definition.

Keywords：Prospective Age，Life Expectancy，Healthy Life Expectancy，Definition of Elderly
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特集：改めて高齢化と社会保障の持続可能性を考える

高齢期の女性の社会保障給付

島村 暁代＊

要 約

高齢期の所得保障の中核を占めるのは老齢年金（老齢基礎年金・老齢厚生年金）であるが，性別役割
分業の意識が根強い日本では，女性については就労期間が短いとか，低賃金であった等の理由によっ
て，男性に比べて低年金になりがちである。そのため，配偶者の死亡後に支給される遺族年金は，女性
の高齢期を保障する重要な給付である。そこで，本稿では遺族年金，中でも遺族厚生年金を主たる対象
とし，女性の社会進出等にも触れながら遺族厚生年金をどのように再構築すべきかについて考察してい
る。具体的には有期化することや，男性のみに認められる年齢要件を廃止すること等を検討している。
その上で，高齢期の所得保障としては老齢年金を核とし，女性に家庭責任が偏ることによって低年金に
なりがちという問題については別途，死別時年金分割の仕組みを導入することで解決するのはどうかと
提案している。

キーワード：女性，老齢年金，遺族年金，遺族厚生年金，性別役割分業

社会保障研究 2022, vol. 7, no. 1, pp. 26-38.

Ⅰ はじめに

何歳からを「高齢期」あるいは「高齢者」と定
義するかは本特集のほかの論稿で詳しく議論され
る通り，重要な問題であるが，本稿ではさしあた
り老齢年金の原則的な支給開始年齢である65歳以
降と定義して議論することにしたい。老齢年金は
「老齢」それ自体を要保障事由とし，高齢期の所得
保障の中核を占めるものである1)。老齢年金には

国民年金法（以下，「国年法」という）が規定する
定額給付の老齢基礎年金と厚生年金保険法（以
下，「厚年法」という）が規定する報酬比例給付の
老齢厚生年金がある。
もっとも，本稿に与えられたテーマである女性
に関していえば，老齢基礎年金2)しか受けない場
合3)や老齢厚生年金による上乗せがあったとして
もその額は僅かという場合が少なくない。という
のも，老齢厚生年金は就労時代の報酬に比例して
額が決まるからである。高齢期に至るまで就労し

＊立教大学法学部 教授
本稿は科研費（19K13529，22H00790）による研究成果の一部である。
1) 高齢者世帯では1世帯当たりの平均所得金額の構成割合のうち，63.6％を「公的年金・恩給」が占め（2018年），
公的年金・恩給を受給している高齢者世帯の中で「公的年金・恩給の総所得に占める割合が100％の世帯」は
48.4％となっている（厚生労働省「2019年国民生活基礎調査の概況」）。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 126
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たことがなかった，あるいは就労していたが，短
期間または低賃金であったこと等の事情から，女
性の老齢年金は男性に比べて低年金になりがちで
ある。
このような女性の低年金の背景にあるのが，日
本に根強い性別役割分業であろう。男性は外で働
き一家を養う一方，女性が家事・育児そして介護
といった家庭責任を担って家を守る。家庭責任を
女性が一手に引き受けることによって，男性は外
で存分に働くことができたのである4)。このこと
は公的年金制度に用意される離婚時年金分割に関
して定められた基本的認識からもうかがい知るこ
とができる。すなわち，厚年法78条の13は，被保
険者である夫が払った保険料は，被扶養配偶者で
ある妻が「共同して負担したもの」であるという
基本的認識を定め，離婚時には妻は夫の標準報酬
実績を分割できる仕組みを用意している（厚年法
78条の14）。もっとも，この離婚時年金分割は妻
だけではなく，夫も請求でき，性中立的な仕組み
となっている。
女性の額の低い老齢年金については，夫が生き
ている間にはその賃金か老齢年金かでカバーさ
れ，夫が亡くなった場合には遺族年金でカバーさ
れる。女性の寿命は男性の寿命よりも長いことも
あって，遺族年金を受給する女性は多い。
このように女性の高齢期の所得保障給付を考え

る上では遺族年金は外すことはできない。そして
それらの給付だけでは低年金の場合には年金生活
者給付金が支給される5)。最低生活費にも満たな
い場合には生活保護が機能し，生活保護における
高齢者世帯の占める割合が高いこと6)はよく知ら
れている。
そこで本稿では，女性の高齢期の所得保障制度
として機能していると思われる遺族年金に焦点を
絞って現行制度を確認することにしたい。そうし
た中で現行制度が抱える問題点を指摘するととも
に，今後の改正のあるべき方向性について検討す
ることにしたい。

Ⅱ 現行制度の概要

検討のはじめに，遺族年金とそれに関連する中
高年寡婦加算について現行制度の内容を確認しよ
う。一口に遺族年金といっても，国年法が規定す
る遺族基礎年金と厚年法が規定する遺族厚生年金
の2種類がある。

1 遺族基礎年金
遺族基礎年金を受けるには，死亡した人に関す
る要件と給付を受ける人に関する要件を満たす必
要がある。死亡した人については基本的に老齢基
礎年金の受給権者7)か，死亡当時，国民年金の被保

2) 老齢基礎年金を受けるには10年以上の保険料拠出期間が必要であるが，女性との関係では第三号被保険者資格
が重要であろう。これは，1985年に固有の年金権を確立するために創設された仕組みであり，保険料の負担なく
して（国年法94条の6），保険料納付済期間とカウントされる（国年法5条1項）。令和元年の調査によると，第三号
被保険者は829万6千人であるところ，女性は818万3千人であり，約99％を占める（厚生労働省「令和元年公的年金
加入状況等調査 結果の概要」）。
3) 基礎年金のみの年金受給者の割合は，男性7.6％に対して女性18.9％であり，どの年齢階級でも女性の方が高い
（厚生労働省「平成29年老齢年金受給者実態調査（特別集計）」，厚生労働省「公的年金受給者に関する分析―配偶
者の状況と現役時代の経歴（就労状況）からみた年金受給状況―」）。
4) 経済的に養うというのも家庭責任の果たし方のひとつであるが，本稿では育児や介護等の一定の長期間にわた
る継続的な見守りや世話をとらえて家庭責任という言葉を使用する。
5) 65歳以上の老齢基礎年金の受給者であること，同一世帯の全員が市町村民税非課税であること，前年の公的年
金等の収入金額とそのほかの所得との合計額が881,200円以下であることのすべての要件を満たす場合に月額
5,030円を基準に保険料納付済期間等に応じて算出される（年金生活者支援給付金の支給に関する法律2条）。遺族
基礎年金の受給者の場合には，前年の所得が4,721,000円以下であることが要件である（同法20条）。なお，給付金
額等は令和3年10月時点の金額である。
6) 生活保護の被保護者調査（令和3年12月分概数）によると，生活保護の世帯類型別の割合は，高齢者世帯が55.4％
を占めている。
7) 保険料納付済期間と保険料免除期間とを合算した期間が25年以上である者に限られる。

高齢期の女性の社会保障給付 27
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険者である必要がある（国年法37条）8)。後者の場
合には死亡日の前日において被保険者期間の3分
の2以上の保険料を納付しているか，死亡日の前
日において死亡した月の2か月前までの直近1年に
保険料の未納がないことのいずれかを満たす必要
がある（保険料拠出に関する要件，国年法37条但
書，昭和60年改正法（昭和60年法律第34号）附則
20条2項）。
他方，給付を受ける遺族として配偶者は第1順
位である。もっとも，配偶者なら誰でも支給を受
けられるわけではなく，死亡者によって「生計を
維持」されていたことが必要である（国年法37条
の2第1項1号）。ここで「生計を維持」されていた
といえるには，①死亡した被保険者と生計を同じ
くすること，そして②恒常的な収入が将来にわ
たって年収850万円以上にならないと認められる
ことが必要である9)。所得分位上位10％が基準で
あるため，共働きであったとしてもこの要件を満
たし，受給できるケースは多いと考えられる。
以上の点は基本的に後述する遺族厚生年金にも
あてはまるが，遺族基礎年金に固有の要件として
は，受給できる配偶者は単に「生計を維持」され
ていただけではなく，「子と生計を同じくするこ
と」が必要である（国年法37条の2第1項1号）。こ
こで「子」とは18歳の年度末までか，1級または2
級の障害の状態にある20歳未満で，未婚の場合を
指す（国年法37条の2第1項2号）。そして，配偶者
に遺族基礎年金が支給される場合には子への遺族
基礎年金は支給停止される（国年法41条2項）。

額としては，老齢基礎年金と同額，すなわち年
額として78万900円に改定率を乗じて得た額が支
給され（国年法38条），子の数に応じた加算が付く
（国年法39条1項）。
子と生計を同じくすることを要するのは，遺族
基礎年金が母子年金10)を引き継ぐことによる11)。
そのため，子がいない場合には遺族基礎年金の受
給権は発生しないし，子が成長して18歳の年度末
を過ぎたら受給権は消滅する（国年法40条2項，39
条3項6号）。また，母子年金を引き継ぐという同
様の理由によって，昔は母子家庭だけが対象で
あったが，2012年の社会保障・税一体改革によっ
て父子家庭も支給対象となるよう改正されてい
る12)。

2 中高齢寡婦加算
以上述べた通り，遺族基礎年金は生計を同じく
する子の存在を要するため，子がいない場合や子
が18歳の年度末に達した以降は受けることができ
ない。その一方で，夫によって生計を維持されて
きた中高齢の妻は，夫の死亡後，就労して十分な
所得を得ることが困難であり，また遺族厚生年金
だけでは生活を営むことが困難との事情があるた
め，中高齢寡婦加算という仕組みがある13)。すな
わち，遺族厚生年金の受給権者である妻であっ
て，その権利を取得した当時40歳以上65歳未満で
あった場合（もっとも，老齢厚生年金の受給権者
が死亡したとき14)には被保険者期間の月数が20年
以上必要）や40歳に達した当時に遺族基礎年金の

8) ほかにも国民年金の被保険者であった60歳以上65歳未満で，日本国内に住所を有していた人が死亡した場合や
老齢基礎年金の受給資格を満たしていた人（保険料納付済期間と保険料免除期間とを合算した期間が25年以上で
ある者に限られる）が死亡した場合にも支給される。
9)「生計維持関係等の認定基準及び認定の取扱いについて」（平成23年3月23日年発0323第1号）。
10) 夫と死別し，夫によって生計を維持していた18歳未満の子（20歳未満の廃疾の状態にある子を含む）の生計を
維持する場合において，所定の保険料納付要件を満たす場合に支給された拠出制の年金であったが，1985年改正
によって，準母子年金や遺児年金とともに遺族基礎年金に統合された。
11) 菊池（2016）・355-356頁。
12) 公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律（平成24年法律第
62号）。
13) 堀（2017）・529頁。1985年改正（昭和60年法律第34号）で創設されたが，当時は死亡時に35歳以上であって，40
歳以上65歳未満で生計を同じくする妻等に対して支給した。2004年改正によって40歳に変更された（菊池
（2016）・356頁）。
14) 保険料納付済期間と保険料免除期間とを合算した期間が25年以上である者が死亡した場合も同様である。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 128
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要件を満たす子と生計を同じくしていた妻が65歳
未満であるときは，遺族基礎年金の額に4分の3を
乗じて得た額が加算される（厚年法62条1項）。た
だし，妻が遺族基礎年金を受けることができる間
の加算は停止される（厚年法65条）。
その結果として，具体的には40歳以上で子のな
い妻や40歳の時点からは遺族基礎年金を受給して
いたが，子が18歳の年度末になった等の理由で遺
族基礎年金の受給権を失った妻等に加算されるこ
とになっている。

3 遺族厚生年金
次に，遺族厚生年金については死亡した人が，
主として老齢厚生年金の受給権者か厚生年金の被
保険者である必要がある（厚年法58条1項）15)が，
保険料拠出や生計維持については前述の遺族基礎
年金と同様の取扱いである。その上で遺族厚生年
金の特徴は，妻には年齢要件がないが，夫には死
亡の当時55歳以上との年齢要件があり，60歳から
支給される16)ということである（厚年法59条1項1
号，65条の2）17)。
こうした男女間の年齢要件の違いについては，
法の下の平等を定めた憲法14条に違反しないかが
争われた事案がある18)。第1審19)は憲法14条違反を
認めたが，控訴審20)と最高裁は否定した。最高裁
判決では，「男女間における生産年齢人口に占め
る労働力人口の割合の違い，平均的な賃金額の格
差及び一般的な雇用形態の違い等からうかがえる
妻の置かれている社会的状況に鑑み，妻について

一定の年齢に達していることを受給の要件としな
いことは，上告人に対する不支給処分が行われた
当時においても合理的な理由を欠くものというこ
とはできない」と判示されている。ここでは，女
性が労働市場において困難を抱えていることが考
慮されている。女性に保護の必要性があることを
前提に合憲との結論が導かれたといえるが，学説
からは批判が多く，21)。特に男性に年齢要件を課
すことの合理性までは説明されていないと疑問視
されている22)。
憲法14条の要請を受けて男女の年齢要件の有無
をどのように整理して制度を構築するのが最も適
切かという問題は，司法による判断にかかわら
ず，なお立法府が検討すべき課題であるように思
われる23)。
遺族厚生年金の支給額は，死亡した者が受ける
はずだった老齢厚生年金額の4分の3であるが，被
保険者期間が300月未満の場合には300月とみなさ
れる。遺族厚生年金と老齢厚生年金については，
以前は併給できなかったが，現行制度では女性自
らが保険料を拠出したことが無駄にならないよう
に老齢厚生年金が支給された上で，その額が遺族
厚生年金の額に満たない場合にはその差額が遺族
厚生年金として支給されることになっている24)。
遺族厚生年金は夫の死亡時に30歳未満で子のな
い妻には5年間の有期給付である25)が（厚年法63条
1項5号），それ以外の場合には終身で支給される。
もっとも，再婚する場合等は支給停止される（厚
年法63条1項2号）。そのため，支給停止とならな

15) 厚生年金の被保険者期間に初診日がある病気やけがが原因で初診日から5年以内に死亡したときや，1級または
2級の障害厚生年金を受け取っている人が死亡したとき，老齢厚生年金の受給資格を満たした人が死亡したとき
も支給される。
16) 遺族基礎年金の支給対象となる場合には55歳から支給される（厚年法65条の2）。
17) 妻については年齢を問わない一方，夫や父母，祖父母については年齢要件がある。
18) 最判平成29・3・21裁時1672号3頁。正確には地方公務員の公務災害の事例であったが，射程は厚生年金等にも
及ぶものと考えられている（中益（2021）・366頁，菊池（2016）・366頁）。
19) 大阪地判平成25・11・25労判1088号32頁。
20) 大阪高判平成27・6・19労判1125号27頁。
21) 淺野（2017）・15頁，稲森（2017）・185-186頁等。
22) 稲森（2017）・185-186頁，控訴審に対する評釈であるが，笠木（2016）・106頁。
23) 立法府には最適解を探り続けるべき使命があるとの指摘がある（中益（2021）・58頁）。
24) 1994年改正（平成6年法律第95号）と2004年改正（平成16年法律第104号）参照。
25) 2004年改正（平成16年法律第104号）により，改正された。
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いように再婚を控えることが生じうるし，また終
身にわたって支給されることから就労抑制効果が
ある26)という問題がある。

4 小括
遺族年金は生計維持者を失った場合に保障され
る給付であるため，高齢期の所得保障自体を目的
としたものではない。特に遺族基礎年金は配偶者
を失ったひとり親が子どもを育てていく過程で支
給27)されるため，原則として子が18歳の年度末ま
でしか支給されない。そのため実際の機能として
も高齢期に受給される可能性はそう高くない28)。
これに対して，遺族厚生年金については自らの
老齢厚生年金と調整されながら終身の形で支給さ
れ，女性の高齢期を支えるものとして重要な機能
を担っている29)。またこうした仕組みとすること
で保険料の掛け捨てを防止するという機能を果た
している。
このような事情があることから高齢期の女性の
給付をテーマとする本稿では遺族年金の中でも遺
族厚生年金を中心に検討していきたい。

Ⅲ 遺族厚生年金の再構築

1 問題の所在
（1） 現行の遺族厚生年金
現行の遺族厚生年金は男性が働き，女性が家を

守るといういわゆる片働き世帯を前提に，生計維
持者が死亡しても生活に困らないように組み立て
られたものである30)。中高年の女性が労働市場で
安定した就業を確保しにくい事情を踏まえ，終身
の形で遺族厚生年金を支給するとともに中高齢寡
婦加算の仕組みも備えている。いわば労働市場に
おける問題を遺族厚生年金や中高齢寡婦加算がカ
バーするという側面も垣間見ることができる形と
なっている。

（2） 社会の変化
しかし，現行の仕組みの基盤が整備されてから

30年以上が経ち，社会状況には大きな変化があ
る。現行の基盤が整備された1985年には同時に男
女雇用機会均等法が制定され，その後の度重なる
改正を経る中で，労働者は性別により差別される
ことなく，また働く女性が母性を尊重されつつ，
その能力を十分に発揮できる雇用環境が整備され
てきた31)。1991年には現行の育児介護休業法の前
身である育児休業法が制定され，こちらも幾多の
改正を経て，育児休業や介護休業の仕組みが拡充
され32)，働きながら家庭責任を果たすことが後押
しされている33)。介護離職をなくすための方策34)

のほか，直近の2021年改正では男性の育児参加を
さらに促すために産後パパ育休も新設されたとこ
ろである35)。
他方で，昨今の働き方改革では労働時間に上限

26) 嵩（2017）・55-56頁。
27) 嵩（2017）・55頁。
28) 昨今生じる晩産化の傾向（厚生労働省「人口動態統計」によれば，2019年の平均初婚年齢は女性で29.6歳であ
り，同年の第1子出生時の母の平均年齢は31.2歳となっている。平均初婚年齢，母親の平均出生時年齢ともに推移
をみると上昇している（内閣府男女共同参画局「結婚と家族をめぐる基礎データ」令和3年5月18日）。）を踏まえる
と今後は遺族基礎年金も高齢期にも関連する給付として機能する余地があるように思われる。また，晩産化をひ
とつの背景として育児と介護を同時期に担わなければならないいわゆるダブルケアラーの増大が懸念される。ダ
ブルケア離職が増えないように，家庭生活と仕事のバランスをとれるだけのさらなる環境整備が求められる。
29) 遺族厚生年金の受給の有無別に年金額の分布をみると，受給ありの場合は約8割が月額10万円以上である一方，
受給なしの場合には約8割が10万円未満であり，平均年金額では約2倍の差があり，遺族厚生年金の果たす役割が
大きいことがうかがえる（厚生労働省「平成29年老齢年金受給者実態調査（特別集計）」，厚生労働省「公的年金受
給者に関する分析―配偶者の状況と現役時代の経歴（就労状況）からみた年金受給状況―」）。
30) 笠木（2013）・53頁。
31) 労働契約法3条3項では「仕事と生活の調和」に配慮しつつ労働契約を締結すべきものと規定される。関係閣僚，
経済界・労働界・地方公共団体の代表等からなる「官民トップ会議」によって仕事と生活の調和の実現が不可欠で
あることが謳われた「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」も参照。
32) 育児休業給付金や介護休業給付金については雇用保険法に規定がある。
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規制も整備され（労働基準法36条），従来のような
長時間労働を前提とする働き方には見直しが迫ら
れる。つまり，働きながら家庭責任を果たすこと
ができるための環境整備は着実に進展している。
これらの事情を背景に，女性の社会進出は確実
に進んでいる36)。1990年代前半までは男性の片働
き世帯が上回っていたが，後半からは共働き世帯
が片働き世帯を上回り，2020年現在では，共働き
世帯が3分の2を占めるまでである37)。これまで結
婚・出産・育児に伴って離職し，子育てがひと段
落した頃に再就職するといういわゆるM字カーブ
現象が女性の就業率に関連する問題と指摘されて

きたが，急速な少子高齢化の進展にも伴って徐々
にMのくぼみは緩和され，改善傾向がみられる
（図1参照）。
さらには，少子高齢化の急速な進展に伴って人
手不足は深刻であり，1人でも多くの人が家庭責
任を果たしながら就労することができる社会へと
育っていくこと，女性が一手に家庭責任を負う社
会からは脱却することが望まれている。
このように女性の就業状況は好転している一方
で，就労形態や労働条件をみてみると，今なお性
別役割分業的な意識は根強く，払拭しきれていな
い面があるのも否めないのが日本社会の現状であ

33) 嵩（2017）・57頁，梶川（2015）・103頁，菅野（2011）・139頁。
34) 2015年9月に安倍首相が発表した一億総活躍社会の実現に向けた基本方針「新・三本の矢」や2016年6月2日閣議
決定の「ニッポン一億総活躍プラン」では「介護離職ゼロ」という明確な目標が掲げられているし，それに伴い，
介護離職を防止するための制度整備が行われている。
35) 令和3年法律第58号。
36) 15歳から64歳の女性の就業率の推移を見てみると2001年には57.0％でその後，右肩上がりで増え，2019年には
70.9％であった。2020年には新型コロナウイルス感染症の影響もあってか，70.6％と微減している（内閣府男女共
同参画局「令和3年版男女共同参画白書」）。
37)「雇用者の共働き世帯」と「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」の数は1990年代半ばに逆転し，2020年におい
ては3分の2が共働き世帯になっている（総務省「労働力調査（詳細集計）」）。
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ろう38)。コロナ禍でも保育園や学校の休園・休校
等に伴って，女性に育児負担が偏っていることが
改めて露呈されたことは記憶に新しい39)。女性の
正規雇用率は20歳代後半でピークとなり，出産期
以降に右肩下がりで低下するL字カーブの問題が
憂慮される。すなわち，女性の正規雇用率をグラ
フにしてみると，線グラフが「L」を寝かせたよう
に見えるのである（図1参照）40)。時間に融通のつ
けやすい非正社員として働く女性が多いことがう
かがえる41)。非正規雇用を利用することで家庭と
両立しながら柔軟に働けることは望ましい一方
で，非正規社員の雇用は安定しないし，また賃金
も相対的に低く，正社員のようには上がりにくい
という問題があり42)，冒頭でみた低年金の問題へ
と帰着する。
以上のような社会状況の変化を前にすると，遺
族厚生年金についても再検討する必要があるだろ
う。

2 検討
（1） 遺族厚生年金の趣旨
では，改めて遺族厚生年金とは何を保障するた
めのものだろうか。最高裁判例によれば，遺族厚
生年金は，生計維持者が死亡したときでも遺族の
生計を維持するためのものである43)。もっとも，
この具体的な中身をどのようにとらえるかは自明
ではない44)。

そこで検討するに配偶者が死亡した場合には一
般に打撃が大きく，経済的に厳しい状況に追い込
まれうる。生計維持者の死亡に伴い，生活は激変
しうることから，生活を立て直し，その後も生活
を続けていくために遺族厚生年金を受けるニーズ
は高いと考えられる。その上で問題となるのは，
どれくらいの期間，誰に対してそれを保障する必
要があるかということである。

（2） 遺族厚生年金の再検討
① 終身性
既に述べた通り，現行制度は子どものいない30
歳未満の場合を除いて基本的に終身給付として設
計される。それは制度の創設当初には片働き世帯
が中心で女性が労働市場に参入するのは難しいと
いう事情があったからである。しかし，現状では
共働き世帯も増え，労働市場における女性の状況
は様変わりしている。そうすると，生計維持者の
死亡直後，生活の立て直しに必要な一定の期間
（例えば5年間）は遺族厚生年金を支給する必要は
あるが，その期間を超えて終身で支給する必要は
ないように思われる45)。一定期間経過後は就労な
どによる自活が求められよう。なお，高齢期に生
計維持者が死亡したため，就労できないという問
題については，後述の死別時分割にて対応するこ
とが適切であると考えられる。
つまり，現在では遺族厚生年金を終身の形で保

38) 結婚や出産・育児を離職理由とする女性は0.3％（2020年）であり，平成24年10月から平成29年9月の5年間に「出
産・育児のために」離職した者は102万5千人であり，うち101万1千人が女性である（総務省「平成29年就業構造基
本調査」）。また，女性の育児休業取得率はおおむね8割台で推移する一方，男性のそれは一桁台の低水準が続いて
いた。2020年にはようやく12.65％となったが（厚生労働省「令和2年度雇用均等基本調査」結果），8割を超える女
性の割合と比較すれば差は歴然である。また，介護・看護を理由とする離職率は男性では0.1％であるのに対して
女性では0.2％（2020年）である（厚生労働省「令和2年雇用動向調査」結果。総務省「平成29年就業構造基本調査」
結果によると，過去1年間（平成28年10月～29年9月）に「介護・看護のため」に離職した人は9万9千人で，そのう
ちの約8割にあたる7万5千人が女性である）。
39) 例えば日本経済新聞2022年2月26日朝刊「保育所休園ママに負担 30代女性の出社減る 偏る育児コロナで露呈」。
40) 内閣府「選択する未来2.0中間報告（2020年7月1日）」，「選択する未来2.0報告（2021年6月4日）」。
41) 令和2年現在，女性は「正規の職員・従業員」が1194万人，「非正規の職員・従業員」が1425万人である（総務省
「労働力調査」）。
42) 女性の非正規雇用の賃金は約25万円で頭打ちである。また，男女間の賃金格差（男＝100）は2020年で74.3（男
性338.8千円，女性251.8千円）である（厚生労働省「令和2年賃金構造基本統計調査 結果の概況」）。
43) 最三小判平成12・11・14民集54巻9号2683号。
44) 中益（2021）・59-60頁。
45) 遺族年金は自らの保険料に基づく給付でないことも考慮されている（菊池（2016）・366-367頁）。
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障する必要はないだろう。過剰な保護を続けるこ
とは，制定当初に支配的であった家族のあり方を
普遍化・固定化46)し，男女共同参画社会の形成を
阻害する。現存する社会的な実態や性別役割分業
の意識を追認・固定化することのないように配慮
が求められる47)。
また，「遺族年金があるから働かない」，「遺族年
金が支給停止になるから再婚しない」というよう
に，遺族年金の存在が図らずも個人の生き方を誘
導してしまうことのないように設計しておくこと
も重要であるように思われる。働くか，再婚する
かという選択は個人が自己決定でき（憲法13条），
これらの選択に向けては，国家は極力干渉を避
け，特定の選択を誘導あるいは抑制しないよう
に，制度の中立性を確保することが求められるか
らである48)。男女共同参画社会基本法4条でも社
会における制度や慣行が，性別による固定的な役
割分担等を反映して結果として就労等の活動の選
択をしにくくするような偏った影響を与えるおそ
れがあるため，できる限り中立的なものにするよ
うに配慮すべきことが規定されている。
そうすると，遺族厚生年金については有期の給
付として構成し直すことが考えられ，これに伴っ
て中高年寡婦加算も廃止する必要があるだろう。
もっとも，これらの方策を進める上では，今なお
女性が安定した雇用に就くのは難しいという労働
市場の状況にも慎重に配慮し，職業訓練の場を増
やすなど，労働政策を拡充し更なる後押しを同時
に進めることが不可欠である。
② 男性の年齢要件
次に男性への年齢要件については撤廃する必要
があろう49)。生計維持者の死亡によって生活に打

撃を受け，所得保障のニーズが生じるのは女性だ
けではなく，男性も同様である。男性だけに年齢
要件を付すのは，性別に基づく差別的取扱いとし
て認めることができない。また，男性に年齢要件
があることで若年では遺族厚生年金を受給できな
いということは，年金制度に保険料を拠出してき
た亡き女性の貢献を評価せずに結果的に保険料を
掛け捨てすることにもつながりかねず50)，このよ
うな結果に合理的な理由があるとは思われない。
多くの女性が労働市場で活躍している現代にお
いて，遺族厚生年金の再構築を考える上では，性
別による区別は好ましくなく，性中立的な形での
見直しが求められる。
③ 生計維持要件
そのほかにも遺族厚生年金を受けるには生計維
持要件があり，具体的には年収850万円が基準と
なっている。遺族厚生年金の有期化とあわせて，
年収基準については撤廃することも検討に値する
論点であるように思われる。なぜなら，これまで
生活をともにした配偶者が死亡すれば，高所得者
であったとしても打撃を受け，生活を立て直す
ニーズが生ずるからである。家庭責任を果たすた
めに費やす時間が増えること等によって，死亡前
の所得を維持できないことも考えられ51)，生活保
障の必要性は認められるように思われる52)。
もっとも，年収基準を撤廃するとの提案は死亡
者によって「生計を維持」という要件について金
銭面以外の要素を考慮することにつながり，この
点をどう考えるかは整理する必要があろう。これ
に関連しては，2012年の社会保障・税一体改革に
おける遺族基礎年金の動きが注目される。すなわ
ち，2012年改革では父子家庭にも遺族基礎年金が

46) 笠木（2013）・56頁。
47) 嵩（2015）・4頁。
48) 嵩（2017）・52頁。
49) 性別を稼働能力発揮の期待可能性を兆表する指標として利用するのは歴史的役割を終えており，不適当と主張
する見解に中益（2021）・55頁以下，75頁。嵩（2017）・56頁は，平等原則の観点や就労インセンティブへの影響を
適正化するとの観点から，女性一般を自活困難として男性と区別する合理性は乏しいと分析し，遺族を年齢や就
労阻害要因（傷病，障害，育児，介護責任等）の有無により区別するなどのよりきめ細かい仕組みを用意すること
が望ましいと指摘する。
50) 中益（2021）・72-73頁，衣笠（2012）・64頁。
51) 現行制度における死亡時の所得のみを審査する生計維持要件については見直しの必要性が指摘されている（嵩
（2017）・56頁）。
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支給されることになったが，その際には第三号被
保険者が死亡した場合にも遺族基礎年金を支給す
べきかという点が問題となった。厚労省の当初案
はいわゆる所得の喪失がないため支給しない方
針53)であったが，死亡時には第三号被保険者でも
その前には第一号被保険者や第二号被保険者とし
て保険料を納付した可能性があるとのパブリック
コメントを容れて支給することになったという経
緯がある54)。つまり遺族基礎年金を受けるにあ
たっての「生計を維持」という要件は，第三号被
保険者が金銭以外の面で，具体的には家事や育児
といった点で第二号被保険者の生計を維持してい
たと考えることになりそうである。
あくまでも第三号被保険者が以前に保険料を拠
出した可能性があることを考慮した結果として遺
族基礎年金の支給が決まったようであるが，生計
維持という要件が金銭以外の事情によっても満た
されることが明確になった点は興味深い。遺族基
礎年金の生計維持要件について金銭以外の事情を
考慮するのであれば遺族厚生年金についても同様
に解することができるだろう55)。そもそも社会保
険には所得要件によって受給権者が選別されない
というメリットがあり56)，年収要件を撤廃するこ
とも検討に値する論点であるように思われる。

（3） 死別時年金分割の提案
その一方で，現在の女性の高齢期の所得保障を
みてみると，遺族厚生年金が重要な役割を果たし
ていることは既に述べた通りである。そうする
と，本稿が提案するように遺族厚生年金を有期化
すれば遺族厚生年金で生活してきた女性は生活困
窮に陥りかねないことになる。そうはならないよ
うに経過措置規定を十分に設けることが不可欠な
ことは言うまでもないが，もうひとつ考慮すべき
ことがあるだろう。すなわち，今後もこれまで同
様，夫婦間で協議して育児や介護等の家庭責任を
果たすために一方当事者は就労しないとか，就労
を一定範囲に抑えるという選択をすることも当然
考えられる（今なお多くの女性が家庭責任を担っ
ているという現状については，既に述べた通りで
ある）。このような家庭内調整の結果として一方
当事者（女性が多い）の老齢年金は低くなりうる
が，こうした問題はそのままでよいのだろうか。
この問題については遺族年金という形ではなく，
離婚時年金分割と同様の仕組みを死別時にも導入
することで老齢年金の充実化を図ることを提案し
たい57)。というのも，離婚時年金分割は，婚姻中
の互いの貢献度を評価することで，年金受給額の
格差を是正し，老後の生活保障を図ることを目的

52) このような考え方に対しては，当然異論もあるだろう。現行の850万円基準でさえ，自らの収入で自身の平均的
な水準の生活を賄えるのであれば，併せて遺族年金を支給し続ける必要性は高くないとして，相当程度引き下げ
るべきとの主張が展開されている（菊池（2016）・362頁，367頁）。この点は2012年の社会保障・税一体改革におい
ても議論となった（和田（2014）・185頁）。
昨今の社会保障改革では応能負担の強化がみられる。所得の再分配は社会保障制度の有する重要な機能である

が，高所得者の負担増や給付減ばかりを内容とすれば高所得者が制度に加入するモチベーションは低下する。高
所得者でも配偶者が死亡すれば生活に打撃は生じるのであり，高所得者の制度に対する信頼を維持するために
も，また亡き配偶者の制度に対する貢献を評価するためにも年収要件の撤廃は検討に値する論点であるように思
われる。
53) 第三号被保険者の死亡の場合にはいわゆる生計維持に当たらないという政令案を出したところ，パブリックコ
メントにて反対の意見が寄せられた。
54) 中益（2021）・72頁，厚労省年金局第27回社会保障審議会年金部会（平成26年11月4日）議事録参照。
55) もっとも，改正に関する議論の中では第三号被保険者が死亡した場合にも給付は出るという形で一旦施行して
おいて，共働きの増加などの社会実態の変化を踏まえた遺族年金全体の見直しの中でこの問題をもう一度再整理
をしたいと考えられていたこと（厚労省年金局第27回社会保障審議会年金部会（平成26年11月4日）議事録参照）
を踏まえると，遺族基礎年金での取扱いを殊更に強調すべきではないかもしれない。
それでも，社会保障・税一体改革の以前においても，第三号被保険者の夫が死亡した場合には第二号被保険者

である妻は生計維持されていたとして遺族基礎年金を受けていたのであり（厚労省年金局「遺族年金制度の在り
方」第27回社会保障審議会年金部会（平成26年11月4日）資料3），こうした経緯を踏まえると生計維持要件は金銭
以外の事情によっても充足されるとの考えは以前からとられていたといえそうである。
56) 岩村（2001）・44頁，笠木（2012）・15-16頁，中野（2020）・47頁。
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とするところ58)，こうした目的は死別時にもあて
はまるからである。
現役時代に配偶者が死亡した直後には有期の形
で遺族厚生年金を支給するとともに，配偶者の年
金納付記録を死別時年金分割によって調整してお
く。一定期間が経過したことで遺族厚生年金の支
給が終了してからは就労などで自活し，高齢に
なった際に老齢年金（死別時年金分割によって配
偶者の保険料納付記録の反映を受けたもの）を受
給する。これに対して，高齢期に配偶者が死亡し
た場合には死亡直後には遺族厚生年金を受け，一
定期間経過後には老齢年金へと切り替える。ここ
で遺族厚生年金を受給した後の老齢年金は，死別
時年金分割の効果を受けることから，配偶者の死
亡以前に受けていた自分の年金に比べると高水準
となる。
具体的には離婚時と同様に，死別時についても
婚姻期間における保険料納付実績を夫婦間で清算
し，一方当事者に家庭責任が偏重した結果として
十分には就労できずに老齢年金が低年金になるこ
とを，死別時年金分割によって補完することが考
えられる。第三号被保険者期間については離婚
時59)同様，2分の1で分割60)し，第二号被保険者期間

については2分の1を上限に行政が按分割合を決定
するとの仕組みが考えられよう。というのも，離
婚時であれば当事者同士で合意できる61)が，死別
時には合意する主体がいないからである。第二号
被保険者としての記録内容，つまり就労状況につ
いても勘案した上で行政が決定し，不服がある場
合に備えて不服申立ての仕組みを用意しておくこ
とが考えられる。
こうした仕組みによって家庭責任を多く担うこ
とで就労が制限された者の老齢年金を充実化する
一助になることが望まれる。家庭責任が今なお女
性に偏重しがちな現状では，死別時分割によって
恩恵を受ける者の多くは女性と見込まれるが，性
中立的な仕組みとして整備しておく必要がある。

（4） 小括
このように，遺族厚生年金については男女とも
に配偶者が死亡した後の生活を再建するための給
付として有期（5年）で設計し直すとともに，高齢
期の所得保障としては老齢年金を核とし，老齢年
金が家庭責任の偏重の結果として一方当事者が低
年金になりがちな問題については別途死別時年金
分割の仕組みを導入することで対応したらどうだ

57) 離婚時年金分割は2004年改正にて導入されたが，当初の厚生労働省案では，婚姻中も含めて厚生年金部分を折
半することが盛り込まれていた。しかし，与党側から家族のきずなを揺るがしかねないとの反対があったので婚
姻中の年金分割は除かれたとの経緯がある（高畠（2005）・77頁）。
58) 高畠（2005）・80頁。
59) 三号分割は，平成20年5月1日以後に離婚等をし，以下の条件に該当したときに，第三号被保険者であった者の
請求により，平成20年4月1日以降の婚姻期間中の第三号被保険者期間における相手方の厚生年金記録（標準報酬
月額・標準賞与額）を2分の1ずつ当事者間で分割するものである。すなわち，①婚姻期間中に平成20年4月1日以
降の国民年金の第三号被保険者期間中の厚生年金記録（標準報酬月額・標準賞与額）があること，②請求期限（原
則として離婚等をした日の翌日から起算して2年以内）を経過していないことが要件である。もっとも，分割され
る者が障害厚生年金の受給権者で，分割請求の対象となる期間を年金額の基礎としている場合には三号分割は認
められない。
60) 三号分割では強制的に2分の1となり，第三号被保険者のみが優遇されるのは，男女共同参画の観点から妥当で
はないという指摘がある（高畠（2005）・81-82頁）が，この問題については第三号被保険者制度を今後も維持する
かという問題と合わせて検討すべきであろう。学説では就労阻害事由がある場合に限定する（竹中（2001）・153
頁，衣笠（2012）・68頁，高畠（2013）・33-35頁，嵩（2017）・55頁，嵩（2018）・58頁，中野（2020）・64頁）とと
もに，その場合には現状では第一号被保険者でも就労阻害事由がある場合には同じく対象にすべきとの主張（高
畠（2013）33頁，嵩（2017）・55頁，嵩（2018）・58頁，中野（2020）・64-65頁）が有力である。現状では社会保険
の適用拡大によって第三号被保険者数を縮小する方向性がとられ，その点は支持できるが，第三号被保険者制度
を今後どうするかという問題はそれでもなお残る検討すべき課題である。
61) 平成19年4月1日以降に離婚等をし，①婚姻期間中の厚生年金記録があること，②当事者双方の合意または裁判
手続きにより按分割合を定め得たこと，③請求期限を経過していないことのすべてを満たす場合に，かかる按分
割合によって婚姻期間中の厚生年金記録を当事者間で分割するものである。
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ろうか。
遺族年金の有期化と死別時分割では，配偶者の
死亡という事象をダブルカウントするようにも思
えるが，遺族年金は死亡によって生じる一時的な
生活困難を緩和するための給付であるのに対し
て，死別時年金分割は，これまでの夫婦による家
庭責任の分担調整の結果を，年金制度に結びつけ
て老齢年金の拡充を図るための仕組みである。両
者は全く異なる性格を持つもので，両立しうるよ
うに思われる。

Ⅳ おわりに

女性は男性よりも平均寿命が長いことから高齢
期は一段と長期化し，女性の高齢期の所得をいか
にして保障するかという問題は重要な問題であ
る。労働市場における女性の状況の変化や昨今の
労働環境の変遷という社会の変化を踏まえると，
現行の遺族厚生年金の仕組みは修正する必要があ
る。
理想はこれまでの性別役割分業的な意識が薄
れ，女性も，男性も，育児や介護をしながらでも
就労を続けていけるだけの環境が整う社会となる
ことである。現状では出産は女性にしかできない
が，育児や介護は男性もできるのであり，家庭責
任が女性ばかりに偏重する現状は意識ともども変
革する必要がある。
ただその一方で，性別役割分業的な意識は相当
根深く，そう簡単に見直すことはできないという
難しさもつきまとう。そうすると，こうした問題
については夫婦間の家庭責任の調整にも配慮した
性中立的な仕組みを導入することで解決を図るこ
とが必要となろう。
結婚してもしなくても離婚しても死別しても路

頭に迷うことがないように，社会保障制度が果た
すべき役割は小さくない。各給付はいかなる趣旨
で支給されるかを改めて明確にした上で制度を再
構成する必要があるだろう。遺族厚生年金は男女
ともに配偶者の死亡直後の生活を保障するための
給付として特化するとともに，高齢期を保障する
給付は老齢年金であるとの制度趣旨に立ち戻り，
家庭責任の偏重という問題は別途死別時分割にて
調整するとの提案である。
現在では，男女ともに就労しながら家庭責任を
果たすことができる社会となるように労働法の分
野で各種の制度改正が行われているところであ
り，そうした流れに年金制度62)も取り残されるこ
とのないように再構築していく必要がある。
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Social Security Benefit for Elderly Woman

SHIMAMURA Akiyo＊

Abstract

The Old-Age Pension constitutes the core of income security for the elderly, but in Japan, where

there is a strong sense of gender role division, women tend to receive lower pensions than men due to shorter

working periods, lower wages, and other reasons. Therefore, the Survivor’s Pension, which is paid after the

death of a spouse, is an important benefit for elderly women. This paper focuses on the Survivor’s Pension,

especially the Survivor’s Welfare Pension, and examines how the Survivor’s Welfare Pension should be

restructured taking the social advancement of women into account. Specifically, this paper examines the

possibility of making the term of benefit fixed and of abolishing the age requirement for men. It also proposes

that the Old-Age Pension be the core of income security for the elderly, and that the problem of the women’s

low pensions due to biased family responsibilities be solved by introducing a bereavement pension split

system.

Keywords：Woman, Old-Age Pension, Survivor’s Pension, Survivor’s Welfare Pension
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特集：改めて高齢化と社会保障の持続可能性を考える

老齢年金受給者の貧困リスクと公的年金の
「部分繰下げ」受給の可能性1)

山田 篤裕＊

要 旨

本稿では，厚生労働省「老齢年金受給者実態調査（2017年）」の個票に基づき，（a）繰下げ受給の決定
要因，（b）潜在的に繰下げ受給可能な高齢者の割合，（c）就労収入途絶に伴う貧困リスクを繰下げ受給
によりどれほど回避できるか検討した。明らかになった点は主に3つある。第一に，就労機会や取り崩
せる貯蓄額に恵まれた人々ほど繰下げ受給を選択しやすい。第二に，公的年金以外の収入が平均支出額
を上回る部分について，部分的にでも繰下げ可能と仮定した場合，65-79歳の4～6割は繰下げ可能であ
る。第三に，本人か配偶者に就労収入がある高齢者は65-79歳の老齢年金受給者の約半数を占め，その
中，就労収入途絶に伴う貧困リスクがあるのは1割程である。こうした就労収入途絶に伴う貧困リスクが
ある人々の中，65歳以降，部分的にでも繰下げていたならば，2～3割が貧困リスクを回避可能であった。

キーワード：老齢年金，繰下げ受給，貧困，高齢者就業，就労収入

社会保障研究 2022, vol. 7, no. 1, pp. 39-53.

Ⅰ はじめに

高齢期における相対的貧困率は長期的に低下傾
向にあるが，男女とも65歳以降の年齢階級で貧困
リスクが高くなる傾向に変化はない〔阿部
（2021），pp.4-5〕。子どもによる高齢の親にたいす
る私的扶養機能は将来的にほとんど期待できない
にもかかわらず，マクロ経済スライド発動により
私的扶養が機能していた時代の水準まで公的年金
額は低下するため，急速な高齢者の貧困率上昇も

予想されている〔稲垣（2015），p.39〕。私的年金
については，現役低所得層の加入状況や，その将
来的給付水準等，評価に十分なデータが整備され
ておらず，どれほど私的扶養機能や公的年金の所
得保障機能の低下を補完できるか管見の限り不明
である。
そこで注目されるのが，公的年金の受給開始年
齢を個人の選択により65歳以降に遅らせる「繰下
げ」受給で公的年金額を増額する方法である。現
行制度では1か月単位で繰下げ可能であり，1か月
繰下げる毎に0.7％が増額され，最大70歳まで繰

1) 本研究は，2021年度厚生労働行政推進調査事業補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））「公的
年金制度の所得保障機能・所得再分配機能に関する検討に資する研究（代表者：山田篤裕）」の一環として実施さ
れた。本稿で使用した厚生労働省「老齢年金受給者実態調査（2017年）」調査票情報は，その一環として統計法に
基づき利用が許可されたものである。
＊慶應義塾大学経済学部 教授
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下げると65歳で受給した場合と比べ公的年金を
42％増額できる。また2022年4月から繰下げ上限
年齢が引上げられ，最長75歳まで繰下げると最大
84％まで公的年金を増額できる〔日本年金機構
（2022）〕。
繰下げ受給を選択しているのは2020年度時点で

1％程に過ぎない〔厚生労働省年金局（2021），
p.18，27〕が，繰下げ受給を個人が選択できる環
境も整ってきている。本特集論文でも示されてい
るように，わが国の65歳以上の健康寿命は伸び
〔大内論文，別府論文〕，また就業率は従前より先
進国の中でも高いが，近年さらに上昇している2)

〔総務省（2021），pp.7-10〕。こうした中，個人の選
択で就業を継続することで，繰下げ受給を可能に
し，公的年金額を増やすことは，貧困リスク回避
のための一つの方法と考えられる。実際，2029年
度以降の実質経済成長率が0％でも，団塊ジュニ
アである1974年度生まれでは66歳7か月まで継続
就労し繰下げれば，また1999年度生まれでも68歳
9か月まで継続就労し繰下げれば，現行の所得代
替率61.7％を維持することは可能と政府は推計し
ている〔厚生労働省（2019a），pp.7-11〕。
しかし就労継続と繰下げ受給の組み合わせによ
り，マクロで現行水準の所得代替率を平均的に維
持できたとして，個人レベルでみた場合，繰下げ
受給により高齢期の貧困リスクをどれほど回避で
きるのかは，明らかでない。そこで本稿では，厚
生労働省「老齢年金受給者実態調査（2017年）」の
個票に基づき，まず（a）繰下げ受給の決定要因を
明らかにした上，（b）潜在的に繰下げ受給可能な
高齢者の割合，（c）繰下げ受給により就労収入途
絶に伴う貧困リスクをどれほど回避できるか明ら
かにすることを目的とする。
本稿の構成は以下の通りである。次節で年金支
給開始年齢に関する先行研究と制度的要因につい
て概観する。III節でデータおよび分析枠組を説明
した上で，IV節で推計結果とその解釈について述
べる。V節では本稿の知見をまとめ，若干の政策

含意と残された課題を挙げる。
本稿の知見を先取りすれば，主に3点ある。第
一に，就労機会や取り崩せる貯蓄額に恵まれた
人々ほど繰下げ受給を選択しやすい。第二に，公
的年金以外の収入が平均支出額を上回る部分につ
いて，部分的にでも繰下げ可能と仮定した場合，
65-79歳の4～6割が繰下げ可能である。第三に，
本人か配偶者に就労収入がある高齢者は65-79歳
の老齢年金受給者の約半数を占め，その中，就労
収入途絶に伴う貧困リスクがあるのは1割程であ
る。こうした就労収入途絶に伴う貧困リスクがあ
る人々の中，65歳以降，部分的にでも繰下げていた
ならば，2～3割が貧困リスクを回避可能であった。

Ⅱ 先行研究

公的年金の受給開始年齢選択に関する多くの研
究は受給開始年齢が早くなる（日本の場合には主
に繰上げ）要因に焦点を当てている。それらの先
行研究を概観すると，流動性制約，健康状態，将
来に対する認知という主に3つの要因が確認され
ている。
流動性制約に関し，例えば期待される就労収入
の低さ〔Burkhauser（1979）〕，就労収入額・私的年
金額の低さ〔Burkhauser（1980）〕，所得の低さ〔駒
村（2009）〕，定年等離職後の失業経験〔山田
（2012）；山田（2020）〕，資産額の低さ〔Coile et al.
(2002); Shimizutani & Oshio（2016）〕は受給開始
年齢を早める（日本の場合，繰上げ受給する）こ
とが確認されている。
健康状態に関し，例えば地域レベルでの平均寿
命が長い〔駒村（2007）〕，予測寿命が長い〔Coile
et al. (2002); Hurd et al. (2004)；駒村（2009）〕と
受給開始年齢は遅くなり（日本の場合，繰上げ受
給しない，あるいは繰下げ受給し），逆に予測寿命
が短かったり〔厚生省（1998）〕，主観的健康感が
悪い〔山田（2020）〕と受給開始年齢が早くなる
（繰上げ受給する）ことが確認されている。日本

2) 就業率は2020年時点において65-69歳男性で60％，女性では40％（10年前と比較し男女とも13％ポイント増），70
歳以上男性で25％，女性では12％（10年前と比較し各々6％ポイント増，3％ポイント増）となっている〔総務省
（2021），p.7〕。
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の失権率に関する行政データも，「（男女とも）老
齢基礎年金の繰上げ支給を選択している者の死亡
率が，他制度の老齢年金受給者の死亡率よりも高
い」〔社会保障審議会年金数理部会（2016），p.50〕
ことを示しており，現に寿命が短い人々の受給開
始年齢は早い（繰上げ受給する）。
予測寿命以外の，将来に対する認知に関して
は，例えば主観的時間割引率の高さ〔Gustman &
Steinmeier (2005)；駒村（2009）；Shimizutani &
Oshio（2016）〕，それ以外のさまざまな行動経済学
的な認知の歪み〔Brown et al. (2016); Guo et al.
（2020）〕により受給開始が早まることも確認され
ている。
ただし冒頭でも述べたように，日本の繰下げ受
給率は2020年時点でも1％程であり，国民年金の
繰上げ受給率12％〔厚生労働省（2019a），p.27〕と
比較して，繰下げ受給率は低い。この繰下げ受給
率の低さについては上記の要因とは別に以下の3
つの制度的要因が指摘されている〔厚生労働省
（2019b），p.14〕。
・現時点では65歳前に特別支給の老齢厚生年金が
支給されており，これを繰下げ受給することは
できない。そのため，現時点で老齢厚生年金の
受給権者が繰下げるには，すでに受給開始した
老齢厚生年金を65歳到達後に受給を止めた上で
繰下げのための手続きをしなければならない。
・65歳未満の被扶養の配偶者がいる場合，老齢厚
生年金を繰下げると繰下げ期間中は加給年金を
受給できなくなり，また65歳以降も加給年金の
対象となる被扶養の配偶者がいる場合，老齢基
礎年金を繰下げると，繰下げ期間中は振替加算
が支給されなくなる。
・65歳以降も就労しており，老齢厚生年金も受給
している場合，在職老齢年金制度の対象となり
支給停止されてしまった年金相当分は繰下げに
よる増額の対象とならない。
冒頭でも述べたように，繰下げ受給はマクロ経
済スライドにより低下する公的年金給付水準を，
個人の選択により改善できる注目すべき方法であ
る。しかし，現実に1％程と繰下げ受給率が低迷
している理由は何であろうか。そもそも潜在的に

繰下げ可能な高齢者自体，限られているのか。ま
た繰下げ受給できたとしても，果たしてそれで高
齢者の貧困リスクは回避できるのか。
本稿ではこれらの疑問に答えるため（a）繰下げ
受給の決定要因を明らかにした上，（b）潜在的に
繰下げ受給可能な高齢者の割合，（c）繰下げ受給
により稼得収入途絶に伴う貧困リスクを高齢者が
どれほど回避できるかを明らかにし，数少ない日
本の繰下げ受給に関する知見〔駒村（2009）；山田
（2012）；山田（2020）等〕に，新たな知見を加え
ることを目的とする。

Ⅲ データおよび分析枠組

1 使用データおよび分析対象サンプル
分析には最新の厚生労働省「老齢年金受給者実
態調査（2017年）」調査票情報（個票）を用いる。
以下，厚生労働省（2019c）に基づき当該データの
概要と本稿の目的に有用であると考えられる3つ
の特長を挙げる。
「老齢年金受給者実態調査」は厚生労働省年金
局数理課が実施している一般統計であり，「年金
制度基礎調査」の一つである。当該調査は日本年
金機構が支給する老齢年金の受給者を対象とし，
年金が受給者の生活の中でどのような役割を果た
しているかとらえることを目的とし，郵送で行わ
れている。最新の2017年調査では有効回答率は
66％で，有効回答となったサンプルは3万6千程で
ある。
2017年調査の第一の特長は，繰下げ受給者が識
別可能になったことである。有効回答サンプルに
は繰下げ受給者400人以上が含まれ〔厚生労働省
（2019c），第26・27表〕，分析に十分な規模のサン
プル・サイズを確保できる。第二に2017年8月1日
から年金の受給資格期間が25年から10年に短縮さ
れたが，この10年資格期間短縮該当の老齢年金受
給者が識別可能になったことである。調査時点で
の65歳以上老齢年金受給者に占める10年資格期間
短縮該当者は1.1％とはいえ，生活保護を受給し
ていた高齢者の3割が，この改正により年金受給
資格を得ており，この制度改正が貧困リスク回避
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に与えた影響は大きかった〔山田（2021）〕。こう
した貧困リスクの高い10年資格期間短縮該当者に
ついても，繰下げ受給の可能性や，繰下げによる
貧困リスク削減効果を別途分析することが可能で
ある。こうした特長以外に，以前までの調査と同
様，日本年金機構の業務データに基づき年金に関
する調査項目について補正されており，例えば老
齢年金額が精確にとらえられる。
本稿の分析では，その他制度の影響を除くため
生活保護受給者を集計対象サンプルから除き，ま
た繰下げ受給の分析であるため65歳以上を集計対
象サンプルとする。なお生活保護を受給している
老齢年金受給者の特徴については，同データを用
い，すでに山田（2018）で分析されている。また，
10年資格期間短縮該当者には，繰下げ受給者が含
まれなかったため，繰下げ受給の決定要因の分析
については25年以上資格期間該当者に限定してい
る。ただし，繰下げ受給可能性に関する分析につ
いては10年資格期間短縮該当者を含む。
分析に必要な変数が欠損であるサンプルを除外
すると，集計対象となるサンプルは合計で2万5千
ほどになる。各変数の記述統計は本稿末の附表に
示してある。なお附表以外のクロス集計等は，す
べて母集団分布を反映するようサンプルの層別抽
出率で重みづけを行ったものである。

2 分析枠組
先に述べたように本稿の目的は3つあり，（a）繰
下げ受給の決定要因を明らかにした上，（b）潜在
的に繰下げ受給可能な高齢者の割合，（c）繰下げ
受給により稼得収入途絶に伴う貧困リスクを高齢
者がどれほど回避できるかを明らかにすることで
ある。

（1） 繰下げ受給の決定要因
第一の繰下げ受給の決定要因についての分析で
は下式をProbitモデルで推計する。iは各個人を示
す添え字である。Yiは繰下げ受給をしている場合
を1，繰下げ受給していない場合を0とする二値変
数である。Fは正規分布関数を表す。

Pr Yi＝1 F α β1 Institutioni β2 Healthi
β3 Liquidityi γ Zi ui

Institutioniは繰下げ受給に関する制度的要因を
表すと考えられる変数群であり，配偶状況，夫婦
の年齢関係，厚生年金・共済年金受給の有無，
1941年度以降生まれかどうかが変数として含まれ
る。有配偶者と比較し，単身であれば，また夫よ
り妻の年齢が高ければ，加給年金等の影響を受け
にくく，厚生年金・共済年金受給の有無がなけれ
ば特別支給や在職老齢年金の影響を受けないた
め，繰下げ受給しやすい可能性がある。また1999
年の年金改正により1941年度以降生まれでは平均
寿命の伸び，予定利回りの低下，スライド率の変
更等を反映させ，70歳まで繰下げた場合の増額率
を88％から42％に改定したため，繰下げるインセ
ンティブは弱まった可能性がある。もっとも同改
正により1か月単位でより細かく繰下げ期間を選
択できるようにもなったことにより，繰下げるイ
ンセンティブを強めた可能性もある。
Healthiは健康要因を表すと考えられる変数であ
る。使用データには一般的な5段階の健康の主観
的評価に関する変数が含まれていない。このた
め，本稿の分析では，病気・高齢等のため働くこ
とができない，と回答している場合を1，そうでな
い場合を0と置く変数で代理する。働くことがで
きない，という意味では次に説明する流動性制約
を表す変数としての側面ももつことに留意が必要
である。
Liquidityiは流動性制約要因を表すと考えられる
変数群であり，就労の有無，貯蓄額，持ち家の有
無である。なお貯蓄額の不詳者は分析対象サンプ
ルの1割前後を占める（附表参照）ため，別途，不
詳に該当する場合を1，貯蓄額が記載されている
場合を0とするダミー変数も用いた。また，就労
所得がある場合，貯蓄額が多い場合，持ち家があ
る場合，公的年金に多くを頼る必要性が少ないた
め，繰下げしやすい可能性がある。
Ziは個人属性を統御するための変数群で，年齢
及びその二乗項，配偶者以外の同居世帯員の有無
である。なおデータ制約として，現在，実際に繰
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下げ中で，老齢年金を受給していない人々は観測
できず，繰り下げが終わり老齢年金を受給してい
る人々のみ繰下げ受給者として観測できる。つま
り年齢が相対的に低い場合は，繰下げ受給者は観
測されにくいため，それを統御するための変数で
もある。より年齢が高いサンプルほど，繰下げ受
給が観測されやすいと考えられる。
uiは誤差項である。

（2） 潜在的な公的年金繰下げ可能性の定義
第二の分析における潜在的に繰下げ受給可能な
高齢者とは，本人および配偶者（無配偶の場合は
本人のみ）の収入について以下の条件を満たす場
合と定義する。

公的年金以外の過去1年間の収入
＞ 1カ月当たりの平均の支出額×12か月

「公的年金以外の収入」とは，働いて得た収入，
企業年金・個人年金から支給される年金，家賃収
入・利子・配当・仕送り等その他の収入の合計額
である。公的年金は日本年金機構から支給される
年金および国家公務員共済組合，地方公務員共済
組合，日本私立学校振興・共済事業団から支給さ
れる年金，恩給を指す。支出については，乗用
車・住宅を購入したなどの臨時的な高額支出につ
いては除くことになっている。また支出の単位は
月額であるため年額である収入に合わせ12倍して
いる。収入・支出とも本人および配偶者（無配偶
の場合は本人のみ）のものであり，ほかの世帯員
のものは含まれない。
繰下げ受給可能な高齢者は，4分の1，2分の1，

4分の3，全額の4段階で，公的年金以外の収入が平
均支出額を上回る部分について，その範囲内で公
的年金を部分的にでも繰下げ可能であると仮定す
る。

（3） 繰下げ受給による稼得収入途絶に伴う貧
困リスク回避可能性の定義

第三の分析では，まず就労収入途絶に伴う仮想
的な貧困を，本人および配偶者（無配偶の場合は
本人のみ）の収入について以下の条件を満たす場
合として定義する。

働いて得た収入以外の過去1年間の収入
＜ 生活扶助基準

生活扶助基準には最も高い1級地1を用い，冬季
加算および期末一次扶助の月平均額を含む。「働
いて得た収入以外の収入」とは，公的年金，企業
年金・個人年金から支給される年金，家賃収入・
利子・配当・仕送り等その他の収入の合計額であ
る。
また貧困リスク回避可能性は，就労収入途絶に
伴う貧困脱出に最低必要な繰下げ年数で定義す
る。具体的には下式のように，上記貧困にある
人々を対象として，就労収入が途絶した場合の収
入と生活扶助基準との差額が繰下げ可能年金額の
何倍であるか計算した上，さらに繰下げ増額の年
率（0.7％×12）である8.4％（＝0.084）で割ること
により算出する。

繰下げ必要年数

働いて得た収入以外の過去 年間の収入
生活扶助基準

繰下げ可能年金額

Ⅳ 結果および解釈

（1） 繰下げ受給の決定要因
実際の繰下げ受給の決定要因について，男女
別，厚生・共済年金の有無別に各変数の限界効果
を示したのが表1である。使用データの分析対象
サンプルに含まれる繰下げ受給者は男性で1.8％，
女性で1.3％〔附表〕3)なので，各変数の限界効果が
たとえ1％程度であっても，相対的に大きい値と

3) 附表の繰下げ受給率はウェイトをかけていない値であるため，公表値と一致しないことに留意が必要である。
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表1 繰下げ受給の決定要因（限界効果）
男性

計 厚生・共済年金なし 厚生・共済年金あり
（1） （2） （3） （4） （5） （6）

年齢 0.0293*** 0.0299*** 0.0109 0.0110 0.0324*** 0.0331***

（0.00474） （0.00478） （0.0283） （0.0284） （0.00557） （0.00560）
年齢二乗÷100 －0.0191*** －0.0194*** －0.00744 －0.00752 －0.0213*** －0.0216***

（0.00313） （0.00315） （0.0171） （0.0172） （0.00373） （0.00374）
配偶者以外の同居世帯員あり 0.000988 0.000716 －0.0377* －0.0379* 0.00237 0.00211

（0.00238） （0.00237） （0.0182） （0.0183） （0.00239） （0.00237）
配偶状況：未婚 0.0176*** 0.0185*** 0.0358 0.0371 0.0169*** 0.0178***

（0.00508） （0.00512） （0.0381） （0.0374） （0.00510） （0.00514）
死別 0.00258 0.00303 －0.00223 －0.00159 0.00297 0.00341

（0.00396） （0.00396） （0.0254） （0.0247） （0.00402） （0.00402）
離別 0.0153** 0.0158** omitted omitted 0.0157** 0.0162**

（0.00511） （0.00510） （0.00509） （0.00508）
夫より妻の年齢高い 0.00196 0.00211 omitted omitted 0.00327 0.00338

（0.00427） （0.00427） （0.00421） （0.00421）
厚生・共済年金受給 －0.00701 －0.00607 n.a. n.a. n.a. n.a.

（0.00432） （0.00436）
1941年度以降生まれ －0.00780* －0.00765＋ －0.0617* －0.0620* －0.00778＋ －0.00760＋

（0.00391） （0.00392） （0.0300） （0.0298） （0.00407） （0.00407）
病気・高齢等による就労不能 －0.00933*** －0.00743** －0.0144 －0.0118 －0.00920*** －0.00738*

（0.00263） （0.00284） （0.0171） （0.0214） （0.00266） （0.00287）
就労中 0.00490＋ 0.00454 0.00483＋

（0.00273） （0.0189） （0.00276）
貯蓄：なし －0.0241*** －0.0241*** omitted omitted －0.0229** －0.0230**

（0.00719） （0.00720） （0.00716） （0.00717）
100万円未満 －0.0153** －0.0156** －0.0306 －0.0293 －0.0149** －0.0153**

（0.00532） （0.00533） （0.0399） （0.0392） （0.00534） （0.00534）
100～300万円未満 －0.0146** －0.0148** omitted omitted －0.0132** －0.0134**

（0.00508） （0.00508） （0.00504） （0.00504）
300～500万円未満 －0.0171** －0.0173** －0.0255 －0.0251 －0.0167** －0.0169**

（0.00585） （0.00585） （0.0392） （0.0393） （0.00589） （0.00589）
700～1000万円未満 －0.00466 －0.00474 0.0426 0.0426 －0.00733 －0.00741

（0.00534） （0.00534） （0.0351） （0.0351） （0.00552） （0.00551）
1000～1500万円未満 0.000668 0.000634 0.00828 0.00878 0.000499 0.000428

（0.00510） （0.00510） （0.0348） （0.0349） （0.00513） （0.00513）
1500万円以上 0.00251 0.00264 0.0121 0.0126 0.00252 0.00262

（0.00436） （0.00437） （0.0323） （0.0321） （0.00435） （0.00436）
不詳 －0.00714 －0.00693 0.0282 0.0291 －0.0103＋ －0.0101＋

（0.00550） （0.00551） （0.0329） （0.0341） （0.00576） （0.00577）
持ち家 －0.00459 －0.00436 0.0296 0.0302 －0.00554 －0.00532

（0.00340） （0.00339） （0.0247） （0.0247） （0.00345） （0.00344）
N 13,049 13,049 504 504 12,295 12,295

Pseudo R2 0.0588 0.0602 0.144 0.145 0.0603 0.0617

注：*** p<0.001, ** p<0.01, * p<0.05，＋ p<0.1。数値は限界効果，括弧内は標準誤差を示す。基準カテゴリーは，配偶状況については有配
偶者，貯蓄額については500～700万円未満である。男性の厚生・共済なしの推計式（3），（4）で「omitted」と示されている変数は，
繰下げ受給の有無を完全に予測するため，推計から除外されている。10年資格期間短縮該当サンプルは，繰下げ受給者を含まないた
め，推計は25年以上資格期間該当サンプルに限定した。生活保護受給サンプルについても推計から除外した。

出典：厚生労働省「老齢年金受給者実態調査（2017年）」調査票情報に基づき筆者推計。
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表1 繰下げ受給の決定要因（限界効果，つづき）
女性

計 厚生・共済年金なし 厚生・共済年金あり
（7） （8） （9） （10） （11） （12）

年齢 0.0150*** 0.0158*** 0.0157＋ 0.0161* 0.0162*** 0.0170***

（0.00301） （0.00306） （0.00814） （0.00800） （0.00348） （0.00354）
年齢二乗÷100 －0.00966*** －0.0101*** －0.0101* －0.0103* －0.0105*** －0.0109***

（0.00193） （0.00196） （0.00500） （0.00492） （0.00227） （0.00230）
配偶者以外の同居世帯員あり －0.00286 －0.00311 －0.000892 －0.00109 －0.00338 －0.00360＋

（0.00196） （0.00196） （0.00484） （0.00493） （0.00210） （0.00209）
配偶状況：未婚 0.0157*** 0.0162*** 0.0258* 0.0259* 0.0133*** 0.0140***

（0.00369） （0.00369） （0.0114） （0.0114） （0.00376） （0.00377）
死別 －0.00248 －0.00241 0.0117＋ 0.0116＋ －0.00478＋ －0.00464＋

（0.00254） （0.00253） （0.00647） （0.00645） （0.00264） （0.00262）
離別 0.0183*** 0.0177*** 0.0258* 0.0256* 0.0171*** 0.0164***

（0.00329） （0.00329） （0.0104） （0.0104） （0.00338） （0.00338）
夫より妻の年齢高い 0.00481 0.00459 0.00979 0.00953 0.00303 0.00288

（0.00335） （0.00335） （0.00790） （0.00780） （0.00362） （0.00362）
厚生・共済年金受給 －0.00122 －0.00101 n.a. n.a. n.a. n.a.

（0.00252） （0.00252）
1941年度以降生まれ －0.00517 －0.00527 －0.00836 －0.00820 －0.00516 －0.00534

（0.00330） （0.00329） （0.00854） （0.00851） （0.00360） （0.00360）
病気・高齢等による就労不能 －0.00369＋ －0.00163 －0.00136 －0.000317 －0.00437* －0.00213

（0.00195） （0.00212） （0.00461） （0.00512） （0.00216） （0.00232）
就労中 0.00748** 0.00390 0.00799**

（0.00246） （0.00683） （0.00262）
貯蓄：なし －0.0107＋ －0.0107＋ －0.0122 －0.0120 －0.0107 －0.0107

（0.00623） （0.00624） （0.0175） （0.0173） （0.00661） （0.00662）
100万円未満 －0.00371 －0.00417 －0.0123 －0.0123 －0.00286 －0.00340

（0.00508） （0.00507） （0.0174） （0.0174） （0.00524） （0.00523）
100～300万円未満 0.000597 0.000527 －0.00170 －0.00159 0.000788 0.000661

（0.00459） （0.00459） （0.0146） （0.0145） （0.00477） （0.00478）
300～500万円未満 0.00498 0.00463 0.0144 0.0144 0.00302 0.00256

（0.00468） （0.00467） （0.0147） （0.0147） （0.00492） （0.00491）
700～1000万円未満 0.00921* 0.00909＋ 0.0179 0.0179 0.00702 0.00693

（0.00468） （0.00468） （0.0146） （0.0146） （0.00493） （0.00494）
1000～1500万円未満 0.00954* 0.00965* 0.0159 0.0160 0.00863＋ 0.00869＋

（0.00482） （0.00482） （0.0153） （0.0152） （0.00504） （0.00506）
1500万円以上 0.00921* 0.00915* 0.0131 0.0133 0.00862＋ 0.00849＋

（0.00433） （0.00432） （0.0145） （0.0144） （0.00447） （0.00447）
不詳 0.00345 0.00375 0.0141 0.0144 0.000222 0.000493

（0.00469） （0.00469） （0.0143） （0.0141） （0.00506） （0.00507）
持ち家 －0.000835 －0.000686 －0.0141* －0.0142* 0.00199 0.00222

（0.00247） （0.00246） （0.00599） （0.00597） （0.00274） （0.00274）
N 15,382 15,382 2,501 2,501 12,881 12,881

Pseudo R2 0.0604 0.0646 0.103 0.104 0.0647 0.0700
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解釈できる。推計結果については，5％水準以下
で統計的に有意な変数に注目する。
制度的要因（Institution i）については，まず男
女とも有配偶者と比較して未婚・離別であると
1.5～1.9％繰下げ受給率が高い。同じ無配偶者で
ある死別については5％水準では有意ではない4)。
また男性の厚生・共済年金なしでは未婚は有意で
はなく，厚生・共済年金ありで有意となっている。
夫婦の年齢関係（夫より妻の年齢が高い）につ
いては，いずれの推計式でも有意ではない。
このことから，配偶者に対する加給年金等が繰
下げ受給を抑制する影響はさほど明確ではない。
例えば加給年金等以外にも，配偶者（あるいは配
偶者以外の同居世帯員）がいないことで，自分だ
けの家計の将来見通しに沿って，より自由に繰下
げ受給を選択しやすい，という解釈もありうる。
繰下げ増額率が引下げられた1941年度以降生ま
れコーホートでは，男性の厚生・共済年金なしで
有意であり，0.6％から0.8％ほど繰下げ受給率が
低い。
厳密な因果推論ではないが，増額率引下げの影
響があった可能性を指摘できる。
健康要因（Health i）については，病気・高齢等
により就労不能であると，男女とも厚生・共済年
金ありで0.4から0.9％ほど繰下げ受給率が低い。
予測寿命が短いため繰下げを選択しないと解釈で
きる。ただし，女性では流動性制約要因の一つと
考えられる就労中という変数を加えると（推計式
12），当該変数は有意である一方，病気・高齢等に
より就労不能という変数は有意でなくなる。
流動性制約要因（Liquidity i）については，女性
就労者で厚生・共済年金ありの場合0.8％繰下げ
受給率は高い。
また貯蓄額については，500～700万円未満と比
較し，男性で0（なし）だと2.3から2.4％ほど繰下
げ受給率は低く，500万円未満でも1.3から1.7％繰
下げ受給率は低い。女性については，700万円以
上で0.9から1.0％ほど繰下げ受給率は高い。
就労機会や取り崩せる貯蓄額に恵まれた人々ほ

ど繰下げ受給を選択しやすいと解釈できる。
ただし持ち家については，男性は繰下げ受給確
率に有意でなく，予想に反し，女性では厚生・共
済年金なしで持ち家だと繰下げ受給率が1.4％低
い。

（2） 公的年金の潜在的な繰下げ可能性
本人と配偶者（無配偶の場合は本人のみ）の公
的年金以外の収入が平均支出額を上回る部分につ
いては，公的年金を4分の1，2分の1，4分の3，全
額の4段階で部分的にでも繰下げ可能であると仮
定した場合の分布を25年以上資格期間該当者と10
年資格期間短縮該当者（以下，各々「25年以上」
と「10年短縮」と略す）に分けて示したのが図1で
ある。
部分繰下げを含め繰下げ可能なのは65-69歳で
は6割，70-74歳で5割，75-79歳で4～5割を占め，年
齢階級が高いほど，その割合は低い。いずれの年
齢階級も4分の1繰下げ可能者が2割を占める。ま
た全額繰下げ可能であるのは65-69歳が最も高く
男女とも2割前後，75-79歳でも男女とも1割前後
が全額繰下げ可能であり，現実の繰下げ割合より
も一桁高い。
10年短縮では，25年以上より，年齢階級による
分布の差は小さい。10年短縮では繰下げ困難の割
合はいずれの年齢階級も6割前後である。また全
額繰下げ可能であるのは男女ともいずれの年齢階
級でもほぼ2割前後となっている。
現時点では実際の繰下げ受給者は1％程と少な
いが，部分的にでも繰下げ可能な人々まで含める
と，かなり多くの人々が繰下げ受給可能であると
いえる。

（3） 就労収入途絶に伴う貧困リスクの繰下げ
受給による回避可能性

ただし繰下げ受給可能者が多くても，それで貧
困リスクを回避できるかどうかは別問題である。
そこで，まずは就労収入がなくなった場合，貧困
に陥る人々がどれほど多いか把握した上，繰下げ

4) 10％有意水準までみれば，死別は有配偶者と比較して，女性の厚生・共済年金なし（基礎のみ）で1.2％繰下げ受
給率が高い一方，厚生・共済年金ありでは，0.5％繰下げ受給率は低くなっており，正負の符号は逆転している。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 146
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受給による貧困リスク回避可能性を確認する。
① 就労収入途絶に伴う貧困リスク
本人あるいは配偶者（無配偶の場合は本人）に
就労収入がある65歳以上の高齢者について，就労
収入が仮に途絶したとしても貧困に陥らない
（ア）非就労でも非貧困，就労収入が仮に途絶した

場合には貧困に陥る（イ）非就労なら貧困化，今
後就労収入があっても貧困のままである（ウ）就
労継続でも貧困に3分類して，その構成比を受給
資格期間別に示したのが表2である5)。
本人あるいは配偶者（無配偶の場合は本人）に
就労収入がある65歳以上の高齢者の中，（ア）非就

5) 本人あるいは配偶者（無配偶の場合は本人）に就労収入がある高齢者の比率は，25年以上では65-69歳で61％，
70-74歳で41％，75-79歳で26％，10年短縮では65-69歳で59％，70-74歳で46％，75-79歳で36％である。
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（a）25年以上の資格期間
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（b）10年資格期間短縮
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注：サンプル抽出率に基づき母集団を反映するようウェイト調整済。集計対象から生活
保護受給者を除く。繰下げ受給可能な高齢者は，公的年金以外の収入が平均支出額
を上回る部分について4分の1，2分の1，4分の3，全額の4段階で，公的年金を繰下げ
可能と仮定している。

出典：厚生労働省「老齢年金受給者実態調査（2017年）」調査票情報に基づき筆者推計。

図1 公的年金の部分繰下げ受給の可能性
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労でも非貧困は，25年以上では男女とも9割前後
を占めるのに対し，10年短縮では男性では1～2
割，女性でも2～3割を占めるに過ぎない。（イ）非
就労なら貧困化については，25年以上では男女と
も3～8％，10年短縮では男性で4～6割，女性で
3～5割を占め，年齢階級が高いほど割合が低い。
（ウ）就労継続でも貧困は，25年以上では男性で
3％，女性では5～11％，10年短縮では男性で3～4
割，女性で4～5割を占め，こちらも25年以上男性
を除き，年齢階級が高いほどその割合は高い。
就労継続と繰下げにより，貧困リスクを回避可
能なのは（イ）非就労なら貧困化と（ウ）就労継
続でも貧困の合計であり，男女計でみると，本人
あるいは配偶者（無配偶の場合は本人）に就労収
入がある65歳以上の高齢者の中，25年以上では1
割前後である一方，10年短縮では8～9割も占め
る。
② 貧困リスク者の潜在的な公的年金の繰下げ可
能性
図1と同じく，就労収入途絶に伴う貧困リスク
がある場合（表2のカテゴリー〔イ〕と〔ウ〕の合
計），本人と配偶者（無配偶の場合は本人のみ）の
公的年金以外の収入が平均支出額を上回る部分に
ついては，公的年金を4分の1，2分の1，4分の3，
全額の4段階で部分的にでも繰下げ可能な人々の
割合を25年以上と10年短縮に分けて示したのが図
2である。
部分的にでも繰下げが可能なのは65-69歳では5

割，70-74歳で4割，75-79歳で3割を占める。年齢
階級が高いほど，その割合は低い。全額繰下げ可
能であるのは65-69歳で最も高く4割が，75-79歳で
も1割が全額繰下げ可能である。
10年短縮では，繰下げ困難の割合はいずれの年
齢階級も5～6割である。また全額繰下げ可能であ
るのは3割前後となっている。
③ 繰下げ受給による貧困リスク回避可能性
さらに就労収入途絶に伴う貧困リスクがあり，
かつ部分的にでも繰下げ可能な場合，何年間繰下
げれば貧困リスクを回避できる（貧困リスクに陥
らない）のか，25年以上，10年短縮の別に年齢階
級ごとに示したのが図3である。
年金支給開始年齢である65歳を起点として，休
職期間がないとすれば65-69歳，70-74歳，75-79歳
はすでに1-5年未満，5-10年未満，10-15年未満，就
労収入があったことになる。ただし，2022年4月
からの新制度でも75-79歳については，10-15年未
満の間，就労収入があったとしても，繰下げ可能
なのは75歳までの10年未満ということになる。そ
こで65-69歳については，5年未満の構成比率，70-
74歳と75-79歳については10年未満の構成比率に
注目する。
25年以上では，就労収入途絶に伴う貧困リスク
があり，かつ繰下げ可能な65-69歳の5割（5年未満
計），70-74歳の7割（10年未満計），同じく75-79歳
の7割（10年未満計）が繰下げ受給をしていたら，
就労収入途絶に伴う貧困リスクを回避可能であ

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 148

表2 就労収入途絶による高齢期の貧困リスク（生活保護1級地1基準，％）
計 男性 女性

65-69 70-74 75-79 65-69 70-74 75-79 65-69 70-74 75-79

25年以上
資格期間

〔ア〕 非就労でも非貧困 88 92 89 88 94 94 88 90 86

〔イ〕 非就労なら貧困化 8 4 3 8 4 3 7 4 3

〔ウ〕 就労継続でも貧困 4 5 8 3 3 3 5 6 11

計（％） 100 100 100 100 100 100 100 100 100

10年資格
期間短縮

〔ア〕 非就労でも非貧困 14 19 22 11 15 18 18 23 26

〔イ〕 非就労なら貧困化 56 42 31 64 49 38 48 34 25

〔ウ〕 就労継続でも貧困 29 39 47 25 36 44 35 42 49

計（％） 100 100 100 100 100 100 100 100 100

注：サンプル抽出率に基づき母集団を反映するようウェイト調整済。集計対象は，本人あるいは配偶者に昨年1年間に就労収入があった
老齢年金受給者。生活保護受給者を除く。貧困は就労収入がない場合の夫婦（無配偶の場合は本人）所得が生活扶助基準（1級地1）未満
かどうかで判断。生活扶助基準には，冬季加算および期末一次扶助の月平均額を含む。
出典：厚生労働省「老齢年金受給者実態調査（2017年）」調査票情報に基づき筆者推計。
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注：サンプル抽出率に基づき母集団を反映するようウェイト調整済。集計対象
は，表2におけるカテゴリー〔イ〕および〔ウ〕。公的年金以外の収入が平均
支出額を上回る部分について4分の1，2分の1，4分の3，全額の4段階で，公的
年金を繰下げ可能と仮定している。

出典：厚生労働省「老齢年金受給者実態調査（2017年）」調査票情報に基づき筆者
推計。

図2 就労収入途絶による貧困リスク者の公的年金の繰下げ受給可能性
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注：サンプル抽出率に基づき母集団を反映するようウェイト調整済。集計対象
は，表2におけるカテゴリー〔イ〕および〔ウ〕。生活保護受給者を除く。公
的年金以外の収入が平均支出額を上回る部分について4分の1，2分の1，4分
の3，全額の4段階で，公的年金を繰下げ可能と仮定している。必要な繰下げ
受給期間は，就労収入が途絶した場合の収入と生活扶助基準との差額が繰下
げ可能年金額の何倍かを計算した上，繰下げ増額の年率（0.7％×12）である
8.4％で割ることで算出している。

出典：厚生労働省「老齢年金受給者実態調査（2017年）」調査票情報に基づき筆者
推計。

図3 就労収入途絶による貧困リスク回避に必要な繰下げ受給期間
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る。また就労収入途絶に伴う貧困リスクがあり，
かつ繰下げ可能な65-69歳がさらに75歳まで就労
継続した場合，7割（10年未満計）が貧困リスクを
回避可能である。
一方，10年短縮では，この割合は相対的に低く，

65-69歳で1割（5年未満計），70-74歳の3割（10年未
満計），同じく75-79歳の3割（10年未満計）が部分
的にでも繰下げ受給をすれば，就労収入途絶に伴
う貧困リスクを回避可能である。また同様に就労
収入途絶に伴う貧困リスクがあり，かつ繰下げ可
能な65-69歳がさらに75歳まで就労継続した場合，
3割（10年未満計）が貧困リスク回避可能である。
就労収入途絶に伴う貧困リスクにある場合（表

2のカテゴリー〔イ〕と〔ウ〕の合計）を100％と
して，65歳以降現在まで（75-79歳については75歳
まで）もし繰下げていたら，貧困リスクが回避可
能であった者の割合を再計算してみると，25年以
上では65-69歳で2割，70-74歳で3割，75-79歳で2
割，10年短縮では65-69歳で1割弱，70-74歳および
75-79歳で1割強となる。65歳以降，部分的にでも
繰下げ受給していたなら，就労収入途絶に伴う貧
困リスクを一定程度回避する効果があったことが
分かる。

Ⅴ 結びにかえて

本稿では，厚生労働省「老齢年金受給者実態調
査（2017年）」の個票に基づき，（a）繰下げ受給の
決定要因，（b）潜在的に繰下げ受給可能な高齢者
の割合，（c）繰下げ受給により就労収入途絶に伴
う貧困リスクがどれほど回避されるか検討した。
明らかになった点は主に3つある。
第一に，未婚・離別者，貯蓄額が高く，就労し
ていると繰下げ受給率は高く，病気・高齢等によ
り就労不能，貯蓄額無しあるいは貯蓄額が低いと
繰下げ受給率は低い。つまり流動性制約を改善す
る，就労機会や取り崩せる貯蓄額に恵まれた人々
ほど繰下げ受給を選択しやすいと解釈される。ま
た死別を除く無配偶者で繰下げ受給確率が高いの
は，加給年金等に関する制度的要因が背景にある
可能性もある一方，無配偶であることで，自分だ

けの家計の将来見通しに沿って，より自由に繰下
げ受給を選択しやすい，という解釈もありうる。
第二に，公的年金以外の収入が平均支出額を上
回る部分について，部分的にでも繰下げ可能と仮
定した場合，4～6割が繰下げ可能である。公的年
金額が相対的に低い10年資格期間短縮該当者でも
6割前後は繰下げ可能である。部分的にでも潜在
的に繰下げ可能な人々は，かなり多く存在してい
るといえる。
第三に，本人か配偶者に就労収入がある高齢者
は65-79歳の老齢年金受給者の約半数を占め，そ
の中，就労収入途絶に伴う貧困リスクがあるのは
1割程である。こうした就労収入途絶に伴う貧困
リスクがある人々の中，65歳以降，部分的にでも
繰下げていたならば，2～3割が貧困リスクを回避
可能であった。10年資格期間短縮該当者では1割
前後が貧困リスクを回避可能であった。部分的に
でも繰下げ受給すると，就労収入途絶に伴う貧困
リスクを一定程度回避する効果があることが示さ
れた。
政策含意として，第三号被保険者制度や遺族年
金制度の恩恵を受けにくい単身女性の貧困率が将
来的に急激に上昇していく〔稲垣（2015）〕ことを
考えると，未婚者や離別者で実際の繰下げ受給率
が高いこと，高齢女性の就業率も趨勢的に上昇し
ていることは，継続就業と繰下げによる貧困リス
ク回避の可能性を示唆するものと考えられる。と
はいえ繰下げ受給による貧困リスク回避可能なの
は高くても就労収入のある高齢者の3割程で万能
薬ではない。依然として生活保護，年金生活者支
援給付金等による所得保障機能は，就労する貧困
リスク者の部分繰下げ・就労継続が進んだとして
も重要である。
また本稿ではデータ制約上の理由で分析できな
かった，将来に対する認知（行動経済学的な認知
の歪み等）が繰下げ受給決定に与える影響を明ら
かにすることや，全国家計構造調査等，より消費
支出が詳細に捕捉可能なデータにより追試をおこ
なうことは今後の課題として残されている。
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附表 基礎集計表
男性 女性

計 厚生・共済
年金なし

厚生・共済
年金あり

計 厚生・共済
年金なし

厚生・共済
年金あり

mean mean mean mean mean mean

（sd） （sd） （sd） （sd） （sd） （sd）
繰下げ受給（＝1） 0.0176 0.0381 0.0172 0.0131 0.0151 0.0128

（0.132） （0.192） （0.130） （0.114） （0.122） （0.112）
年齢 74.76 77.35 74.62 75.49 77.75 75.04

（6.853） （7.370） （6.784） （7.594） （7.438） （7.538）
年齢二乗÷100 56.36 60.37 56.14 57.56 61.01 56.88

（10.54） （11.53） （10.42） （11.86） （11.82） （11.74）
配偶者以外の同居世帯員あり 0.386 0.453 0.382 0.413 0.419 0.412

（0.487） （0.498） （0.486） （0.492） （0.493） （0.492）
配偶状況：未婚 0.0392 0.0360 0.0390 0.0383 0.0196 0.0420

（0.194） （0.187） （0.194） （0.192） （0.139） （0.201）
死別 0.0878 0.108 0.0869 0.320 0.187 0.346

（0.283） （0.311） （0.282） （0.466） （0.390） （0.476）
離別 0.0392 0 0.0399 0.0604 0.0286 0.0664

（0.194） （0） （0.196） （0.238） （0.167） （0.249）
夫より妻の年齢高い 0.0814 0 0.0822 0.0752 0.0747 0.0754

（0.273） （0） （0.275） （0.264） （0.263） （0.264）
1941年度以降生まれ 0.610 0.453 0.619 0.583 0.447 0.609

（0.488） （0.498） （0.486） （0.493） （0.497） （0.488）
病気・高齢等による就労不能 0.318 0.288 0.318 0.403 0.445 0.394

（0.466） （0.453） （0.466） （0.490） （0.497） （0.489）
就労中 0.318 0.487 0.310 0.185 0.167 0.189

（0.466） （0.500） （0.463） （0.388） （0.373） （0.391）
厚生・共済年金あり 0.942 0 1 0.837 0 1

（0.233） （0） （0） （0.369） （0） （0）
貯蓄：なし 0.0701 0 0.0697 0.0824 0.0706 0.0845

（0.255） （0） （0.255） （0.275） （0.256） （0.278）
100万円未満 0.121 0.157 0.120 0.117 0.115 0.117

（0.326） （0.364） （0.325） （0.321） （0.319） （0.322）
100～300万円未満 0.160 0 0.159 0.159 0.146 0.161

（0.366） （0） （0.365） （0.365） （0.353） （0.367）
300～500万円未満 0.113 0.189 0.112 0.109 0.105 0.110

（0.317） （0.392） （0.315） （0.312） （0.307） （0.313）
700～1000万円未満 0.0927 0.0996 0.0939 0.0937 0.0980 0.0926

（0.290） （0.300） （0.292） （0.291） （0.297） （0.290）
1000～1500万円未満 0.0826 0.0953 0.0837 0.0750 0.0837 0.0731

（0.275） （0.294） （0.277） （0.263） （0.277） （0.260）
1500万円以上 0.212 0.231 0.215 0.180 0.200 0.177

（0.409） （0.422） （0.411） （0.384） （0.400） （0.381）
不詳 0.0823 0.146 0.0804 0.117 0.118 0.118

（0.275） （0.354） （0.272） （0.322） （0.322） （0.322）
持ち家 0.838 0.894 0.835 0.807 0.865 0.796

（0.369） （0.308） （0.371） （0.394） （0.342） （0.403）
N 13,049 472 12,295 15,382 2,449 12,881

出典：厚生労働省「老齢年金受給者実態調査（2017年）」調査票情報に基づき筆者計算。
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Poverty Risk Among Old-Age Pensioners and the Possibility of
ʠPartial Deferralʡof Public Pension Benefits

YAMADA Atsuhiro＊

Abstract

This Study examines (a) the determinants of deferral of old-age pension benefits, (b) proportion of
older people who could potentially defer benefits, and (c) extent to which deferred benefits reduce the risk of
poverty associated with disrupted working income, based on individual level data ”Survey of Old-Age Pension

Beneficiaries (2017)” conducted by the Ministry of Health, Labor and Welfare. There are three principal
findings: First, those who are better off in terms of employment opportunities and savings are more likely to

choose deferred benefits. Second, if the portion of income other than the public pension that exceeds the

average expenditure can be deferred partially, 40-60% of the people aged 65-79 can defer. Third,

approximately half of the old-age pension recipients aged 65-79 have either their own or their spouse’s

working income. Among them, approximately 10% are at risk of poverty due to the discontinuation of working

income. Among those who are at risk of poverty, 20-30% would have been able to avert poverty risk, if they

had deferred their pension withdrawal even partially after the age of 65.

Keywords：Old-Age Pension, Deferred Benefits, Poverty, Employment of the Elderly, Working Income
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特集：改めて高齢化と社会保障の持続可能性を考える

介護保険の年齢区分に関する考察

増田 雅暢＊

要 約

日本の介護保険の被保険者は，40歳以上の者とされている。さらに，65歳以上の者（第1号被保険者）
と40～64歳の者（第2号被保険者）に分けている。第2号被保険者は，第1号被保険者に比べて，保険給付
の受給権が大きく制約されている。また，40歳未満の者は，介護保険の対象外になっており，介護サー
ビスが必要な場合は，障害者福祉制度から支給される。ドイツや韓国の介護保険制度では，被保険者の
範囲について年齢区分はない。なぜ日本では，介護保険の被保険者の範囲に年齢区分が設けられたの
か。制度実施後，その見直しが議論されたが，結局，被保険者の範囲の拡大は見送られた。介護保険の
年齢区分に関して，政府の審議会などにおけるこれまでの議論を整理しつつ，介護保険の持続可能性の
確保や介護の普遍化の観点から，被保険者の範囲を40歳未満に拡大することが必要であることを提言す
る。

キーワード：被保険者の年齢区分，介護保険と障害者福祉との関係

社会保障研究 2022, vol. 7, no. 1, pp. 54-67.

Ⅰ はじめに

社会保険は被保険者を強制加入させるため，法
律において被保険者の範囲を明確に定めている。
例えば，健康保険制度であれば，健康保険法に基
づき，「健康保険の適用事業所に使用される者」と
規定される（同法第3条）。国民年金制度であれ
ば，国民年金法に基づき，「日本国内に住所を有す
る20歳以上60歳未満の者であって厚生年金被保険
者やその配偶者でない者」と規定される（同法第
7条）。
介護保険制度では，介護保険法に基づき，被保

険者は，65歳以上の者（第1号被保険者）と，40歳
以上65歳未満の者（第2号被保険者）に規定される
（同法第9条）。年齢によって2種類の被保険者に区
分しているが，40歳未満の者は被保険者にはなら
ない。また，第1号被保険者と第2号被保険者の間
では，保険給付の受給権の範囲等で相違がある。
なぜ介護保険制度では，被保険者の範囲に年齢
区分を導入したのだろうか。また，年齢区分を導
入するにしても「40歳以上」とした理由はどのよ
うなものだろうか。40歳未満でも介護が必要とな
る状態になる場合があるが，そのようなリスクに
はどう対応するのだろうか。被保険者の間で，保
険給付の受給権に差を設けたのはなぜだろうか。

＊東京通信大学人間福祉学部 教授

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 154
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ドイツや韓国の介護保険制度では，被保険者の範
囲について年齢区分は設けていないのに，なぜ日
本では年齢区分を導入したのか。
本稿ではこうした疑問に応えるために，被保険
者の範囲を「40歳以上」としたことについての制
度創設時の議論をふり返るとともに，制度実施後
の2005年から2006年にかけて行われた見直し議論
の経緯や内容を整理する。また，介護保険と障害
者福祉との関係，ドイツや韓国の介護保険制度に
おける被保険者の範囲などについて解説する。最
後に，「介護保険の持続可能性の確保」や「介護の
普遍化の徹底」という観点から，年齢区分を見直
して被保険者の範囲の拡大を提言する。

Ⅱ 介護保険の被保険者・受給者の年齢区分

1 2種類の被保険者区分
介護保険法第9条では，被保険者を次の2種類に
区分している。
①市町村の区域内に住所を有する65歳以上の者
（第1号被保険者）
②市町村の区域内に住所を有する40歳以上65歳
未満の医療保険加入者（第2号被保険者）

40歳以上の者を被保険者とし，さらに年齢によ
り第1号被保険者と第2号被保険者に分けている。
なお，第2号被保険者について医療保険加入者と
いう制限をしているのは，第2号被保険者の介護
保険料は医療保険者が徴収するという仕組みを
とっていることによる。国民皆保険の日本では，
40歳以上65歳未満のほぼすべての者は医療保険加
入者であり，例外的に生活保護の被保護者などわ
ずかの者が第2号被保険者の対象外になる。
40歳以上の者を被保険者とした理由について，
厚生省では，①40歳以上になれば，初老期認知症
や脳卒中による介護ニーズの発生の可能性が高く

なること，②自らの親も介護を要する状態になる
可能性が高くなることから介護保険制度の創設に
よりその負担が軽減されることになること等を勘
案したもの，と説明している1)。言い換えれば，40
歳以上になれば老化（加齢）に伴う介護ニーズが
生じる可能性があるとともに，親の介護負担の軽
減という介護保険からの受益があるからという理
由である。
第2号被保険者の存在は，介護保険の財政面に
おいて極めて重要である。もし，被保険者を65歳
以上の高齢者のみとすると，高齢者の保険料負担
が大きなものになるので，それを緩和する必要が
ある。そこで，世代間連帯や社会的扶養の考えを
持ち出して，第2号被保険者を設定し保険料負担
を求める。第2号被保険者は，「介護保険の支え
手」としての存在意義がある。
受給権者についてであるが，介護保険給付の受
給権者になるためには，介護保険法に定める要支
援者または要介護者に認定される必要がある。第
1号被保険者の場合は，原因を問わず，要支援・要
介護状態になれば保険給付を受けることができ
る。一方，第2号被保険者の場合は，「その要支援
（要介護）状態の原因である身体上または精神上
の障害が加齢に伴って生ずる心身の変化に起因す
る疾病であって政令で定めるもの（特定疾病）に
よって生じたもの」（介護保険法第7条第3項・第4
項）に限定される。特定疾病は，政令により，初
老期認知症ほか15の疾病が指定されている2)。
第2号被保険者の保険給付の要件が特定疾病に
起因する要支援・要介護状態に限定されているの
は，そもそも介護保険制度が，介護保険法第1条の
目的規定3)にあるとおり，加齢に伴う介護ニーズ
に適切に応えることを目的としているから，と説
明される。このことは，介護保険法による介護保
険は，実際上は「高齢者介護保険」であることを

1) 厚生省（1996）126頁。
2) 特定疾病の選定基準や具体的な候補疾病については，1997年2月以降，厚生省の「要介護認定における特定疾病
に関する研究会」で検討が進められ，1998年5月11日に報告書がまとめられた。この内容に基づき，施行令に15の
疾病が特定疾病として規定された。2006年4月に末期がんが追加された。
3) 介護保険法第1条は，「この法律は，加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となり，
入浴，排せつ，食事等の介護，機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医療を要する者等について（以下
略）」と規定する。

介護保険の年齢区分に関する考察 55



0107_社会保障研究_【増田】_SK.smd  Page 3 22/06/30 10:23  v4.00

意味している。

2 第1号被保険者と第2号被保険者の相違
第1号被保険者と第2号被保険者は，年齢による
相違だけではなく，保険給付の受給権の範囲，保
険料の賦課徴収方法など，さまざまな相違があ
る。表1で，第1号被保険者と第2号被保険者の相
違を整理している。
被保険者数でみると，第1号被保険者数は3,555
万人（2020年3月末），第2号被保険者数は4,193万
人（2019年度の平均値）と，第2号被保険者数の方
が多い。しかし，要支援・要介護者になるために
はその原因が特定疾病に限定されているため，第
2号被保険者の要支援・要介護者数は，第1号被保
険者に比べて格段に少ない。2020年3月末現在で，
要支援・要介護者数は，第1号被保険者656万人に
対し，第2号被保険者は13万人と全体の2％足らず
である。居宅サービス受給者数をみると，2019年
度延べ人数では，第1号被保険者4,507万人に対
し，第2号被保険者は102万人となっている4)。
第2号被保険者は，1人当たり保険料では第1号
被保険者とほぼ同水準の保険料を負担しているに
もかかわらず，保険給付面での受益は極めて少な
い。第2号被保険者の保険料は，負担の見返りが
ほとんどないため，事実上の賦課金になっている
と言わざるを得ない。こうした第2号被保険者の
受給権の範囲が狭いことについては，後述するよ

うに，被保険者・受給者の範囲の見直しの際の課
題となっている。
第2号被保険者が特定疾病以外の原因により要
介護状態（要支援を含む。以下同じ）となったと
きは，障害者福祉制度で対応することになる。例
えば，交通事故が原因で要介護状態となったと
き，第1号被保険者であれば介護保険が適用され
るが，第2号被保険者の場合は介護保険ではなく，
障害者福祉制度が適用される。さらに40歳未満の
者の場合は，介護保険の対象外であるので，障害
者福祉制度のみの対応となる。
介護保険と障害者福祉の適用関係について年齢
区分で整理すると，図1のとおりである。要介護
者に対して，0歳から40歳未満までは障害者福祉
制度，40歳以上65歳未満の者の場合，特定疾病に
起因する要介護状態の場合は介護保険からの給
付，それ以外は障害者福祉制度，65歳以上の場合
は介護保険の対応となる。なお，介護保険制度と

4) これらの数値については，「令和元年度介護保険事業報告」（厚生労働省）による。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 156

表1 介護保険制度における被保険者
第1号被保険者 第2号被保険者

対象者 65歳以上の者 40歳以上65歳未満の医療保険
加入者

受給権者 要介護者
要支援者

左のうち，初老期認知症，脳
血管疾患等の老化に起因する
疾病（特定疾病）によるもの

保険料徴
収者

市町村が徴収 医療保険者が医療保険料とし
て徴収し，納付金として一括
して納付

保険料の
賦課・徴
収方法

所得段階別定額保険料
（低所得者の負担軽減）
年金額一定以上は年金
天引き

健保：標準報酬×介護保険料
率（事業主負担あり）
国保：所得割，均等割り等に
案分（国庫負担あり）

出典：筆者作成。

（年齢）

（65歳）

（40歳）

（0歳）

介 護 保 険

介
護
保
険

障 害 者 福 祉

障 害 者 福 祉

介
護
保
険
の
被
保
険
者

介
護
保
険
の
対
象
外

注：40歳以上65歳未満の者の場合は，特定疾病に起因する要支
援・要介護状態の場合，介護保険の適用となる。介護保険制
度と障害者福祉制度において同じ介護サービスを利用できる
場合は，原則として介護保険からの給付が障害者福祉に優先
する。

図1 介護保険と障害者福祉の適用関係
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障害者福祉制度で共通の介護サービスがある場合
は，介護保険制度からの給付が障害者福祉制度に
優先する（障害者総合支援法第7条）。したがっ
て，例えば障害者が65歳以上になって訪問介護を
受ける場合，介護保険から給付を受けることにな
る。

Ⅲ 制度創設時の議論

介護保険制度の被保険者や受給者の範囲につい
てどのような経緯で決定され，その後，どのよう
な検討が行われてきたのか，その経緯や検討内容
について振り返る。表2は，制度創設時から介護
保険法の制定，介護保険制度実施後の見直し等に
ついて，時系列で主な事柄を整理したものであ
る。
制度創設時の議論としては，まず，厚生省内部

における検討があり，続いて，厚生省老人保健福
祉審議会（以下「老健審」という）における検討，
最後に厚生省における介護保険制度大綱案および
介護保険法案の作成がある。

（1） 厚生省内部における検討
介護保険制度創設に検討を進めるために，1994
年4月，厚生省5)に事務次官を長とする高齢者介護
対策本部が設置され，本部事務局に専任スタッフ
が配置された。
高齢者介護対策本部事務局では，老健審におけ
る審議に先立って，介護保険制度案について詳細
な検討を進めていた。その内容については，増田
（2016）の「第1章 介護保険の体験的政策過程論」
に詳しいが，すでに1995年1月時点で，40歳以上の
者を被保険者とし，65歳未満の若年障害者には介
護保険からは給付しない，という案を作成してい
た。
その理由は，介護保険制度は，当時喫緊の課題
となっていた高齢者介護問題に対応するためのも
のであること，65歳未満の若年障害者にまで保険
給付対象を拡大するためには検討課題が多く，制
度の創設が遅れると考えられたことによる。つま
り，若年障害者を保険給付対象者とするには，若
年障害者向けの要介護認定基準の設定や介護サー
ビス計画（ケアプラン）の検討，障害者福祉制度
との調整，障害者団体等の協議等が必要であり，
かなりの時間を要すると予想された。
そこで，本部事務局では，実質的には「高齢者
介護保険」として「40歳以上被保険者」でスター
トし，その後，若年障害者にまで保険適用にする
ことについての検討・調整を経て，被保険者の範
囲を拡大するという考え方に立った。このこと
は，後述するように介護保険法附則に5年後の見
直し規定を設けたことに表れている。いわば，
「40歳以上被保険者」は暫定的な対応という位置
づけにあった。

5) 中央省庁の再編成の一環で，厚生省は労働省と統合して，2001年1月から厚生労働省が創設された。本稿では，
2000年末までは厚生省，2001年1月以降は厚生労働省と表記する。
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表2 介護保険の被保険者・受給者をめぐる経緯
1994年4月 厚生省内に高齢者介護対策本部を設置
1995年12月 老人保健福祉審議会（制度分科会からの報告）
1996年4月 老人保健福祉審議会の最終報告
1996年5月 老人保健福祉審議会に「介護保険制度案大綱」の諮

問・答申
1996年11月 国会に介護保険法案を提出
1997年12月 国会で介護保険法案が可決・成立
2000年4月 介護保険法の施行（介護保険制度の実施）

社会福祉法等の制定（社会福祉基礎構造改革）
2003年4月 障害者支援費制度の実施
2004年7月 社会保障審議会介護保険部会「介護保険制度の見

直しに関する意見」
2004年12月 社会保障審議会介護保険部会「「被保険者・受給者

の範囲」の拡大に関する意見」
2005年6月 介護保険法の一部改正法が可決・成立
2005年10月 障害者自立支援法が国会で可決・成立
2006年4月 障害者自立支援法の施行
2007年5月 介護保険制度の被保険者・受給者範囲に関する有

識者会議「介護保険制度の被保険者・受給者範囲に
関する中間報告」

2009年9月 民主党を中心とする連立政権（鳩山内閣）の誕生
2010年12月 障害者自立支援法の一部改正
2012年6月 障害者総合支援法が国会で可決・成立
2013年4月 障害者総合支援法の施行

注：障害者総合支援法とは，「障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律」の略称。
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（2） 老健審における審議
老健審では，1995年2月14日に議論を始め，計30
回の審議を経て，1996年4月22日，最終報告「高齢
者介護保険制度の創設について」（以下「老健審最
終報告」という）が取りまとめられた。
老健審最終報告では，65歳以上の高齢者を被保
険者および受給者とすることが適当であるとし
た。この場合，高齢者にのみ負担を求めると高齢
者の保険料負担の水準が高くなりすぎるほか，高
齢者介護の社会化は家族の受益になることや，社
会的扶養，世代間連帯の考え方に立って若年者に
も負担を求めることが考えられるが，給付のない
負担を求めることには若年者の理解が得られない
ので，初老期認知症などの場合に特例的に介護保
険制度から給付すべきとした。その上で，20歳以
上のすべての者を被保険者として保険料負担を求
め給付を行うべきとの意見や，40歳以上の者を被
保険者にすべきとの意見を併記した。また，65歳
未満の若年者を被保険者および受給者とすること
については，若年要介護者に対する介護保障のあ
り方について，障害者福祉関係の審議会で議論を
尽くす必要があるとした。
このように老健審では，65歳以上の高齢者を被
保険者・受給者とすることでは異論がなかった
が，65歳未満の若年者の範囲や受給者としての扱
い方については，意見が一つにはまとまらなかっ
た。

（3） 介護保険制度案大綱と介護保険法
老健審最終報告は，被保険者の範囲ばかりでな
く，保険者や公費負担の割合，介護手当の扱いな
ど重要な論点で複数の意見の併記となる項目が多
かった。
国会に介護保険法案を提出するためには時間が
ないため，厚生省が制度試案をまとめることとな
り，1996年5月15日，厚生省は老健審に「介護保険
制度試案」を提示した。市町村を保険者とする独
立型の介護保険制度の案であった。5月30日には
老健審に「介護保険制度修正試案」が提示され，
6月6日に最終的な制度案となる「介護保険制度案
大綱」が老健審に諮問された。

それによると，介護保険制度は「老化に伴う介
護ニーズに適切に応えることを目的とする」とし
た。40歳以上の者を被保険者とすることについて
は，「介護保険が対象とする老化に伴う介護ニー
ズは，高齢期のみならず中高年期においても生じ
得ること，また，40歳以降になると一般に老親の
介護が必要となり，家族という立場から介護保険
による社会的支援という利益を受ける可能性が高
まることから，40歳以上の者を被保険者として，
社会連帯によって介護費用を支えあうものとす
る」と説明された。
被保険者については40歳以上の者とし，給付や
負担面の違いなどをふまえ，65歳以上の者（第1号
被保険者）と40～64歳の者（第2号被保険者）に区
分した。要介護リスクの高まる65歳以上の高齢者
は自らの介護リスクについて共同連帯により助け
合うとともに，40～64歳の者は自らの老化に伴う
要介護リスクに備えるほか，社会的扶養の観点か
ら費用を負担するとした。
6月10日の老健審答申を得て，介護保険制度案
大綱をもとに介護保険法案が作成された。その後
与党による調整等が行われ，1996年11月29日に介
護保険法案は国会に提出され，1年余の審議を経
て，1997年12月3日，参議院本会議において賛成多
数で可決，成立した。

Ⅳ 介護保険法の施行後の議論

1 介護保険法の附則の規定に基づく見直し
介護保険法は2000年4月1日に施行された。新た
な社会保険である介護保険制度の実施ということ
で大きな注目を集めた。
介護保険法の附則第2条において，施行後5年を
目途として，被保険者及び保険給付を受けられる
者の範囲，保険給付の内容及び水準ならびに保険
料及び納付金の負担の在り方を含め，その全般に
関して検討を行い，必要な見直し等の措置を講ず
べきという検討規定が設けられた。
この規定の中で「被保険者及び保険給付を受け
られる者の範囲」とあるのは，被保険者の年齢要
件（40歳以上の者が被保険者）や，保険給付の対
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象範囲（第2号被保険者の場合，保険給付は特定疾
病に起因する要支援・要介護状態に限定されてい
ること）のことである。前述してきたとおり，「40
歳以上被保険者」は暫定的なものであり，施行後
の検討事項のひとつに位置づけられた。

2 2004年の社会保障審議会介護保険部会の議論
厚生労働省の社会保障審議会介護保険部会で
は，介護保険法附則第2条の規定をふまえ，介護保
険制度全般に関して検討を行うこととし，2003年
5月から議論を開始した。介護保険部会では，16
回の審議を経て，2004年7月30日，「介護保険制度
の見直しに関する意見」を取りまとめた。その内
容は，総合的な介護予防システムの確立や施設給
付の見直し，地域密着型サービスなどの新たな
サービス体系の確立，地域包括支援センターの整
備や情報開示の徹底等によるサービスの質の確
保・向上，保険料負担の在り方の見直しなど，制
度全般に及ぶものであった。
しかし，「被保険者・受給者の範囲」の問題につ
いては，この時点では一定の結論を得るには至ら
ず，引き続き同年末まで議論を進めていくことと
なった。同年9月以降5回の議論を重ねて，介護保
険部会は，2004年12月10日，「『被保険者・受給者
の範囲』の拡大に関する意見」を取りまとめた。
結論を先に述べると，部会として意見を一致させ
ることができず，引き続き検討を進めることとさ
れた。
以下，同意見書に基づき，被保険者・受給者の
範囲の拡大についての賛成意見と消極的な意見を
整理する。
賛成意見は次のとおりであり，これが多数で
あった。
介護保険制度の将来的な在り方としては，要介
護となった理由や年齢の如何をかかわらず介護を
必要とするすべての人にサービスの給付を行い，

あわせて保険料を負担する層を拡大していくこと
により，制度の普遍化の方向を目指すべきであ
る。
制度の普遍化の方向を目指すべきとする理由と
しては，
①介護ニーズは高齢者に特有のものではなく，
年齢や原因に関係なく生じうるものであるか
ら，65歳や40歳といった年齢で制度を区分す
る合理性や必然性は見出し難い。
②特に，40歳から64歳までの者については，保
険料を支払っているにもかかわらず，原因に
より保険給付を受けられる場合が限定されて
いる。また，64歳以下の者には「制度の谷
間」6)にあって，いずれの公的な介護サービス
も受けられないというケースも存在する。制
度を普遍化することにより，こうした問題の
解決を図ることができる。
③介護保険財政の面では，対象年齢の引下げは
制度の支え手を拡大し，財政的な安定性を向
上させる効果がある。そうすることによっ
て，制度の持続可能性を高め，今後の高齢化
が急速に進展する時期を乗り越えていくこと
が可能になる。
一方，極めて慎重に対応すべきであるという意
見の理由は次のとおりであった。
①家族による介護負担の軽減効果があるのは主
に中高年層であり，40歳未満の若年者にとっ
ては，保険料負担の納得感を得ることが難し
い。また，若年者の介護保険料を医療保険料
に上乗せすることについて，国民健康保険に
おいては保険料の未納や滞納が増えるおそれ
がある。
②若年者が要介護状態になる確率は低く，その
原因が出生時であることも多いので，これま
でどおり税を財源とする福祉施策において対
応されるべきである。また，支援費制度は導

6) 40歳以上65歳未満の第2号被保険者の場合，介護保険給付は特定疾病を原因とする要支援・要介護状態に限定さ
れており，それ以外の要介護状態（要支援を含む）の場合は障害者福祉で対応することになる。しかし，例えば高
次脳機能障害や難病に伴う身体等の障害などを有する者については，障害福祉各法による「障害者」と認められ
ず，障害福祉サービスの対象とならない場合があり，介護保険と障害者福祉の「制度の谷間」の問題が生じること
がある。
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入後間もない段階であり，この制度の検証を
行う前に介護保険に組み入れることは時期尚
早である。
③社会保障制度全般の一体的な見直しの中で，
介護保険制度についても負担や給付のあり方
等を検討し，結論を得るべきである。
当時，政府は社会保障全般について一体的な見
直しを開始し，2005年度および2006年度の2年間
を目途の結論を得ることとされていた。このため
介護保険制度の普遍化に関しては，「社会保障制
度の一体的見直しの中で，その可否を含め国民的
な合意形成や具体的な制度案についてできる限り
速やかに検討を進め，結論を得ることが求められ
る」として，2004年12月時点では結論が先送りさ
れることとなった。

3 介護保険法の一部改正法の附則と国会審議
2004年7月の介護保険部会の意見等をふまえて
作成された「介護保険法の一部を改正する法律
案」は，2005年2月に閣議決定され，国会に提出さ
れた。この改正法案の附則第2条に，「介護保険制
度の被保険者及び保険給付を受けられる範囲につ
いて，社会保障制度に関する一体的な見直しと併
せて検討を行い，その結果に基づいて，平成21年
度を目途として所要の措置を講ずるものとする」
旨の検討規定が盛り込まれた。
改正法案の国会審議においても，被保険者・受
給者の範囲が主な論点の一つとして議論が行われ
た。被保険者・受給者の範囲の拡大について，小
泉純一郎総理（当時）の答弁は，次のようなもの
であった。7)

「この問題につきましては，今回の介護保険制
度の見直しにおいても，関係者の間で主要な論点
の一つとして議論が行われてきたところでござい
ますが，なお範囲を拡大することについて賛否両
論が見られることから，国民の合意形成に向けた
検討がさらに必要と考えております。このため，
今後，給付と負担のあり方など社会保障全体につ
いての議論を行う中で，被保険者，受給者の範囲

についても精力的に検討を行い，平成21年度を目
途として所要の措置を講じてまいります。」
当時の尾⁋秀久厚生労働大臣は，国会答弁にお
いて，平成18年度末までに結論を得られるよう，
改正法案の成立後速やかに人選に着手し，議論を
開始すること，平成18年度夏までには，議論の中
間報告を行うよう努めたい旨の答弁を行った。
こうした結果，衆・参両院の厚生労働委員会に
おいて，審議中の改正法案について，「附則第2条
に規定する検討は，平成18年度末までに結論が得
られるよう新たな場を設けて行うこと。また，そ
の場においては介護保険制度の被保険者及び保険
給付を受けられる者の範囲の拡大も含めて検討を
行うこと」という事項が附帯決議に盛り込まれ
た。

4 被保険者・受給者範囲に関する有識者会議
こうして「被保険者・受給者の範囲の拡大」は，
法改正後の大きな課題に位置づけられた。
厚生労働省は，2006年3月，「介護保険制度の被
保険者・受給者範囲に関する有識者会議」（以下
「有識者会議」という）を設置し，検討を始めた。
審議過程においては，諸外国の制度調査，約2,900
人を対象とした有識者調査や，関係団体へのヒア
リングを行った。
有識者調査では，「被保険者・受給者の範囲を将
来的に拡大すべきかどうか」という質問に対し
て，「将来的に被保険者・受給者の範囲を拡大する
方向も考えられるが，現在は慎重であるべき」
（42％），「現行の被保険者・受給者の範囲を拡大し
て，要介護の理由や年齢の如何に関わらず給付を
行う制度を目指すべきである」（32％），「実質的に
は『高齢者の介護保険』である現行の介護保険制
度を維持し，被保険者・受給者の範囲を拡大すべ
きではない」（20％）というように，被保険者・受
給者の範囲拡大よりも，当面は現行のままという
慎重論の方が支持が多かった。
2007年5月21日，有識者会議の中間報告が取り
まとめられた。それによると，有識者会議の基本

7) 平成17年3月22日衆議院本会議。
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的考え方は，「介護保険制度の被保険者・受給者範
囲については，今後の社会保障制度全体の動向を
考慮しつつ，将来の拡大を視野に入れ，その見直
しを検討していくべき」というものであり，範囲
を拡大する場合は「介護保険制度の普遍化」の方
向を目指すべきであるというのが多数意見であっ
た。一方，有識者調査結果では，範囲の拡大には
慎重であるべきとの意見が強いほか，当事者であ
る障害者団体の十分な理解も得られていないと
し，引き続き「国民的合意形成に向けた取組に努
める必要がある」とした。
この有識者会議は中間報告を出した後，活動を
休止した。結局，被保険者・受給者の範囲の拡大
は見送られることとなった。

Ⅴ 障害者福祉施策との関係

1 若年障害者問題
被保険者・受給者の範囲の拡大に関して，これ
まで，厚生省高齢者介護対策本部事務局での検討
や老健審での議論，介護保険実施後は社会保障審
議会介護保険部会における検討状況を説明してき
た。これらは，高齢者介護や介護保険サイドから
の議論であった。
2005年から2007年にかけて，被保険者・受給者
の範囲の拡大が見送られたことの背景には，障害
者福祉制度における大きな変化が影響している。
本節では，1990年代後半から2010年頃までに至る
障害者福祉制度の変遷について解説する。
被保険者の年齢区分の見直し，すなわち被保険
者・受給者の範囲の拡大については，65歳未満の
者の介護問題についてどのような公的制度で対応
していくのか，ということが大きく関係する。介
護保険制度創設時には，「若年障害者問題」と呼ば
れた。
前述した通り，1990年代半ばに介護保険制度の
検討を進めていた厚生省の高齢者介護対策本部事
務局では，当面，「40歳以上被保険者」でスタート
しても，制度実施後5年後の見直しにおいて被保
険者の範囲を拡大することを想定していた。とこ
ろが，この方向が実現しなかったのは，介護保険

制度実施後の障害者福祉分野における変化が大き
く影響した。
増田（2016）の「第10章 被保険者・受給者の
範囲の拡大」によれば，1990年代半ばに厚生省高
齢者介護対策本部において介護保険制度の検討を
進めていたとき，厚生省内の障害者福祉を担当す
る部局では，若年障害者に対して介護保険制度の
適用を図るべきではないかという意見が出てい
た。また，一部の障害者団体や障害者福祉に詳し
い国会議員からも同様の意見が出された。いずれ
も，高齢者福祉に比べてサービスの基盤整備が遅
れていた障害者福祉を充実する手段として介護保
険の適用が考えられ，介護保険制度に入らなけれ
ば障害者福祉が取り残されるのではないか，とい
う危機感からであった。
それに対して，高齢者介護対策本部では，まず
は高齢者向けの介護保険制度の創設を急ぎ，若年
障害者問題については将来の検討課題とした。
1996年6月10日の身体障害者福祉審議会から厚
生大臣あて「介護保険制度の創設に際して」と題
する意見具申では，同審議会は，障害者福祉施策
のうち介護ニーズへの対応について介護保険制度
に移行することについては見送る旨の判断を示し
た上で，今後，さらに議論を重ね，将来の介護保
険制度の見直しにおいてその検討結果が適切に反
映されることを期待する，という意見が付け加え
られた。

2 障害者支援費制度の創設
介護保険制度は，介護サービスの利用手続きに
ついて，利用者の自己決定の尊重や利用者本位等
の視点から，老人福祉分野で行われてきた措置制
度を利用契約制度に切り替えたが，このことは障
害者福祉分野に大きな影響を与えることとなっ
た。
1998年，厚生省の中央社会福祉審議会社会福祉
基礎構造改革分科会では，戦後，わが国の福祉分
野で続いてきた措置制度から利用契約制度への変
更を中心に，民間事業者の参入，権利擁護やサー
ビスの質の向上への取組などを盛り込んだ社会福
祉基礎構造改革を提言した8)。
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これをふまえ，2000年に社会福祉事業法を社会
福祉法に抜本改正する等の社会福祉基礎構造改革
が行われた。この一環で，身体障害者福祉法等に
おいて措置制度から利用契約制度への変更の改正
が行われた。これにより創設されたのが障害者支
援費制度であった。
障害者支援費制度とは，身体障害者や知的障害
者が，市町村から各種の情報提供やサービス選択
のための相談支援を受け，利用するサービスの種
類ごとに支援費の支給を受け，事業者との契約に
基づいてサービスを利用する制度であった。介護
保険とは異なり，財源は公費（国及び地方自治体
の補助金）であるが，従来の措置制度を利用契約
制度に改めるものであった。
2003年4月実施に向けて準備が進められ，2002
年12月，厚生労働省は，2003年度予算案作成にあ
たって地方自治体に在宅サービスの補助金の支給
基準案を示した。しかし，障害者団体から，これ
まで利用してきたサービス量の低下を招くのでは
ないかと，大きな反発を受けることとなった。ま
た，当時の新事業である障害者への相談支援事業
について，政府全体の補助金の一般財源化の流れ
の中で，厚生労働省の補助金から地方交付税に変
更することとなった。このことも，障害者福祉の
軽視として大きな批判を受けることとなった。
2003年1月には，障害者団体の有志たちが厚生
労働省の玄関前の道路で座り込みの抗議を続ける
ようになった。同年1月下旬，厚生労働省障害保
健福祉部と障害者団体との交渉等を通じて，厚労
省が，国庫補助基準の引上げ，補助金の増額等の
措置をとるという方針を示すことにより，事態は
収束した。

3 障害者支援費制度の見直しと障害者自立支
援法の制定
2003年4月から障害者支援費制度が実施された。
サービスの利用手続きが，利用契約制度へ変更さ
れたことから，在宅サービスの利用量が大幅に増
加した。ところが，この財源は，厚生労働省の障

害保健福祉部局の補助金であるために，財源不足
に陥ってしまった。年度途中の予算額の変更とい
うのは，実務的に大変難しいものであった。厚生
労働省ではほかの費目の予算流用等でしのぐこと
とした。支援費制度では，財源問題以外に，サー
ビス利用の地域格差の存在，就労支援が不十分等
の問題も露呈した。
そこで，支援費制度の改善をはじめ障害者福祉
制度を全面的に改正する議論が，2004年2月から
厚労省の社会保障審議会障害者部会で始まった。
財源不足問題については，厚労省は，介護保険制
度の活用案を想定した。同年6月，同部会の委員
有志から，安定的な財源確保策のために，障害者
施策における介護サービスについては介護保険で
対応すること，介護保険は年齢や障害の種別を問
わないユニバーサル（普遍的な）仕組みとするこ
とという案が提示された。これに対して，地方団
体からは介護保険との統合は慎重に検討すべき，
障害者団体からは利用者負担増やサービスの抑制
になるため反対等の意見が出された。
同年7月13日，障害者部会は，「今後の障害保健
福祉施策について（中間的な取りまとめ）」をまと
めた。この中で，障害保健福祉施策と介護保険と
の関係については，介護保険制度の仕組みを活用
することは現実的な選択肢の一つであるとしつつ
も，判断する材料が不十分なことや公費で実施す
べき等の反対意見があることから，引き続き関係
者の意見を十分聴いて検討を進めること，特に市
町村と十分協議することが必要であるとした。
その後，介護保険制度の活用案については，市
町村等の地方団体は慎重な立場のままであり，障
害者団体の中でも慎重または反対という立場のと
ころがほとんどで，議論は進まなかった。
こうした中で，厚生労働省障害保健福祉部は，
同年10月，「今後の障害保健福祉施策について」と
いう改革のグランドデザイン案を障害者部会に提
示した。これは，従来，身体・知的・精神等と障
害種別ごとに対応してきた障害者施策について，
市町村を中心に，障害種別や年齢等を超えて障害

8) 中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）（1998年6月）。
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者保健福祉政策の総合化を図るという画期的な内
容のものであった。財源問題については，国の補
助制度を義務的な負担に改めるとともに，サービ
ス利用者には応益負担を導入することとした。こ
のグランドデザイン案を基に法制化されたものが
「障害者自立給付法案」（後に障害者自立支援法に
改称）であり，2005年の通常国会に提出すること
となった。
こうした状況において，2004年12月，政府・与
党は，介護保険の被保険者・受給者の範囲の拡大
の見送りを決定した。当時の新聞記事によれば，
12月2日，与党幹部が厚労省幹部に介護保険法改
正案に拡大の規定を盛り込むことは困難との考え
を伝え，厚労省幹部も受け入れた。新たに保険料
負担を求められる若年層の理解を得ることが難し
いほか，介護保険料の半分を負担する企業の反発
が強く，介護保険法改正案提出までに政府・与党
で合意を得る見通しが立たないと判断されたこと
による9)。時系列にみれば，Ⅲで説明した2004年
12月10日の社会保障審議会介護保険部会の拡大見
送りの意見は，こうした政府・与党の結論を踏ま
えたものであったといえる。

4 障害者自立支援法の見直しと障害者総合支
援法の制定
2005年10月に障害者自立支援法が国会で可決・
成立した。2006年4月1日から一部施行，同年10月
1日には全面施行となった。障害者自立支援法に
基づく障害者自立支援制度においては，サービス
利用にあたっての障害程度区分の認定，コン
ピュータ判定等による認定方法，定率1割負担の
利用者負担など，介護保険制度に類似した仕組み
が取り入れられた。介護サービス部分について
は，将来的には介護保険制度の活用を図るという
厚労省の意図が見えるものであった。
しかし，この定率負担の仕組みが障害者団体か
ら大きな反発を受けることになった。定率負担で
は，サービスを利用すればするほど負担額が増え
ることになりサービスを利用できなくなるという

反対意見のほか，定率負担は「応益負担」という
性質のものであるが，障害者が必要な支援を受け
ることを「益」ととらえる見方に対する反発が生
じた。やがて，障害者自立支援制度は，憲法第25
条に保障する生存権に反するものとして，各地で
違憲訴訟が提起されることになった。
2009年8月の総選挙によって民主党を中心とす
る連立政権が誕生する政権交代が行われた。民主
党は，マニフェスト（選挙公約）に「障害者自立
支援法の廃止と新法の制定」を掲げており，障が
い者制度改革推進本部をつくって，障害者福祉制
度の改革に着手した。
2010年1月，厚生労働省と障害者自立支援法意
見訴訟原告団・弁護団との間で，「速やかに応益負
担（定率負担）制度を廃止し，遅くとも2013年8月
までには，障害者自立支援法を廃止し新たな総合
的な福祉法性を実施する」等の基本合意文書が取
り交わされた。これに基づき，2011年12月，障害
者自立支援法の一部改正が行われ，利用者負担に
ついて定率負担（応益負担）から家計の負担能力
に応じた負担（応能負担）を原則にすることと
なった。さらに，障害者自立支援法に代わる法律
として「障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律」（障害者総合支援法）が，
2012年6月に制定され，2013年4月から施行され
た。
このように，2000年4月の介護保険制度の実施
以降，障害者福祉分野では，障害者支援費制度の
実施（2003年4月），障害者自立支援法の施行
（2006年4月），障害者総合支援法の施行（2013年4
月）と，大きな変化を遂げてきた。障害者福祉
サービスの利用方式は，介護保険とは異なり，税
を財源にしながら，従来の措置制度が利用契約制
度に変更された。また，利用者負担については，
利用者の所得に応じた応能負担となった。障害者
福祉予算を確保できれば若年障害者への介護サー
ビスは障害者福祉分野で対応できるので，介護保
険を活用する必要性が乏しくなった。
こうした障害者福祉分野の制度の変化が，介護

9)「介護保険の対象拡大見送り 政府・与党05改正で方針」『朝日新聞』2004年12月3日朝刊。
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保険の被保険者・受給者の範囲の拡大について論
議するインセンティブを大幅に弱めることになっ
たということができる。

Ⅵ 被保険者・受給者の年齢区分に関する考察

1 ドイツや韓国の介護保険の場合
高齢者介護分野においてヨーロッパ諸国では，
社会保険方式で対応している国（ドイツ，オラン
ダ）と社会扶助（いわゆる税方式）で対応してい
る国（イギリス，スウェーデンなど多くの国）が
あるが，年齢や原因などによって介護制度を区分
する仕組みにはなっていない。
ドイツでは，世界に先駆けて1994年に介護保険
法を制定し，1995年1月から実施した。ドイツの
介護保険は，公的医療保険の保険者である医療金
庫が介護保険の保険者である介護金庫を併設し，
医療保険制度による被保険者管理や保険給付等の
方法を活用するという「医療保険活用型」の仕組
みで介護保険制度を構築した。介護保険の被保険
者の範囲は医療保険と同様であり，したがって，
被保険者について年齢による区分はない。介護保
険の給付は全世代を対象にしている。
韓国は，2007年に介護保険法（老人長期療養保
険法）が成立し，2008年7月から実施した。韓国の
介護保険制度の仕組みは，ドイツと同様に「医療
保険活用型」である。公的医療保険である国民健
康保険公団が介護保険の保険者になっている。し
たがって，介護保険の被保険者に対して年齢によ
る区分はない。ただし，介護保険の給付対象者に
ついては，65歳以上の者と65歳未満の老人性疾病
者としているので，65歳未満の老人性疾病者以外
の介護リスクに対しては障害者福祉制度で対応す
ることにしている。つまり受給者には年齢区分を
設けているので，この点では日本と同様の課題を
有している。

2 今後の方向性
1990年代の介護保険制度創設検討時点において
想定されていた，まずは「40歳被保険者」でス
タートし，施行後5年の見直しの際に被保険者・受

給者の範囲の拡大について検討・実施するという
案は実現されることはなかった。
被保険者・受給者の範囲の拡大というテーマ
は，図1のとおり，介護保険と障害者福祉の両分野
にまたがる横断的なものであるが，介護保険制度
については社会保障審議会介護保険部会で，障害
者福祉制度については社会保障審議会障害者部会
でという2つの審議会で別々に議論されたことが，
意見がまとまらなかった原因のひとつに挙げられ
るだろう。
また，介護保険制度の施行5年の見直しに入る
前に，障害者福祉分野では，措置制度から利用契
約制度に変更した障害者支援費制度が導入され
た。これにより，措置制度から利用契約制度に切
り替えるために介護保険を導入するという方法が
不要となった。さらに，この支援費制度が多くの
問題を有していたため，その後，障害者自立支援
制度から障害者総合支援制度に変化する誘因と
なった。また，利用者負担のあり方では，障害者
福祉分野では応益負担ではなく応能負担というこ
とが確定した。こうしたことが介護保険における
被保険者・受給者の範囲の拡大が実現しなかった
理由にあげられる。
なお，近年の社会保障審議会介護保険部会で
は，2016年および2019年の介護保険制度の見直し
の検討テーマのひとつに「被保険者範囲・受給者
範囲」を取り上げているが，本格的な議論は行わ
れず，「引き続き検討」とされている。
最後に，被保険者・受給者の年齢区分が抱える
問題点を整理し，今後の方向性を提案する。

（1） 被保険者・受給者の年齢区分が抱える問
題点

介護保険制度における被保険者・受給者の年齢
区分が抱える問題点については，すでに前述した
社会保障審議会介護保険部会の意見書にあげられ
ているが，ここで改めて主な問題点を整理すると
次のとおりである。
①要介護状態はすべての世代においてさまざま
な原因により生じる可能性があるリスクであ
るから，65歳や40歳という年齢で介護保険の
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適用を制限する合理的な理由や必然性がない
こと。日本の介護保険が40歳以上を被保険者
としたことは，高齢者向けの介護保険の創設
を急ぐための「決め打ち」あるいは「暫定的
なもの」であった。
②第2号被保険者は，保険料負担をしているに
もかかわらず保険給付の面では大きな制限を
受けており，被保険者としての権利が損なわ
れていること。
③65歳未満の者の要介護リスクに対して，障害
者福祉による対応は障害者認定を前提にして
いるため，認定を受けられない障害者は，「制
度の谷間」となって公的な介護サービスを受
けることができないこと。
④65歳未満の要介護者が障害者福祉制度による
介護サービスを受給していた場合，65歳以上
になると介護保険制度の適用となるが，この
場合，利用者負担額の変更やサービス事業所
の変更を求められるという両制度間における
「サービスの接合の問題」が生じること。
⑤介護保険制度の被保険者構成において保険給
付を受ける第1号被保険者数が増加し，保険
料負担の支え手である第2号被保険者数が漸
減しているという状況は，制度の持続可能性
に疑問を投げかけること。

（2） 今後の方向性
以上の5つの問題点のうち，④の問題点につい
ては，2017年の介護保険法の改正において，高齢
者と障害児者等が同一事業所でサービス（訪問介
護，通所介護，短期入所生活介護等）を受けやす
くするために，介護保険と障害者福祉の双方の
サービスを提供できる「共生型サービス」を創設
することによってその対応が図られることとなっ
た。ただし，この「サービスの接合の問題」は，
同一の介護サービスについて介護保険と障害者福
祉制度に分かれることがなく，どちらかに統一さ
れていれば生じることのない問題である。
①，②，③および⑤の問題については，第2号被

保険者の保険給付の受給権の範囲を広げること
と，被保険者の年齢区分を「40歳以上」から，例
えば「20歳以上」に変更することにより解決を図
ることができる。すなわち，「介護を必要とする
すべての人が年齢や要介護となった理由，障害種
別の如何等を問わず，公平に介護サービスを利用
できるような制度に発展させる10)」という「介護
の普遍化の徹底」が，上記の問題点を解決するこ
とになる。
⑤の問題に関する統計データは，表3のとおり
である。この表で興味深いことがわかる。2000年
4月に介護保険制度が実施されて以来，人口高齢
化の進行により，第1号被保険者数は増加し，第2
号被保険者数は漸減傾向であるが，合計の被保険
者数は，2000年から2018年まで増加していた。こ
のことは，制度の支え手が増加していたというこ
とであり，この間の介護保険給付費が約3倍に
なったのに対し，第1号保険料は約2倍にとどまっ
た理由のひとつとして被保険者数の増加があっ
た。
しかし，2025年以降，第1号被保険者は増加を続
ける一方，第2号被保険者の減少傾向は明瞭にな
る。2025年と2040年を比較すると，被保険者数全
体では約530万人減少する。他方で，要介護者数

10) 介護保険制度の被保険者・受給者範囲に関する有識者会議の中間報告（2007）。

介護保険の年齢区分に関する考察 65

表3 第1号被保険者数と第2号被保険者数の推移
第1号被保険者 第2号被保険者 合計

2000 2,165 4,331 6,496

2006 2,617 4,285 6,902

2012 3,094 4,275 7,369

2014 3,387 4,220 7,607

2018 3,525 4,192 7,717

2025 3,677 4,163 7,840

2030 3,716 3,997 7,713

2035 3,782 3,735 7,517

2040 3,921 3,388 7,309

2045 3,920 3,143 7,063

2050 3,841 2,969 6,810

注：単位は万人。
出典：2000年から2018年までは厚生労働省資料による。2025年以

降は，国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人
口（平成29年推計）」による。
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の推計は721万人（2040年）と2025年に比べて約70
万人増加する。
要介護者数の増加により介護保険給付費が増加
するが，支え手の被保険者数は減少しているた
め，被保険者1人当たりの負担は増加する。
また，障害者福祉分野においても，障害者福祉
サービスに要する国の予算額は約1兆8千億円
（2022年度政府予算案ベース）と，この10年間で約
2.2倍に増加しており，財源確保問題が課題にな
りつつある。
仮に2025年に，20歳以上の者を介護保険の被保
険者に加えると，被保険者の全体数は約30％増加
する。このことは，第1号および第2号被保険者の
保険料負担を30％減にするという効果を生み出
す。40歳未満の者の保険料負担増をやわらげるた
めに，40歳未満の被保険者の保険料は半額にする
等の対応も考えられる。
最後に，介護保険給付と障害者福祉制度からの
給付との調整であるが，図2のとおり，介護保険と
障害者制度で共通するサービス，例えば訪問介護
サービスは介護保険から給付する。しかし，介護
保険の支給限度額を超えるサービスについては障
害者福祉制度から給付する。同行援護のような介
護保険にない介護サービス，あるいは訓練等給付

や自立支援医療，地域生活支援事業については，
障害者制度から給付する。障害者福祉サービスの
中で介護保険がカバーする範囲は大きくはない。
障害者団体の反対が最も多かった利用者負担につ
いては，一定の所得以下の場合は利用者負担の軽
減策を導入することにより対応可能であると考え
られる。

（参考文献）
岡部耕典（2006）『障害者自立支援法とケアの自律』
（明石書店）。
厚生省（1996）「介護保険法案想定問答集」（部内限り
資料）。
厚生省高齢者介護対策本部事務局監修（2006）『高齢者
介護保険制度の創設について』（ぎょうせい）。
厚生労働統計協会編（2011）『国民の福祉の動向2011／
2012』（厚生労働統計協会）。
障害者自立支援法違憲訴訟弁護団（2011）『障害者自立
支援法違憲訴訟』（生活書院）。
増田雅暢（2016）『介護保険の検証―軌跡の考察と今後
の課題―』（法律文化社）。
ほかに，厚生労働省社会保障審議会介護保険部会およ
び障害者福祉部会の資料・議事録等，厚生労働省介
護保険事業報告等。

（ますだ・まさのぶ）
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【共通部分】
介護保険と障害者制度で共

通するサービス

⇒介護保険から給付

【上乗せ部分】
介護保険の支給限度額を超

える部分⇒障害者制度から

給付

【横出し部分】
同行援護や訓練等給付、自立支援

医療、地域生活支援事業などの

サービス⇒障害者制度から給付

図2 介護保険制度と障害者総合支援制度との組み合わせのイメージ
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Consideration of the Age Division of Long-term Care Insurance

MASUDA Masanobu＊

Abstract

Insured persons under long-term care insurance in Japan are those over 40 years or older. In

addition, it is divided into those who are 65 years of age or older (Primary insured persons) and those who are
40 to 64 years old (Secondary insured persons). Compared to the Primary insured persons, the Secondary
insured persons are greatly restricted in their right to receive insurance benefits. Persons under the age of 40

are not covered by long-term care insurance. If they need long-term care services, they are supplied by the

welfare system for the disabled.

In the long-term care insurance systems of Germany and South Korea, there is no age division for

the range of insured persons. Why has an age division been established in Japan within the scope of insured

persons covered by long-term care insurance?

After the implementation of the system, the review of the age division was discussed, but in the end,

the expansion of the scope of insured persons was postponed.

About the age division of long-term care insurance, while summarizing the discussions so far at

government councils and other bodies, I propose that it is necessary to expand the scope of insured persons

under the age of 40 from the viewpoint of ensuring the sustainability of long-term care insurance and

universalizing the care system.

Keywords：Age Division of Insured Persons, Relationship between Long-term Care Insurance System and
Welfare System for Persons with Disabilities
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社会保障と法：社会保障と法政策

要指導医薬品をめぐる規制の概要と課題

常森 裕介＊

Ⅰ はじめに－問題の所在

医療技術の進歩は著しく，日々新たな医薬品が
開発される状況において，医薬品に対する規制も
常に議論の対象となっている。要指導医薬品に対
する規制もその一つである。要指導医薬品をめぐ
る最高裁判決（最一小判令3.3.18判タ1487号92頁
以下，令和3年最判）では，要指導医薬品という規
制類型のあり方が中心的な争点であったものの，
要指導医薬品の中心的な対象はスイッチOTCで
あった。そのため，要指導医薬品という規制類型
について検討する際には，スイッチOTCをめぐる
議論を避けて通ることができない。
スイッチOTC1)は，従来処方箋を伴う購入が前
提とされていた医療用医薬品（及びそれらと同じ
成分をもつ医薬品）を，一般用医薬品に転用する
ものであり，転用にあたって，どの程度規制を緩
和するのか，言い換えれば，処方箋薬等を一般用
医薬品に開放する際の条件は何であるかが問題と
なる2)。またこの問題を考える際軽い症状に対し
ては，市販薬等を活用し，患者自ら治療するセル
フメディケーションが推進されていることにも留
意する必要がある3)。

そのような状況の下，次の点が問題となる。第
1に，スイッチOTCの安全性確保という目的に対
し，要指導医薬品という類型化，あるいは具体的
手段として用いられる対面販売の義務付けという
規制手段が適合的であるのか，第2に，要指導医薬
品及び対面販売の義務付けという手法について，
政策上の合意が成立しているのか，第3に，要指導
医薬品及び対面販売の義務付けについて，目的と
手段が整合し，政策的合意が認められるとして
も，これらの手法が，個々の事業者や医薬品の使
用者の権利を過度に制約するものではないか，と
いう点である。

Ⅱ 要指導医薬品に対する規制の目的と方法4)

1 店舗販売業における要指導医薬品の販売
日本で供給される医薬品は，医薬品，医療機器
等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する法
律（以下，薬機法）が定める薬事承認の過程で，
科学的知見に基づいた客観的な審査により，その
安全性が認められている5)。そして，製造段階と
並んで重要なのが，販売段階での安全性の確保で
ある。薬機法は，医薬品を，大きく薬局医薬品（4
条5項2号），要指導医薬品（同3号），一般用医薬品

＊東京経済大学法学部 准教授
1)「我が国における “スイッチ化” とは，医療用医薬品から要指導医薬品又は一般用医薬品への移行のことを指
す」とされる〔厚生労働省（2016），p.10〕。
2)「本当は根拠がないが，一般用医薬品のネット販売をすべて認めると，次は処方せん医薬品のネット調剤解禁の
要求を拒否することが簡単ではなくなるので，効能及び効果において人体に対する作用が著しくないものでさ
え，ネット販売が禁止されているものがある（要指導医薬品）から，処方せん医薬品ならもちろんという主張を成
り立たせるために，橋頭堡として，無理に作った制度と推察される」との指摘もある〔阿部（2018）p.177〕。
3) セルフメディケーションの推進がスイッチOTC促進の主目的である旨につき〔検討会議（2021）中間とりまと
め，p.2〕。
4) 以下，規制の内容については条文のほか〔堀尾（2021）〕，〔團野（2020）〕も参照。
5) 薬事承認の詳細について〔島村（2019），pp.136-142〕。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 168
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（同4号）に分類する。医薬品を販売できるのは薬
局もしくは医薬品販売業の許可を受けた者（同24
条1項）であり，上記医薬品の種類と，業態（店舗
販売業，配置販売業，卸売販売業 同25条）によ
り，販売可能な範囲が決まる。要指導医薬品を販
売することができるのは，薬局と店舗販売業であ
る。また，医薬品を販売する資格には，主として
薬剤師（薬剤師法1条）と登録販売者（薬機法36条
の8，4条5項1号）があり，要指導医薬品は，薬剤
師しか販売することはできない。加えて，要指導
医薬品は，薬剤師が対面で販売しなければならな
い6)。施行規則は，対面販売の方法7)と提供する情
報の内容8)に加えて，医薬品の使用者に関して確
認すべき情報（同36条の6第2項）の内容も定めて
いる9)。
医療用医薬品と要指導医薬品，一般用医薬品を
比較した場合，薬剤師だけでなく登録販売者でも
販売可能で，かつ対面販売だけでなくインター
ネット（郵便）販売も可能な一般用医薬品に対す
る規制が最も緩やかだといえる。そして，要指導
医薬品は，医師の関与が求められる医療用医薬品
よりは緩やかであるが，薬剤師による対面販売を
義務付けられている点で，一般用医薬品よりは厳
格な規制に服していると位置づけることができ
る。

2 スイッチ医薬品
要指導医薬品の中心となるのが，スイッチ医薬
品である。医薬品のスイッチ化には，大きく二つ
のルートが用意されている。一つ目は，学会や企
業，消費者から，厚生労働省に対して各成分を候
補とするよう要望が出される場合である。医療用
から要指導・一般用への転用に関する評価検討会
議（以下，検討会議）は，要望が出された成分に
ついて検討し，パブリックコメントを経て，薬
事・食品衛生審議会薬事分科会（要指導・一般用
医薬品部会 以下，薬食審）に意見を提出し，薬
食審が承認の可否を決める。もう一つが，企業か
ら直接医薬品医療機器総合機構（以下，PMDA）
に対し，承認申請が行われる場合である。この場
合は，PMDAにおける審査の後，薬食審で承認の
可否が決定される10)。医療用医薬品から要指導医
薬品を経て，一般用医薬品となるまでには，製造
販売後調査が行われるため11)，要指導医薬品がす
べて一般用医薬品となるわけではないが，スイッ
チ化の議論では，要指導医薬品は，薬機法が定め
る期間を経た後は，基本的には一般用医薬品にな
るという前提で議論が行われている面もある12)。
医療用医薬品と要指導医薬品，一般用医薬品の
販売に対する規制を比較すると，いずれにおいて
も処方・販売可能な人にかかわる資格が軸となっ
ていることが分かる。これに対し，対面販売かイ

6) 薬機法は，「薬局開設者又は店舗販売業者は，厚生労働省令で定めるところにより，要指導医薬品につき，薬剤
師に販売させ，又は授与させなければならない」（同36条の5第1項）とし，上記厚生労働省令（以下，施行規則）
は「法第三十六条の六第一項の規定による情報の提供及び指導を受けた者が当該情報の提供及び指導の内容を理
解したこと並びに質問がないことを確認した後に，販売し，又は授与させること」（施行規則158条の11第4号）と
定める。薬機法36条の6第1項は，要指導医薬品の販売または授与において，対面による情報提供及び指導を義務
付けている。
7)「当該薬局又は店舗内の情報の提供及び指導を行う場所（略）において行わせること」（施行規則158条の12第1項
1号），用法，用量など必要な情報の提供（同2号），副作用等に関する説明（同3号），情報や指導に対する理解なら
びに質問の有無についての確認（同4号），ほかの医薬品の使用の勧奨（同5号），医師等の受診の勧奨（同6号），薬
剤師の氏名の告知（同7号）。また紙面または画面（映像）を用いるものとされる（同3項）。
8) 施行規則158条の12第2項。
9) 施行規則158条の12第4項。
10)〔第15回検討会議（2021），pp.42-43〕，〔第16回検討会議（2021），pp.7-8〕。これら検討会議，薬食審，PMDAを含
むスイッチOTC承認のプロセスは，いずれも薬機法に基づく医薬品の承認（14条）に根拠をもつと解されている。
〔第15回検討会議（2021）議事録事務局側の発言〕を参照。
11) 要指導医薬品としての製造販売後調査については〔厚生労働省（2014）〕を参照。
12) 例えば，第7回検討会会議での医薬・生活衛生局医薬品審査管理課長の発言〔第1-9回検討会議（2020）議事録，
p.75〕。
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ンターネット販売かという論点は，販売者に関す
る議論とは別の文脈をもつ。対面販売という手法
は，従来当然の前提とされてきたところ，イン
ターネット（郵便）販売の拡大により，その効果
や安全性について検証されざるを得なくなった。
そして次にみるように，人（資格）を軸とする規
制を維持しつつ，販売方法（対面販売）を柔軟化
せざるを得なくなったことから，さまざまなひず
みが生じた。

Ⅲ 要指導医薬品の規制をめぐる政策的合意

要指導医薬品という類型化の手法は，政治的妥
協の産物であった。2006（平成18）年の改正と最
二小判平25.1.11判タ1386号160頁（以下，平成25
年最判）を経て，条件付きではあるものの，一般
用医薬品のインターネット販売が解禁されること
になった。その過程で2013（平成25）年改正によ
り「要指導医薬品」という類型が創設され，要指
導医薬品についてはインターネット販売の対象外
となった。すなわち，平成25年最判及び2013（平
成25）年改正に至る規制改革では，インターネッ
ト販売の是非が中心的課題であったといえる13)。
加えて，スイッチOTC及びダイレクトOTCに対す
る規制は，2006（平成18）年改正時以降，一般用
医薬品に対する規制においても，中心的な議論の
対象であった14)。ただし，注意しなければならな
いのは，インターネット販売に対する規制緩和が
活発に議論され，同時にスイッチ化が促進されて
いたにもかかわらず，スイッチ化の議論におい
て，インターネット販売は必ずしも前提とされて
いなかったということである。
スイッチ化の可否を判断する観点のうち，薬剤

の特性は医師等の専門的知識に基づいた判断が軸
となるのに対し，販売体制やOTC医薬品を取り巻
く環境は，医薬品の市場に参入する多様なステー
クホルダーが作り出すものである15)。しかし，ス
イッチOTCの審査の過程をみると，製品としての
医薬品ではなく，成分を対象とする審査であると
いうこともあり，医師等の専門家が了承しなけれ
ば，スイッチ化の可能性は極めて限定的なものと
なることがわかる。加えて，令和3年最判で問題
となったインターネット販売についてはほとんど
議論の対象となっておらず，インターネット事業
者はステークホルダーからほぼ除外されてい
る16)。
令和3年最判では，スイッチOTCを含む要指導
医薬品のインターネット販売に対する規制の合憲
性が争点となったものの，スイッチ医薬品をめぐ
る議論では，薬剤師による販売や対面販売の維持
前提とされており，インターネット販売の是非は
中心的な論点ではなかった。むしろインターネッ
ト販売を拡大することは，スイッチ化の障壁とな
ると認識されていたということもできる。現時点
では，令和3年最判で事業者側が求めた要指導医
薬品のインターネット販売の可否という論点は，
現行制度からも，スイッチ化を含む政策的議論の
中心からも外れた例外的な議論だと位置づけざる
を得ない。

Ⅳ 要指導医薬品と医薬品の使用者に対する制約

要指導医薬品に対する規制の目的と手法，ス
イッチ医薬品をめぐる政策上の議論を概観する
と，医薬品の販売経路が多様化し，常に新たな医
薬品及び成分が一般用医薬品として流通する中

13) この間の経緯と政治的な動きについて〔村上（2016），pp.152-160〕。
14) 2006（平成18）年改正時に一類から三類まで一般用医薬品を類型化した際に，一類の中でも特に注意が必要な
ものとして，スイッチOTC及びダイレクトOTCが念頭に置かれていた〔下山（2009），pp.3-4〕。
15)〔検討会議（2021）中間とりまとめ，p.5〕。
16) 行政以外のステークホルダーとして挙げられているのは，製造販売業者，薬局開設者・店舗販売業者，薬剤師・
登録販売者，医師，使用者である〔検討会議（2021）中間とりまとめ，pp.15-19〕。もちろん，上記カテゴリーに（店
舗販売業者がインターネット販売も行うこと等を想定し）インターネット販売業者も含まれていると解釈できる
余地がないわけではないものの，中間とりまとめ全体を見ても，インターネット販売業者が主たるステークホル
ダーとして認識されているとは読み取れない。
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で，法規制がその多様さや流動性に対応するのに
は限界があることがわかる。インターネット販売
と対面販売をめぐる議論も，安全性と利便性のバ
ランスだけでなく，セルフメディケーションのよ
うに，国家資格をもつ専門家から指示されて服薬
するだけではなく，医薬品の使用者自身の選択を
重視するという観点から検討する必要がある。
そうであるとすれば，要指導医薬品に対する規
制がその目的と手法の適合性について首肯し得る
ものであり，専門家も含めた政策的合意が得られ
ているとしても，上記規制のもとで医薬品に対す
るアクセスを阻害される医薬品の使用者に対する
配慮がなされるべきであろう。令和3年最判は，
販売事業者が訴えの主体であり，憲法22条1項違
反が争点となったこともあり，事業者の経営に与
える影響が中心的な論点であった。例えば，要指
導医薬品のうち，スイッチOTCやダイレクトOTC
は一定期間の後，一般用医薬品として販売される
ことが想定されており，長期的にみれば，事業者
は一般用医薬品となった後，インターネット販売
も含めてより緩やかな規制の下で収益を得ること
ができる。しかし，スイッチ化を待つ間に疾病が
悪化するリスクを抱える人々や，地理的制約によ
りインターネット販売でなければ事実上医薬品を
入手できない人々の存在も無視するわけにはいか
ない。
スイッチ化をめぐる議論を見ればわかるよう
に，政策を議論する場では，医師や事業者が中心
となり，医薬品の使用者の利益については消費者
団体等が一般的利益を表明するにとどまる。ま
た，セルフメディケーションの対象となるような
疾病に対応する医薬品へのアクセスについて，医
薬品の使用者個人が司法の場で争うことは，さま
ざまなコストに鑑みて容易ではないだろう。だか
らこそ，政策決定の場で，個々の医薬品の使用者
が置かれた状況を勘案して，既存の規制手法が過
度に医薬品へのアクセスを制約していないかとい
う視点を保持することが重要である。
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Ⅰ 事案の概要

本件は，インターネットを通じて医薬品を販売
する事業者であるX1（上告人はX1を吸収合併した
X2）が，要指導医薬品を販売または授与する場合
には，対面による情報提供及び薬学的知見に基づ
く指導を行わせなければならず，これができない
ときは要指導医薬品の販売または授与をしてはな
らない旨を定める医薬品，医療機器等の品質，有
効性及び安全性の確保等に関する法律（以下，法）
36条の6第1項及び3項（以下，本件各規定）が，憲
法22条1項に違反するなどと主張して，Y（国）に
対し，要指導医薬品の一部につき，インターネッ
トを通じて販売できる権利ないし地位を有するこ
との確認等を求める事案である。一審，控訴審と
もにXの請求を棄却した。
法は，要指導医薬品につき，薬剤師による販売
または授与（36条の5第1項），薬剤師による対面で
の情報提供及び薬学的知見に基づく指導（36条の
6第1項），薬剤師による年齢等の確認（同2項）を
定め，上記対面での情報提供及び指導（同1項）が
できないときは，要指導医薬品を販売または授与
してはならない（同3項）と定める。
要指導医薬品及び一般用医薬品（以下，一般用
医薬品等）には，医療用医薬品として製造販売の
承認を受けている医薬品につき，新たに薬剤師そ
の他の医療関係者から提供された情報に基づく需

要者の選択により使用されることが目的とされて
いるものとして製造販売の承認を受けた医薬品
（以下，スイッチOTC）と，当初製造販売の承認を
受けていなかった医薬品（以下，ダイレクト
OTC）が含まれる。スイッチOTCについては原則
3年間，ダイレクトOTCについては原則4～8年間
で一般用医薬品として販売することの可否の評価
を行い，問題がなければ，要指導医薬品から一般
用医薬品へ移行することとされている。

Ⅱ 判旨（上告棄却）

「憲法22条1項は，狭義における職業選択の自由
のみならず，職業活動の自由も保障しているとこ
ろ，職業の自由に対する規制措置は事情に応じて
各種各様の形をとるため，その同項適合性を一律
に論ずることはできず，その適合性は，具体的な
規制措置について，規制の目的，必要性，内容，
これによって制限される職業の自由の性質，内容
及び制限の程度を検討し，これらを比較考量した
上で慎重に決定されなければならない。この場
合，上記のような検討と考量をするのは，第一次
的には立法府の権限と責務であり，裁判所として
は，規制の目的が公共の福祉に合致するものと認
められる以上，そのための規制措置の具体的内容
及び必要性と合理性については，立法府の判断が
その合理的裁量の範囲にとどまる限り，立法政策
上の問題としてこれを尊重すべきものであるとこ

＊東京経済大学現代法学部 准教授

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 172

社会保障と法：社会保障判例研究

要指導医薬品の販売方法に対する規制と憲法22条1項

最一小判令3.3.18判タ1487号92頁，控訴審 東京高判平31.2.6判時2456号3頁，
一審 東京地判平29.7.18 判例集未登載
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ろ，その合理的裁量の範囲については事の性質上
おのずから広狭があり得る（最高裁昭和43年（行
ツ）第120号同50年4月30日大法廷判決・民集29巻
4号572頁）」
（法1条の目的，要指導医薬品の性質について指
摘したうえで）「要指導医薬品について，適正な使
用のため，薬剤師が対面により販売又は授与をし
なければならないとする本件各規定は，その不適
正な使用による国民の生命，健康に対する侵害を
防止し，もって保健衛生上の危害の発生及び拡大
の防止を図ることを目的とするものであり，この
ような目的が公共の福祉に合致することは明らか
である」
（要指導医薬品の性質について確認したうえで）
「医薬品としての安全性の評価が確定していない
ものであるところ，上記の本件各規定の目的を達
成するため，その販売又は授与をする際に，薬剤
師が，あらかじめ，要指導医薬品を使用しようと
する者の年齢，他の薬剤又は医薬品の使用の状況
等を確認しなければならないこととして使用者に
関する最大限の情報を収集した上で，適切な指導
を行うとともに指導内容の理解を確実に確認する
必要があるとすることには，相応の合理性がある
というべきである。
また，本件各規定は，対面による情報提供及び
指導においては，直接のやり取りや会話の中で，
その反応，雰囲気，状況等を踏まえた柔軟な対応
をすることにより，説明し又は強調すべき点につ
いて，理解を確実に確認することが可能となる一
方で，電話やメールなど対面以外の方法による情
報提供及び指導においては，音声や文面等による
やり取りにならざるを得ないなど，理解を確実に
確認する点において直接の対面に劣るという評価
を前提とするものと解されるところ，当該評価が
不合理であるということはできない」
（要指導医薬品の市場規模が小さいことを指摘

したうえで）「毒薬及び劇薬以外のものは，一定の
期間内に一般用医薬品として販売することの可否
の評価を行い，問題がなければ一般用医薬品に移
行することとされているのであって，本件各規定
による規制の期間も限定されている。
このような要指導医薬品の市場規模やその規制
の期間に照らすと，要指導医薬品について薬剤師
の対面による販売又は授与を義務付ける本件各規
定は，職業選択の自由そのものに制限を加えるも
のであるとはいえず，職業活動の内容及び態様に
対する規制にとどまるものであることはもとよ
り，その制限の程度が大きいということもできな
い」
「以上検討した本件各規定による規制の目的，
必要性，内容，これによって制限される職業の自
由の性質，内容及び制限の程度に照らすと，本件
各規定による規制に必要性と合理性があるとした
判断が，立法府の合理的裁量を超えるものである
ということはできない。
（3）したがって，本件各規定が憲法22条1項に違
反するものということはできない。
以上は，当裁判所大法廷判決（最高裁昭和45年

（あ）第23号同47年11月22日判決・刑集26巻9号586
頁）の趣旨に徴して明らかというべきである」

Ⅲ 解説1)（結論賛成 理由付けに一部疑問あり）

本判決は，X2が，要指導医薬品の販売または授
与について，対面による情報提供等を義務付けた
本件各規定が憲法22条1項に違反していると主張
したことに対し，法の目的，本件各規定の必要性，
本件各規定により制限される職業の自由の内容及
び制限の程度を検討したうえで，本件各規定は憲
法22条に1項に違反しないと結論付けた。本判決
は，薬局開設の距離制限にかかわる判例（最大判
昭50.4.30民集29巻4号572頁 以下，昭和50年最

1) 本判決の評釈として〔荒谷（2022），pp.136-140〕，〔新井（2021），pp.27-30〕，〔櫻井（2021），p.145〕，〔二本柳
（2021），pp.69-74〕，〔匿名解説（2021），pp.92-95〕，〔片桐（2022），pp.22-23〕，〔松本（2022），pp.182-199〕，本件
控訴審の評釈として〔斎藤（2021），pp.148-152〕，〔平良（2020），pp.24-25〕，〔武田（2019），p.120〕，〔松本（2019），
p.122〕，〔赤羽根（2021），pp.135-140〕，本件一審の評釈として〔武田（2017），p.108〕，〔金原（2018），pp.9-12〕，
〔朝田（2017），p.109〕等がある。
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判）を参照し，本件を職業選択の自由にかかわる
判例の一つとして位置づけると同時に，要指導医
薬品に対する法の規制の目的だけでなく，規制の
根拠となり得る事実も含めて詳細な判断を行って
いる点で，先例としての価値を有する。
他方で，医薬品の供給については立法政策上の
変遷が大きく，本判決が前提とする規制の内容や
市場の状況が変化する可能性をふまえると，本判
決の射程は限定的だといえる。本件各規定を含
む，医薬品の対面販売を求める旨の規制について
は，特にインターネット販売の可否との関係で，
近年議論が継続されている。一般用医薬品に対す
る規制について争われた最二小判平25.1.11判タ
1386号160頁（以下，平成25年最判）もその一例で
ある。また，要指導医薬品という類型そのもの
が，平成25年最判の影響を受け，新たな規制の形
式を検討する中で創設されたものである。要指導
医薬品は，複数の類型の医薬品を対象とするもの
の，中心となるのはスイッチOTCである。医療用
医薬品を一般用医薬品に転用するというスイッチ
医薬品の特殊性と，対面販売の義務付けという規
制手法が，要指導医薬品という制度の中でどのよ
うに結びついているのか，またその結びつきに合
理性はあるのかという点が，本判決を検討するに
あたってのポイントとなる。

1 本判決の判断枠組み
本判決は，昭和50年最判を参照し，憲法22条1項
への適合性については「規制の目的，必要性，内
容，これによって制限される職業の自由の性質，
内容及び制限の程度」を考慮要素として挙げ，立
法府の合理的裁量の範囲については「事の性質上
おのずから広狭があり得る」と判示する。
昭和50年最判は，複数の論点を含む先例であ
り，本件と比較したとき，憲法22条1項（職業活動

の自由）が問題となった点，法（旧薬事法）の規
定の憲法適合性が問題となった点，医薬品による
保健衛生上の危害を防止するための規制が問題に
なった点で，共通項をもつ。また，昭和50年最判
については立法事実論を採用し，それ以前の最高
裁判決と比較し，その立法事実の具体的な検証方
法が評価に値するものであったと言われている2)。
これに対し，本判決も，対面販売の優位性を説く
部分や，要指導医薬品と一般用医薬品を比較する
部分で，本件各規定の妥当性の根拠となり得る事
実を挙げており，立法事実論における立法事実
が，立法時に実際に参照された事実に限定され
ず，広く立法の合理性を裏づける事実を指す3)と
考えるならば，本判決も，立法事実を検討した判
決ということができる。他方で，立法事実の判断
に際して，立法時の資料や過程が重要である4)こ
とをふまえれば，本判決の言及する事実が，立法
時に参照された事実であるのか，あるいは，一般
的に本件各規定の合理性を裏づける事実であるの
かという点は無視できない。そのため，本判決
が，昭和50年最判と同じく立法事実論を採用して
いるかどうかという点については留保が必要であ
る。また，上記各事実が，本件規制の妥当性を支
える根拠になり得るかという点についても検討を
要する。
なお，本判決は，本件各規定が憲法22条1項に反
しないと結論づけた後，「以上は，当裁判所大法廷
判決（略）の趣旨に徴して明らかというべきであ
る」と付言する。ここでいう大法廷判決とは，小
売市場に対する規制にかかわる判例（最大判昭
47.11.22刑集26巻9号586頁 以下，昭和47年最判）
を指す。本判決の判断枠組みとなるのは昭和50年
最判であり，本判決と昭和50年最判の間で，根拠
法や規制の目的が共通していることは前述のとお
りである。本判決が，付加的に昭和47最判に言及

2)〔戸波（1977），p.128〕。
3) 立法事実とは「立法目的および立法目的を達成する手段（規制手段）の合理性を裏づけ支える社会的・経済的・
文化的な一般事実」〔芦部（2019），p.395〕とされ，法律の合理性を支える事実の顕出の基準時は，法律の制定時
だけでなく，裁判時も含むとされる〔御幸（2019），p.185〕。
4) 裁判所の役割は「立法者によって実際に考慮された事実を事後的に検討する作業に限定されるものではない」
一方，「立法事実の判断に際して議会資料が持つ意味は大きい」ことが指摘される〔江橋（1987），p.82〕。
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した理由は明らかではないものの，昭和50年最判
が，昭和47年最判を基盤として，距離制限に関す
る規制に消極的，警察的目的を見出したことをふ
まえ，本判決は，昭和50年最判が示した判断枠組
みにとどまらず，広く憲法22条1項にかかわる先
例の基本的な判断枠組みに整合していることを確
認するためだと推察される5)。

2 本件への当てはめ
（1） 本件各規定の目的
本判決は，法1条の趣旨と医薬品一般が有する
危険性をふまえ，要指導医薬品が「安全性の評価
が確定していない医薬品」である点に着目し，要
指導医薬品の不適正な使用を防止する本件各規定
が，目的の点で，公共の福祉に合致すると結論づ
ける。本判決は，要指導医薬品という類型で上記
の性格付けを行っているが，判示をみると，要指
導医薬品には劇薬（法4条5項3号ハ）及び毒薬（同
ニ）も含まれるものの，同イ，ロに該当する医薬
品，すなわちスイッチOTC及びダイレクトOTCを
念頭に置いた判示だといえる。

（2） 規制の必要性及び内容
要指導医薬品という類型の設定は，スイッチ

OTC及びダイレクトOTCを，一般用医薬品に転用

するための規制手法の一つとして位置づけられ
る。本件各規定の憲法適合性を評価するために
は，上記のような目的と性格をもつ要指導医薬品
に，具体的にどのような規制手法を組み合わせる
かという点に着目しなければならない。
本判決の判示をみると，本判決は，本件各規定
について，対面での情報収集及び指導が対面以外
での方法よりも優れているという評価に基づき，
薬剤師が，使用者の情報を最大限収集し指導を行
うためには，対面による指導を義務付ける必要が
ある旨述べていると理解できる。
法36条の6に基づく要指導医薬品の販売方法の
規制は，情報提供及び指導の方法の指定（同1項），
情報提供及び指導の前提となる情報収集義務（同
2項），これらの方法の履践を販売または授与の要
件とする旨の規定（同3項）から成る6)。このうち
対面による履践が求められているのは所定の事項
を記載した書面を用いて必要な情報を提供させる
ことと薬学的知見に基づく指導であり，これらが
対面で行われることを前提に，その前段階である
医薬品の使用者に関する情報収集も，対面で行わ
れることを前提にしていると考えられる。本判決
も，情報提供と情報収集を一体的にとらえてお
り7)，対面優位の評価を合理的とする判示の対象
に，情報収集も含まれていると解することもでき

5) 本判決が昭和47年最判に言及している理由について「小法廷が大法廷判決に徴して合憲である旨を判断するに
当たっては，合憲判決を徴すべきものという立場から，憲法22条1項の保障する範囲を明らかにした小売市場事件
判決を徴した」との説明もある〔匿名解説（2021），p.94〕。新井は「小売市場判決の趣旨に徴して明らか」とする
判例を詳細に分析し「明白の原則が適用されたもの」と「積極目的とも明示されず，かつ明白の原則にも触れられ
ていないが，薬事法判決ではなく小売市場判決が引用されている判例」に分類し，次のように述べる。「最高裁の
理解とは，目的が公共の福祉に適合し，手段が必要性と合理性を満たすという基底的判断枠組みにかなうもので
あれば，簡単な検討と小売市場判決の引用でこれを合憲とし，他方，制限の態様・程度や規制の目的といった審査
密度の緩厳をもたらす事情が認められる場合には，薬事法判決を筆頭に他の判例を引用しつつ審査密度を変化さ
せるものである，と整理できる。以上からすれば，本件における『小売市場判決の趣旨』とは，個人の経済活動に
対する法的規制は，目的が公共の福祉に適合しており，手段が必要かつ合理的でなければならないという，個人
の経済活動の自由に対する規制一般に（第一次的に）妥当する基底的判断枠組みのことであると考えられる」〔新
井（2021），pp.29-30〕。
6) なお，本件で憲法適合性が問われる「本件各規定」は法36条の6第1項及び3項であり2項は含まれていないもの
の，年齢や医薬品の使用状況などに関する判示から，本判決は，2項（年齢等の確認）も主要な要素とみなしてい
ると読むことができるため，以下，必要な範囲で2項も含めて検討対象とする。
7) 例えば，法36条の6第1項の「薬学的知見に基づく指導」を「症状や併用薬を踏まえて，医薬品の変更，受診を勧
奨すること」を含むものと解し，4条5項3号にいう同文言を「薬剤師が有する薬学的知見に基づき，購入者から確
認した使用者に関する情報（例：年齢，性別，症状，服用履歴）を踏まえ，使用者の個々の状態，状況等に合わせ
て適正使用等を指導する行為をいう」と理解する解釈も併せると，「指導」は情報収集と情報提供が一体になった
ものととらえることもできる〔團野（2020）p.95,598〕。

社会保障判例研究（要指導医薬品の販売方法に対する規制と憲法22条1項） 75



0311_社会保障研究_【常森】_PK.smd  Page 5 22/06/20 11:06  v4.00

る。
本判決は，本件各規定が，対面による情報提供
及び指導を求めていることについて，対面での情
報提供及び指導では，相手の反応等をふまえた柔
軟な対応が可能であること，一方，対面以外での
方法による情報提供及び指導では，音声や文面等
によるやり取りにならざるを得ず，直接の対面に
劣ると述べる。この判示部分は，本件各規定の根
拠となる事実とそれに対する評価に当たる。
しかし，本判決による上記判示には，次の点で
疑問がある。第1に，法36条の6第1項によれば，必
要な情報提供は書面で行うこととなっており，情
報提供を受けた医薬品の使用者の反応等は，その
場でやり取りされる情報量のうち限定的な部分を
占めるに過ぎない。医薬品の使用者自身の情報を
収集する場面では，対面で得られる情報が一定の
割合を占めるのに対し，情報提供が目的通りにな
されることが重要な場面では，主要な情報につい
ては書面で提供可能である。これは薬剤師が情報
提供の基盤とする薬学的知見についても同様であ
る。第2に，本判決は，「直接の対面」に電話や
メール等を対比させているが，インターネット販
売が問題となっている事案において，この比較対
象の選定には疑問がある。「電話やメール等」「音
声や文面等」とあるため，テレビ電話に類する手
法が排除されているとはいえないものの，本判決
が画面を通じて対面する方法を積極的に比較対象
として取り上げていないと読むことは誤りではな
いように思われる。テレビ電話に類する手法と比
較すると，医薬品の使用者の反応や雰囲気，状況
等をふまえた柔軟な対応について，直接の対面と
いう手法が大きな優位性をもつとはいえない。第
3に，上記二つの点も含め，本判決の対面の優位性

を説く部分は抽象的で，特に直接の対面以外の情
報提供及び指導の方法に関する多様な提案を十分
踏まえないものとなっている。
以上，本判決の対面販売の優位性にかかわる事
実の評価に疑問があることを述べた8)。ただし，
医薬品の対面販売の必要性については，未だ結論
が出たとは言い難い状況にある。また，理由付け
に一部疑問があるとしても，本判決は，本件各規
定が，対面の優位性を前提としていることを，本
件各規定を根拠づける事実の一部として評価の対
象とするにとどまり，立法府の裁量を前提とすれ
ば，対面優位という評価に合理性があるとした本
判決の結論そのものが否定されるわけではない9)。
加えて，憲法22条1項への適合性を判断する際，対
面での情報提供及び指導の必要性に対する評価
は，一要素にすぎない。

（3） 職業の自由に対する制約の態様と程度
昭和50年最判は，「狭義における職業の選択の
自由そのものに制約を課する」許可制を強力な制
限だとし，「許可制に比べて職業の自由に対する
よりゆるやかな制限である職業活動の内容及び態
様に対する規制」と対置する10)。本判決の制約の
程度に関する枠組みも，この昭和50年最判の区別
を参照していると考えられる。加えて，昭和50年
最判に対する評価に際して，職業の種類や規制の
場面によって，権利保障の程度が異なるとの指摘
もなされてきた11)。ただし，職業選択の自由その
ものに対する規制であるか，職業活動の内容及び
態様に対する規制であるかは，一義的に決まるも
のではない。昭和50年最判も，薬局の距離制限に
ついて，特定の場所での開業の不能は開業そのも
のの断念につながりうるもので，開業場所の地域

8) 本判決が立法府の評価（事実を前提とした価値判断）を尊重していると指摘するものとして〔片桐（2022），
p.23〕。
9) 経済的自由の規制立法の合憲性を「合理性」の基準で判定し「かつ合理性の有無を，立法目的および立法目的達
成手段の両面にわたって，国会の判断に合理性があるかどうか（つまり，合憲性推定の原則を排除するに足る『合
理的な疑い』が存在するかどうか）立法事実を審査し相対立する種々の利益を比較衡量して検討することにより，
具体的に決定することが原則として必要ではないか」〔芦部（1975）p.18〕との指摘をふまえると，対面での情報
提供及び指導に対する本判決の評価は，立法府の判断の合理性（合理的疑いの有無）に関する判断の一部だと位
置づけることができる。
10) この区別を昭和50年最判の特徴の一つとして指摘するものとして〔富澤（1979），p.207〕。
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的制限は，職業選択の自由に対する大きな制約的
効果を有する旨述べる。すなわち，制限される職
業の自由の性質や程度を評価するためには，当該
規制が形式上直接開業等を断念させるものである
かどうかだけでなく，当該規制が実質的にどのよ
うに経営に作用し，職業選択の自由を制約するか
を検討する必要があるといえる。
本判決は，本件各規定は，職業選択の自由その
ものに制限を加えるものであるとはいえず，職業
活動の内容及び態様に対する規制にとどまると述
べるものの，その理由付けは必ずしも明らかでは
ない。昭和50年最判に照らせば，職業活動の内容
及び態様は原則自由であり，規制の対象が職業活
動の内容及び態様であることが，必ずしも規制の
合憲性を肯定することにむすびつくわけではな
い。本判決においても「職業選択の自由そのもの
に制限を加える」規制と「職業活動の内容及び態
様に対する規制」が，各々具体的にどのような内
容で，両者を分ける基準は何であるのか，明確に
は示されていない。
平成25年最判は，昭和50年最判を参照し，憲法

22条1項に関する一般論を述べた後，「旧薬事法の
下では違法とされていなかった郵便等販売に対す
る新たな規制は，郵便等販売をその事業の柱とし
てきた者の職業活動の自由を相当程度制約するも
のであることが明らか」だと判示する。平成25年
最判は一般用医薬品に対する規制の違法性が争わ
れた点，従来禁止されていなかった販売方法が新
たに禁止されたことが問題となった点で，本判決
とは異なる。しかし，平成25年最判が，インター
ネット販売（郵便等販売）を事業の柱とする者を
想定し，その職業活動を相当程度制約するものだ
という旨述べている点に着目する必要がある。こ
れに対し，本判決は，明示的に述べてはいないも
のの，医薬品を販売する事業者は一般用医薬品を

中心に販売しており，要指導医薬品のみを販売し
ている，あるいは，要指導医薬品を主力商品とす
る事業者は例外的であることを前提としていると
読むことができる。しかし，医薬品市場の流動性
やスイッチ化推進の政策動向に鑑みると，要指導
医薬品の市場規模が拡大する可能性もある。
そうすると，本判決のいう「職業選択の自由そ
のものに制限を加える」規制と「職業活動の内容
及び態様に対する規制」は相対的なものであり，
本件各規定に該当するか否かを判断するのであれ
ば，スイッチOTC及びダイレクトOTCについて実
際にどの程度申請が行われ，要指導医薬品及び一
般用医薬品となっているのかといった点も含めた
審査のプロセス，そしてそのプロセスが市場規模
に与える影響も考慮することが必要であったよう
に思われる。
他方で，要指導医薬品の市場規模が，現時点で，
一般用医薬品と比較して小さいことは明らかであ
り，これをもって本件各規定による制約が，職業
の自由に対する大きな制限ではないとする結論は
妥当だと考える。ただし，要指導医薬品の市場規
模が小さいことと，職業の自由に対する制限の程
度がどのような関係に立つかという点については
さらなる検討を要する。
以上のように，本判決においても，医薬品市場
全体のシェアと，個々の事業者の経営に対する制
約を結びつける論理を支える事実がより丁寧に検
討されるべきだったといえる。

3 まとめ
以上，本件規制の根拠となる事実に対する評価
及び理由付けに疑問があるものの，憲法22条1項
への適合性が，多様な要素を総合考慮して判断さ
れるものであることをふまえると，特に，要指導
医薬品が極めて限られた種類にとどまることか

11) 例えば昭和50年最判を「段階理論」を下敷きにしたものという理解もある。「『段階理論』とは，『職業の自由』
の審査に際しては，『職業活動』の内容・態様に対する事後規制（（A））に比べて，『職業選択』に対する事前規制
（（B））に対する審査密度を厳格にし，さらに（B）内部においても，資格制など主観的な許可条件による事前規制
（（B1））よりも，距離制限のような客観的な許可条件による事前規制（（B2））に対する審査密度を厳格にすべき
だ，という考え方である。これは，比例原則を『人格的連関』の強度に即して具体化したもの，と理解されてい
る」〔石川（2019）p.200〕。段階理論を昭和50年最判に援用することをめぐる議論については〔松本（2016），pp.51-
52.〕。
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ら12)，本件各規定を合憲とした本判決の結論は妥
当だと考える。ただし，以下の点で，本判決の射
程は限定されたものとなるだろう。第1に，「要指
導医薬品」というカテゴリーそのものが，平成25
年最判以降の，ネット販売をめぐる議論の中で，
一種の妥協の産物として設定されたものであ
る13)。そのため，要指導医薬品の問題は，実質的
にはスイッチOTCとダイレクトOTCの問題であ
ると考えると，要指導医薬品という手法を一体の
ものとして捉え，かつ要指導医薬品という規制手
法のみを取り出して，憲法適合性を判断すること
は，医薬品規制全体の仕組みをふまえていない点
で限界があると言わざるを得ない。第2に，要指
導医薬品の市場規模が小さいことの背景には，ス
イッチOTCをめぐる選定や規制の厳しさもある
と考えられることから，本判決が検討した医薬品
市場の現状は，法令による規制が作出したもので
ある可能性も否定できない14)。もちろん，スイッ
チ化の審査は，本件各規定の範疇の外であるもの
の，本判決が制限の程度を判断する際に拠りどこ
ろとした要指導医薬品の市場規模は，規制全体の
変化により変わり得る。第3に，コロナ禍で，処方
箋薬の対面販売に対する規制が緩和されたこと
は，本判決が肯定した対面販売の優位性に対する
評価に影響を及ぼすものである15)。さまざまな通
信技術が普及する中で，直接の対面と，それ以外
の方法という対比が妥当であるか疑問も残る。
上記のとおり，本件各規定を含めて，本件で対
象となった医薬品に対する規制は，政策あるいは
社会経済状況の変化を大きく受けるものであり，
本判決の結論及び理由付けは，限定的な射程しか
持ちえない。ただし，平成25年最判が，最高裁の
判示内容を超えて，一般用医薬品の対面販売規制
を撤廃するという政策変更にむすびついたことを

考えると，本判決が，現行の要指導医薬品に対す
る規制を肯定的に評価し，それを維持する効果を
もつことは否定できないように思われる。

※脱稿後，松本和彦（2021）「判批」（本判決）
判例秘書ジャーナルHJ100116，pp.1-7に接した。
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投稿：論文

短期的な経済変動リスクを考慮した公的年金改正案の効果検証

中嶋 邦夫＊1，北村 智紀＊2

抄 録

本稿は，物価上昇率，賃金上昇率，運用利回りが確率的に変動するシミュレーション・モデルを利用
し，公的年金の将来の所得代替率の下方リスクを分析した。厚生労働省の財政検証で利用された経済前
提をベースに，公的年金の2016年の制度改正，2019年の財政検証時に考慮された厚生年金の適用拡大や
基礎年金の加入期間延長他といったオプション試算，およびマクロ経済スライドの完全適用の効果を検
証した。その結果，厚生年金の適用拡大では所得代替率の基礎年金部分が上昇するが，その下方リスク
は拡大する傾向があった。だが，適用拡大に基礎年金の加入期間延長他を組み合わせると，下方リスク
の拡大は軽減した。適用拡大と加入期間延長他にマクロ経済スライドの完全適用を組み合わせた場合
では，追加的な効果は見られなかった。所得代替率の厚生年金部分では，これらの改正の効果は限定的
だった。

キーワード：公的年金，財政検証，確率的シミュレーション・モデル，所得代替率，経済変動リスク

社会保障研究 2022, vol. 7, no. 1, pp. 80-94.

Ⅰ はじめに

公的年金は高齢者世帯の収入の約7割を占めて
おり，5割の高齢者世帯では収入のすべてが公的
年金となっている。また，日本全体で見ると，国
民の3人に1人が公的年金を受給しており，年金総
額は50兆円を上回っている。このように，公的年
金制度は，高齢期の家計のかなりの部分を支える
ものとして，極めて重要な役割を果たしており，
わが国の経済を支える役割も大きい〔厚生労働省
（2020），p. 10〕。急速な少子高齢化が進行するわ
が国において，公的年金制度を長期的に持続可能

な制度とするためには，継続的に財政状況を検証
する必要がある。
厚生労働省（2019a）の財政検証では，将来の人
口と経済に対して複数のシナリオを設定し，将来
の積立金や所得代替率の平均的な推移を算出して
いる。特に経済の長期トレンドとして，経済成長
と労働参加が進む場合（ケースⅠ～Ⅲ），それらが
一定程度進む場合（ケースⅣ，Ⅴ），それらが進ま
ない場合（ケースⅥ）の幅広いシナリオが検討さ
れている。しかし，これらのシナリオの何れかが
長期的・平均的に実現されるとしても，経済状態
や金融市場は短期的に変動するものであり，それ
に応じて年金財政の健全性や所得代替率も変動す

＊1ニッセイ基礎研究所 上席研究員
＊2武蔵大学経済学部 教授
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る。さらに，わが国の公的年金制度には2004年に
導入されたマクロ経済スライドによる所得代替率
の自動調整機能がある。これは金融商品における
デリバティブ商品に類似する複雑な制度であり，
シナリオに基づく財政予測では将来の平均的な姿
を分析することが可能であっても，経済状態や金
融市場の変動による所得代替率の変動リスクを分
析することは難しい〔北村他（2006）〕。
そこで，本稿では，独自に考案した確率的シ
ミュレーション・モデルを利用し，厚生労働省
（2019a）で代表的なシナリオと言われているケー
スⅢとケースV（以下，経済前提Ⅲ，経済前提Ⅴと
する）を対象として，公的年金制度の制度変更に
よる将来の所得代替率の推移を検証する。特に本
稿では同モデルの特長を生かし，所得代替率の下
方リスク（下振れした際の水準と下振れ幅）を分
析する。
本稿の学術的貢献は，第一に，大規模なシミュ
レーション・モデルや厚生労働省の財政計算プロ
グラムを利用することなく，筆者らが考案した
「割引・割戻モデル」という比較的シンプルなモデ
ルを利用し，厚生労働省の2019年財政検証結果を
基準とした確率的シミュレーションを実施して，
所得代替率の下方リスクを分析している点，第二
に，2016年に実施された制度改正に加え，厚生労
働省（2019b）でオプション試算とされた厚生年金
の適用拡大や基礎年金の拠出期間の延長等を考慮
した場合の効果を検証している点，第三に，厚生
労働省（2019b）で参考試算とされたマクロ経済ス
ライドによる給付調整を完全に適用した場合の効
果を検証している点である。これらは既存研究に
はなく，本稿は独自性が高い研究と言える。
確率的シミュレーション・モデルは将来の財政
状態等を示す指標に関して確率分布や信頼区間を
推計することができ，シナリオに基づく将来予測
を補う知見を得ることができる〔Board of
Trustees, Federal Old-Age and Survivors Insurance

and Federal Disability Insurance Trust Funds

(2020); Giang and Pfau（2008）〕。また，公的年金
は制度が複雑であり，変数間の相互作用もあるた
め，単純なモデルではそのリスクを分析すること

は難しいが，確率的シミュレーションを用いれば
明示的に分析できる〔Chen and Matkin（2017）；
Castañeda et al.（2020）〕。さらに，マクロ経済ス
ライドによる自動調整機能がある下での所得代替
率の変動リスクの分析は，デリバティブ商品のリ
スクを分析するのに類似しており，そこでは確率
的シミュレーション・モデルが利用されている。
本稿の分析結果を先に述べると，所得代替率の
基礎年金部分は2016年改正により，それ以前と比
較して50％タイル値と5％タイル値（以下「下振れ
した際の水準」とする）は上昇する。厚生年金の
適用拡大により，これらの数値はさらに改善する
が，下方リスクは拡大する傾向があった。だが，
適用拡大に基礎年金の加入期間延長他を組み合わ
せると，下方リスクの拡大は軽減した。しかし，
これらに加えマクロ経済スライドの完全適用を組
み合わせても，追加的な効果は見られなかった。
所得代替率の厚生年金部分では改正の効果は限定
的だった。これらの結果より，厚生年金の適用拡
大を進める際には，所得代替率の下方リスクを軽
減するために基礎年金の加入期間延長他を組み合
わせることが望ましいと考えられる。
確率的シミュレーションの政策的な貢献は，平
均的な姿を示すだけではわからない，制度におけ
る外的変数間の相互作用やリスクを考慮して，求
められる対策を検討し選択するための根拠を示せ
ることである。年金額の改定は，物価上昇率と賃
金上昇率の大小関係やマクロ経済スライドの停止
などによって変わるため，この仕組みの見直しの
影響を把握するためにはこれらの変数間の相互作
用を考慮した確率的シミュレーションを行うべき
である。さらに，厚生年金の適用拡大について
は，厚生労働省（2019b）は複数の経済前提の下で
国民年金財政の積立度合が高まることによって基
礎年金部分の所得代替率が高まることを示した
が，本稿が示すように国民年金財政における積立
金への依存が高まることによって生じる所得代替
率の下方リスクの拡大を把握して対策を検討する
ためには，確率的シミュレーションが必要であ
る。厚生労働省社会保障審議会年金数理部会
（2020）は，政府が法律に基づいて実施する財政検
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証において確率的シミュレーションを行うには継
続的な調査・研究が必要であると指摘しており，
本研究はこの指摘に沿うものである。
本稿の構成は以下のとおりである。次節で先行
研究をレビューし，第3節で分析モデルを説明し，
第4節で分析結果を示す。第5節は結論である。

Ⅱ 先行研究

公的年金に関して確率的シミュレーションを適
用した研究は，Lee and Tuljapurkar（1998）や
Congressional Budget Office（2001）が米国の公的
年金（social security）に関して，人口変数と経済
変数が確率的に変動するモデルを利用して財政状
態を検証したのが，その先駆けである。それ以
降，さまざまな国・地域の公的年金制度に応用さ
れてきた。Board of Trustees, Federal Old-Age and
Survivors Insurance and Federal Disability

Insurance Trust Funds（2020）では，米国の公的年
金の財政状態を検証するため，シナリオに基づく
財政検証に加えて，出生率，死亡率，物価上昇率，
実質賃金上昇率，実質利率等が確率的に変動する
モデルを利用し，将来の所得代替率や積立度合な
どの水準を検証した。同モデルは，検討の対象と
している指標に関して確率分布を得ることがで
き，シナリオに基づく将来予測の発生可能性につ
いて知見を得られるとしている1)。Giang and Pfau
（2008）は，物価上昇率，金利，賃金上昇率が確率
的に変動するモデルを利用して，ベトナムの公的
年金の健全性を分析した。積立金が枯渇するまで
の年数について，その信頼区間を推計することが
でき，政策的な意思決定の重要な指標となるとし
ている。Mielczarek（2013）はポーランドにおけ
る公的な確定拠出年金制度の変更内容について，
確率的シミュレーションを利用して将来資産価値
の分布等を示すことで，平均的な姿を比較するだ
けではわからない特徴を分析している。Chen and

Matkin（2017）は米国の地方政府の年金制度につ
いて，健全性を測るための重要なパラメータであ
る割引率，賃金上昇率，死亡率等の前提条件が確
率的に変動するモデルを利用し，積立度合の変動
性を分析した。現実の年金制度はパラメータ変更
に線形に反応するのではなく，複雑（非線形）な
反応やパラメータ間の相互作用がある。単純なモ
デルでは積立度合の動きを検証することは難しい
が，同モデルを用いれば分析可能としている。
Castañeda et al.（2020）は，チリにおける公的年金
の健全性を検証し，経済，金融，労働市場の間に
は相互作用があり健全性の検証は複雑であるが，
確率的シミュレーションにより制度のリスクを評
価できるとしている。日本の公的年金を対象とし
た研究としては，臼杵他（2003）と北村他（2006）
は2004年年金改革の効果，比津（2020）は2016年
年金改革の効果を分析している（詳細は後述）。
厚生労働省社会保障審議会年金数理部会（2020）
においても2019年財政検証に関して確率的シミュ
レーションを利用した将来見通しの試作を行い，
物価上昇率，賃金上昇率，運用利回りを確率的に
変動させることで所得代替率の変動の程度を分析
した。その結果，実質賃金上昇率に比べて運用利
回りの方が所得代替率の変動に与える影響が大き
いとしているが，現状の技術の下では確率的シ
ミュレーションを利用した財政検証には慎重にな
らざるを得ず，継続的に調査・研究する必要があ
るとしている。
日本の公的年金改革に関する研究としては，

Okamoto（2013）は，世代重複モデル（OLGモデ
ル）を利用し，2004年の年金改革後の制度をベー
スとして，基礎年金部分の保険料の消費税化，厚
生年金の報酬比例部分の廃止，その組み合わせを
行う年金改革の効果を分析し，これらの改革は貯
蓄の蓄積を進め，国民所得の上昇につながること
を示した。Kitao（2017）はOLGモデルを利用し，
年金改革が日本経済全体に及ぼす影響を分析し

1) 同稿では確率的シミュレーションの結果の解釈にあたっては，モデルの限界を考慮して行うべきだとしている。
例えば，分析結果は，関係式の定式化や変数間の独立の程度，分析に利用する期間に対して敏感であることや，確
率的に変動させる変数を変えれば結果が変わり得ること，などがあげられている。本研究においても同様な認識
を持つ。
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た。給付減と年金支給開始年齢の引き上げを想定
したシミュレーションの結果，貯蓄の蓄積，引退
の延長，消費税の低下，賃金率の上昇がみられた。
これらの研究に利用された手法は，年金改革の大
きな枠組みについての評価には有効だが，現状の
政策的な課題を精緻に評価するには適していな
い。
本稿に近い研究として北村他（2006）や比津

（2020）がある。北村他（2006）は，2004年に行わ
れた年金改革（保険料固定方式とマクロ経済スラ
イドによる給付調整の導入）の効果について，マ
クロ経済スライドの停止年度が内生的に決まる独
自の確率的シミュレーション・モデルを利用し
て，積立度合や所得代替率の将来の動向を分析し
た。これに対して本稿は，2016年以降に実施され
た年金改革の所得代替率への影響を分析している
点が異なっている。比津（2020）は，2016年に行
われた年金改革を対象に，厚生労働省が2014年財
政検証時に利用したプログラムをもとに確率的シ
ミュレーションを行い，積立度合の動向を分析し
た。2016年の年金改革を分析対象としている点は
本稿と共通であるが，本稿は独自に考案した割
引・割戻モデルを利用している点と，2016年改革
に加えて厚生年金の適用拡大や基礎年金の加入期
間延長他，マクロ経済スライドの完全適用が所得
代替率に与える影響を分析している点が異なって
いる。

Ⅲ 分析モデル

本稿で分析対象とした制度改正および制度改正
案は，2019年の財政検証とそのオプション試算や

参考試算のうち代表的なものとした。具体的に
は，
（a）2016年改正前の制度，
（b）2016年改正後の制度，
（c）上記の（b）の制度に加え厚生年金の適用拡

大を考慮した制度，
（d）上記の（c）の制度に加え基礎年金の加入期

間延長他を考慮した制度，
（e）上記の（d）の制度に加えマクロ経済スライ

ドによる給付調整を完全適用した制度，
を分析の対象とした。（b）は，マクロ経済スライ
ドの未調整分をキャリーオーバーする仕組み（以
下「調整繰越」とする）の導入（2018年4月施行）
と，賃金・物価スライドにおいて賃金変動に合わ
せて年金額を改定する考え方を徹底する仕組み
（以下「賃金スライド徹底」とする）の導入（2021
年4月施行）を反映した制度である2)。（c）は，厚
生年金の適用を1,050万人規模で拡大した2019年
財政検証時のオプション試算A③（以下，「適用拡
大」とする）をベースとする制度である3)。（d）
は，厚生年金の適用拡大に加え，基礎年金の拠出
期間の延長等を考慮した同オプション試算B⑤
（以下，「期間延長他」とする）をベースとする制
度である〔厚生労働省（2019b）〕4)。（e）は，マクロ
経済スライドによる給付調整を物価上昇率や賃金
上昇率の条件に関わりなく適用した2019年財政検
証の参考試算をベースとする制度である5)。
本稿で分析対象とした経済前提は，2019年財政
検証の経済前提のうち，経済前提Ⅲと経済前提Ⅴ
とした。経済前提Ⅲは，内閣府試算の「成長実現
ケース」と接続するものであり，経済成長と労働
参加が進む場合（将来20～30年の実質経済成長率

2) 調整繰越とは，物価上昇率や賃金上昇率が低いためにマクロ経済スライドによる給付調整が十分に行われない
分を蓄積し，これらの指標が高い年にまとめて調整する制度である。賃金スライド徹底とは，賃金上昇率が物価
上昇率を下回る場合の年金額の改定を，年金受給者に配慮した制度から現役世代の賃金上昇率を適用する制度へ
と変えたことである。詳しくは厚生労働省（2018a）や中嶋（2021）を参照。
3) 2019年財政検証のオプション試算Aでは，厚生年金の適用拡大の規模について①125万人，②325万人，③1,050万
人の3ケースが試算されたが，本研究では適用拡大の範囲が最も広い③1,050万人のケースについて試算する。
4) 同オプション試算Bでは，①基礎年金の加入期間の延長，②在職老齢年金の見直し，③厚生年金の加入年齢の上
限の引き上げ，④就労延長と受給開始年齢の選択肢の拡大，を導入したケースが試算された。本稿では，これら
すべてが導入されたケース⑤について試算する。ただし，所得代替率は加入期間40年として算出する。
5) 2019年財政検証の参考試算は（b）にマクロ経済スライドの完全調整を適用しているが，本研究は（d）に適用す
る。
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が0.4％）で，物価上昇率が1.2％，実質賃金上昇率
が1.1％，実質運用利回りが2.8％としたものであ
る6)。経済前提Ⅴは，内閣府試算の「ベースライン
ケース」と接続するものであり，経済成長と労働
参加が一定程度進む場合（将来20～30年の実質経
済成長率が0.0％）で，物価上昇率が0.8％，実質賃
金上昇率が0.8％，実質運用利回りが2.0％とした
ものである。なお人口の前提は，出生率および死
亡率ともに中位とした〔厚生労働省（2019a）〕。
本稿で利用する確率的シミュレーション・モデ
ルは，筆者らが考案した割引・割戻モデルである。
これは，厚生労働省が公表している財政検証結果
を基準とし，公的年金財政を構成する収支項目に
ついて，まず経済前提に基づく収支項目別の現価
率での割引計算を行い，次に推計シナリオ（確率
変数によるサンプル・パス）に基づく収支項目別
の終価率での割戻計算を行うものである。すなわ
ち，

(1)

ここで， は各収支項目（国民年金・厚生年金別の
保険料収入，給付費，基礎年金拠出金）を表す添
え字， はt年度における各標本経路（サンプ
ル・パス）， は 年度における各収支項目の基
準値（すなわち2019年財政検証結果）であり，

は現価率， はサンプル・パス上の終価率
である7)。なお，収支項目のうち，運用収入の推計
値は，各サンプル・パスにおける前年度末の積立
金残高に対する運用利回りによる運用収入に，当

年度の収支に対する運用利回りによる運用収入を
合計して算出する8)。また，国庫等負担は，各サン
プル・パスにおける基礎年金拠出金に財政検証結
果における国庫等負担と基礎年金拠出金の年度ご
との比率を掛けて算出する。
各収支項目に応じた現価率と終価率には，経済
前提Ⅰ～Ⅴで割引計算した値（ ）が
なるべく一致する指標を用いた9)。その結果，現
価率と終価率の指標は，国民年金財政の保険料収
入には賃金変動率（＝前年の物価上昇率×2～4年
度前の実質賃金上昇率の幾何平均），厚生年金財
政の保険料収入には賃金上昇率，基礎年金拠出金
と給付費には新規裁定改定率（賃金変動率にマク
ロ経済スライドを考慮した改定率）とした10)。こ
こで，給付費と基礎年金金拠出金には新規裁定改
定率が影響する部分と既裁定改定率が影響する部
分があるが，公表されている財政検証結果では両
部分別の内訳が不明であるため，両指標のうち割
引計算した値の一致度が高い新規裁定改定率を採
用した11)。給付費と基礎年金金拠出金に適用する
新規裁定改定率には，基礎年金・厚生年金別にマ
クロ経済スライドを考慮している。ここで終価率
に用いる新規裁定改定率に上記の（a）～（e）の制
度を組み込むことで，これらを反映した推計結果
を得る。各サンプル・パス上の終価率 の算
出に利用する物価上昇率，賃金上昇率，および運
用利回りは，年金積立金管理独立行政法人（2020）
を参考に表1のように平均値，標準偏差，相関係数
を設定して発生させた。なお，同文献にない数値
は，過去25年（1994年1月～2018年12月）の月次

6) 当面10年間は内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（2019年7月31日）に準拠したシナリオを利用し，その後
は上記の前提とする。経済前提Ⅴも同様。
7) 推計モデルの各収支項目の基準値 は，（a）と（b）では厚生労働省（2019a）の財政検証結果，（c）～（e）で
は厚生労働省（2019b）のオプションA③（厚生年金の適用拡大）とA③＋B⑤（適用拡大と基礎年金加入期間の延
長等）の結果を用いた。
8) 前年度末の積立金残高がマイナスの場合は当年度の運用収入をゼロとした。
9) 経済前提Ⅰ～Ⅴについては厚生労働省（2019a）を参照。
10) 一致度は折れ線グラフを目視して判断した。数値的な方法で判断することもできるが今後の課題としたい。な
お，割引計算する際に各収支項目に適切な現価率を採用できれば，割引計算した値がばらつく要因は被保険者数
や受給者数などの経済前提以外の要素が中心となる。経済前提のうちⅠ～ⅢとⅣ～Ⅴではそれぞれ同じ労働力率
が使われているため，適切な現価率で割引計算した値はⅠ～ⅢとⅣ～Ⅴのそれぞれで一致するはずである。
11) 厚生労働省は，年金給付費について「新規裁定年金の賃金スライドにより，概ね賃金上昇に応じて増加」と説明
している〔厚生労働省（2018b），pp.3-4〕。
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データを用いて推計した。運用利回りは同文献に
ある基本ポートフォリオで運用した場合を想定し
た12)。マクロ経済スライド期間は，現価率では各
経済前提における公表された停止年度まで，終価
率では各サンプル・パスの積立度合が最終年度に
1.0となる年度までとした13)。シミュレーション
では10,000回のサンプル・パスを発生させ，所得
代替率の分布を推計した。本稿では，各制度変更
が各年金財政に及ぼす影響が異なるため，所得代
替率を基礎年金部分と厚生年金部分に分けて分析
する。なお，両部分を足したものが，一般に言う
モデル世帯の所得代替率である。
図1は，（b）2016年改正後の制度に厚生労働省

（2019b）の参考試算で用いられた「経済変動を仮
定した場合の賃金・物価変動率」を適用した厚生
労働省の試算結果〔厚生労働省（2019b）〕と，これ
と同じ制度と前提での本稿モデルの推計結果との
比較である。本稿モデルによる推計値は厚生労働
省の推計値と大きな違いはなく，分析には支障が
ないものと考えられる。Appendix 1は，本稿のシ
ミュレーションで利用した変数（物価上昇率，賃
金上昇率，運用利回り）の経済前提別のサンプ
ル・パスの分布と各変数の過去の分布（データの
期間は上述）との比較である。本稿は，2019年財
政検証で利用された経済前提ⅢとⅤに沿って分析
しており，過去の変数の分布とは差異があり，本
稿の分析結果の解釈には注意を要する。なお，経
済前提ⅢとⅤでは各変数の期待値は異なるが，標
準偏差と相関係数は同じものを利用する。これ

は，過去の分布の広がりと比較して経済前提Ⅲと
Ⅴの差は小さく，経済前提ⅢとⅤで標準偏差や相
関係数などが大きく異なると想定できるほどには
両者は乖離していないと考えたことによる。

Ⅳ 分析結果

表2はマクロ経済スライド停止時における所得
代替率のシミュレーション結果である。パネルA
は基礎年金部分であり，列（1）～（5）は経済前
提Ⅲ，列（6）～（10）は経済前提Ⅴの結果であ
る14)。まず，2016年制度改正の効果を確認する。
列（1）は経済前提Ⅲにおける（a）2016年改革前の
制度での結果である。所得代替率の50％タイル値
は21.0％，5％タイル値（下振れした際の水準）は
16.6％，50％タイル値と5％タイル値の差（以下
「下振れ幅」とする）は－4.4％である。列（2）は
（b）2016年改正後の制度での結果であり，列（1）
の改正前と比べて，50％タイル値は22.5％，下振
れした際の水準は18.6％に上昇し，下振れ幅は－
3.9％に縮小している。経済前提Ⅴについても，
列（6）の（a）2016年改正前の結果と比べて，列
（7）の（b）改正後の結果では50％タイル値および
下振れした際の水準ともに上昇している。このよ
うに2016年改正により，経済前提ⅢおよびVのど
ちらにおいても，50％タイル値及び下振れした際
の水準は上昇している。他方で下振れ幅は，経済
前提Ⅲでは（b）改正後の方が縮小しているのに対
して，経済前提Ⅴでは（b）改正後の方が拡大して

12) 国内債券25％，外国債券25％，国内株式25％，外国株式25％とした。
13) 各サンプル・パスの積立度合が最終年度に1.0とならない場合は最終年度までとした。
14) 参考までにAppendix 1で示した過去の実績を元にしたシミュレーション結果をAppendix 2に記す。
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いる。2016年改正前後の下振れ幅の変化が経済前
提ⅢとⅤで逆になっている理由は，2016年改正で
導入された調整繰越（キャリーオーバー）の効果
が経済前提で異なるためだと考えられる。経済前
提Ⅲでは，賃金上昇率や物価上昇率が比較的高い
ため，調整繰越の効果が発揮されやすい。これに
対して経済前提Ⅴでは，中心近くのサンプル・パ
スでは経済前提Ⅲと同様に調整繰越の効果が発揮

されやすいものの，5％タイルに該当するような
サンプル・パスでは賃金上昇率や物価上昇率が低
いために，調整繰越の効果が発揮されにくく，
50％タイル値と比べて5％タイル値の上昇が小幅
になり下振れ幅が拡大した，と考えられる。
パネルBは厚生年金部分の結果である。経済前
提Ⅲでは，列（1）の（a）2016年改正前と比べて，
列（2）の（b）改正後でも，下振れした際の水準に

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 186

注：厚生労働省は2019年財政検証の参考試算（厚生労働省，2019a），本稿モデルは2019年財政検証
の参考試算の経済前提を本稿モデルに投入した結果。積立度合は，国民年金財政あるいは厚生
年金財政における前年度末の積立金額を当年度の年間支出額で除した数値。

図1 厚生労働省試算と本稿モデルとの差異
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ほとんど差がない。他方で経済前提Ⅴでは，列
（7）の改正後は，列（6）と比べて下振れした際の
水準は若干上昇するが，基礎年金部分ほどは改善
しない。これは，厚生年金部分は基礎年金部分よ
りもマクロ経済スライドの停止年度が早く，その
時期にはマクロ経済スライドの調整率が小幅であ
るため調整繰越の効果も小幅になる影響だと考え
られる15)。
次に，（c）厚生年金の適用拡大（オプション試
算A③）の効果を確認する。パネルAの基礎年金
部分について，経済前提Ⅲでは，列（2）の（b）
2016年改正後と比較して列（3）の（c）適用拡大を
考慮した場合では，下振れした際の水準に大きな
違いはないが，一方で下振れ幅は－7.6％に拡大
している。経済前提Ⅴの列（7）と（8）でも同様
な傾向が見られる。さらに，（d）適用拡大と期間
延長他（オプション試算A③＋B⑤）を考慮した場
合は，経済前提Ⅲでは，列（4）の下振れした水準

と下振れ幅がそれぞれ20.4％と－6.5％であり，列
（3）に比べてやや改善している。経済前提Ⅴで
は，列（8）に比べ，列（9）の（d）適用拡大と期
間延長他での下振れした際の水準は18.0％に上昇
しており，下振れ幅も－4.6％と縮小している。
パネルBの厚生年金部分では，列（3）の（c）適
用拡大では，下振れした際の水準と下振れ幅がそ
れぞれ20.6％と－2.2％であり，列（2）の（b）2016
年改正後の制度と比較して大きな差はない。列
（4）の（d）期間延長を考慮した場合でも，列（3）
と比べて大きな違いはない。経済前提Ⅴでも同様
に，列（8）の適用拡大と列（9）の期間延長他は，
列（7）と比較して，下振れした際の水準や下振れ
幅に大きな差はない。
パネルAの基礎年金部分の列（3）や（8）で見ら
れるように厚生年金の適用拡大によって下振れ幅
が拡大しているのは，適用拡大に伴って国民年金
加入者が減少して，国民年金財政において保険料

15) マクロ経済スライドの調整率の将来見通し（推移）は，厚生労働省社会保障審議会年金数理部会（2020）p.216
参照。
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表2 所得代替率に関するシミュレーション結果

注：数値は所得代替率の推計値（単位％）。差分は5％タイル値と50％タイル値との差。（2）Fは（2）で運用利回りのみを固定した場合（物
価上昇率と賃金上昇率は変動）。ほかのFも同様。
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収入と比べて積立金への依存度が増し，運用利回
りの変動の影響を受けやすくなっているためと考
えられる。この確認のために，経済前提Ⅲの結果
である列（2）と（3）について運用利回りを変動
させないで推計した結果が，パネルAの右側にあ
る列（2）Fと（3）Fである。この2列では基礎年金
部分の下振れ幅は，適用拡大に伴って－1.3％か
ら－1.8％に拡大している。これに対して運用利
回りを変動させた場合（列（2）と（3））は－3.9％
から－7.6％と拡大幅が大きく，適用拡大に伴っ
て運用リスクの影響度が増したことが下振れ幅拡
大の要因であることがわかる。経済前提Vの場合
（列（7）Fと（8）Fを参照）も同様である。一方，
パネルBの厚生年金部分では，厚生年金財政の規

模が国民年金財政の10倍以上であるため，適用拡
大の影響が現れにくいと考えられる。
図2は，表2のパネルA（基礎年金部分）の所得代
替率へ至る推移を図示したものである。上述した
結果のうち，（b）2016年改正後（左列），（c）適用
拡大（中列），（d）適用拡大と期間延長他（右列）
を比較する。図中の実線は50％タイル値，範囲の
上限は95％タイル値，下限は5％タイル値（下振れ
した際の水準），実線と下限との差が下振れ幅を
表す。上段の経済前提Ⅲでは，（c）適用拡大を考
慮した場合，50％タイル値は2050年辺りで下げ止
まる16)。他方で，下振れした際の水準が下げ止ま
る時期は（b）と大きな違いが無く，その結果とし
て下振れ幅が拡大している。（d）適用拡大と期間

16) 所得代替率が下げ止まる時期は，マクロ経済スライドが停止する時期におおむね対応している。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 188

注：各グラフの実線は50％タイル値，範囲の上限は95％タイル値，下限は5％タイル値（下振れした際の水準），実線と下限との差
は下振れ幅を表す。

図2 基礎年金部分の所得代替率の推移
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延長他の両方を考慮した場合は（c）と比べて，
50％タイル値はほぼ同じだが下振れした際の水準
が上昇し，その結果として（c）よりも下振れ幅が
縮小している。下段の経済前提Ⅴでも同様の傾向
である。
図3は，表2パネルAで統計量を確認した（b）～

（d）の基礎年金部分の所得代替率を，サンプル・
パスごとに図示したものである。パネルAは経済
前提Ⅲの結果であり，左側は（b）2016年改正後
（X軸）と（c）適用拡大（Y軸）の所得代替率を比
較している17)。ほとんどのサンプル・パスは45度
線を上回っており適用拡大後に基礎年金部分の所
得代替率が改善しているが，（b）2016年改正後に
おいて所得代替率が低い部分では改善度合いが低
く，45度線を下回るサンプル・パスも存在する。
これは，（b）2016年改正後において所得代替率が
低い部分のサンプル・パスには運用利回りがマイ
ナスである場合が少なからず含まれると考えら
れ，適用拡大によって積立金運用への依存度が高
まることで，運用リスクの影響が大きくなったた
めだと考えられる。パネルAの右側は（b）2016年
改正後（X軸）と（d）適用拡大と期間延長他（Y

軸）の所得代替率の比較であり，左側と同じ傾向
だが，所得代替率が低い部分で（c）よりも若干大
きめの改善が見られる。パネルBは経済前提Ⅴの
結果であり，左右いずれの図でもパネルAと比べ
て改善の度合が大きい。特に右側の（d）適用拡大
と期間延長他では，左側の（c）適用拡大よりも，
所得代替率が低い部分での改善度合が大きく，期
間延長他の効果が大きいことを確認できる。
最後に，（e）これらの制度改正案に加えマクロ
経済スライドを完全適用した場合の結果を確認す
る。基礎年金部分の結果である表2パネルAの列
（5）は経済前提Ⅲ，列（10）は経済前提Ⅴでの結
果である。どちらも，（d）適用拡大と期間延長他
を考慮した列（4）と（9）の結果と大きな差はな
い。同様に，厚生年金部分の結果であるパネルB
の列（5）は経済前提Ⅲ，列（10）は経済前提Ⅴで
の結果であるが，（d）適用拡大と期間延長他の結
果と大きな差はない。これらの結果は，マクロ経
済スライド停止時点での所得代替率に関しては，
（e）完全適用に（d）に対する追加的な効果がほと
んど無いことを示している。ただし，経済前提Ⅴ
における基礎年金部分のマクロ経済スライドの停

17) 図の所得代替率が高い部分で点が水平に分布しているのは，（c）適用拡大によって（b）2016年改正後よりも国
民年金の財政状態が改善してマクロ経済スライドの適用が不要となり，所得代替率が2019年度の水準に据え置か
れているためである。
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注：X軸は（b）2016年改正後の所得代替率，Y軸は，各パネル左側は（c）適用拡大を考慮した場合の所得代替率，右側は同（d）適用拡大
と期間延長他を考慮した場合。図中の線は45度線。

図3 基礎年金部分の所得代替率の散布図
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止年には差があり，表には示していないが50％タ
イル値で（e）が（d）より3年程度早まる傾向があ
る。

Ⅴ 結論

本稿は，独自に考案した確率的シミュレーショ
ン・モデルを利用して，公的年金の所得代替率の
下方リスクを分析した。経済前提ⅢとⅤを分析対
象とし，2016年の制度改正，厚生年金の適用拡大，
基礎年金の拠出期間の延長等，およびマクロ経済
スライドによる給付調整を完全に適用した場合の
効果を検証した。その結果，基礎年金部分の所得
代替率に関しては，2016年改正により下振れした
際の水準は上昇した。厚生年金の適用拡大を反映
した場合は中央値も下振れした際の水準もさらに
上昇したが，下振れ幅は拡大した。下振れ幅の拡
大は基礎年金の期間延長他で軽減したが，マクロ
経済スライドの完全適用した場合の追加的な効果
はほとんど無かった。経済前提の違いにより制度
改正の効果は少し異なったが，所得代替率の下方
リスクを重視する観点からは，厚生年金の適用拡
大を進める際には基礎年金の加入期間延長他を組
み合わせることが望ましいと考えられる。ただ，
基礎年金の加入期間延長他を組み合わせても2016
年改正後より下振れ幅が拡大するため，ほかの下
振れ抑制策を引き続き検討する必要性が示唆され
る。なお，所得代替率の低下防止策を検討する際
には，防止策を実施しない場合よりも国庫負担が
増えることが大きな論点になる可能性がある。こ
の論点に関する考察は今後の研究課題としたい。

謝辞
本稿は，2019年度第2回一橋大学政策フォーラ
ム，日本財政学会第77回大会および生活経済学会
関東部会で報告した内容を大幅に改訂したもので
ある。本稿作成にあたり，小塩隆士，木村真，駒
村康平，中田大悟の各氏，前述した報告機会の参
加者各位および本誌のレフェリー2名から頂いた
貴重なコメントに，深く感謝したい。本研究は科
学研究費基盤研究C（19K01737）の一部として実

施した。

参考文献
Board of Trustees, Federal Old-Age and Survivors
Insurance and Federal Disability Insurance Trust
Funds (2020), The 2020 Annual Report of the Board of
Trustees of the Federal Old-Age and Survivors Insurance
and Federal Disability Insurance Trust Funds, https://
www.ssa.gov/OACT/TR/2020/（2021年2月18日最終確
認）。

Castañeda, Pablo, Rubén Castro, Eduardo Fajnzylber,
Juan P. Medina, FélixVillatoro（2020）“Saving for the
future: Evaluating the sustainability and design of
Pension Reserve Funds,” Pacific-Basin Finance
Journal, 101335.

Chen, Gang and David S. T. Matkin (2017) “Actuarial
inputs and the valuation of public pension liabilities and
contribution requirements: A simulation approach,”
Public Budgeting & Finance, Vol. 37, No. 1, pp. 68-87.

Congressional Budget Office (2001), Uncertainty in
Social Security’s Long-Term Finances: A Stochastic
Analysis, https://www.cbo.gov/sites/default/files/107th-
congress-2001-2002/reports/socsecuncertainty.pdf
（2021年2月18日最終確認）。
Giang, T. Long and Wade D. Pfau (2008) “Demographic
changes and the long-term pension finances in
Vietnam: a stochastic actuarial assessment,” Journal of
population ageing, Vol. 1, No. 2-4, pp. 125-151.

Kitao, Sagiri (2017) , “When do we Start? Pension
reform in ageing Japan,” The Japanese Economic
Review, Vol. 68, No. 1, pp. 26-47.

Lee, Ronald and Shripad Tuljapurkar (1998) “Stochastic
forecasts for social security,” In Wise D.A. ed., In
Frontiers in the Economics of Aging, University of
Chicago Press, pp. 393-428, https:// www. nber. org/
books-and-chapters/frontiers-economics-aging/stochastic-
forecasts-social-security（2021年2月18日最終確認）。

Mielczarek, Bożena（2013） “Simulation model to
forecast the consequences of changes introduced into
the 2nd pillar of the Polish pension system,” Economic
Modelling, Vol. 30, pp. 706-714.

Okamoto, Akira (2013) “Welfare analysis of pension
reforms in an ageing Japan,” The Japanese Economic
Review, Vol. 64, No. 4, pp. 452-483.
臼杵政治・北村智紀・中嶋邦夫（2003）「厚生年金財政
の予測とリスクの分析--保険料固定モデルの議論を
中心に」『ニッセイ基礎研所報』，Vol. 29, pp. 1-56,
https://www.nli-research.co.jp/files/topics/36203_ext_
18_0.pdf（2021年2月18日最終確認）。
比津貴行（2020）「確率的将来見通しによる公的年金制
度における年金額改定ルールの考察」『社会保障研
究』，Vol. 5, No. 3，pp. 368-385。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 190



0412_社会保障研究_【中島】_PK.smd  Page 12 22/06/20 11:09  v4.00

北村智紀・中嶋邦夫・臼杵政治（2006）「マクロ経済ス
ライド下における積立金運用でのリスク」『経済分
析』，Vol. 178，pp. 23-52。
厚生労働省（2018a）『年金額の改定ルールとマクロ経済
スライドについて』，https://www.mhlw.go.jp/content/
12601000/000339631.pdf（2021年2月18日最終確認）。
―（2018b）『経済前提が年金財政へ与える影響
について』，https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-
12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaih
oshoutantou/0000197097.pdf（2021年2月18日最終確
認）。
―（2019a）『国民年金及び厚生年金に係る財政
の現状及び見通し―2019（令和元）年財政検証結
果―』，https:// www. mhlw. go. jp/ content/ 12601000/
000540584.pdf（2021年2月18日最終確認）。
―（2019b）『国民年金及び厚生年金に係る財政
の現況及び見通しの関連試算―2019（令和元）年オ
プション試算結果―』，https:// www. mhlw. go. jp/
content/12601000/000705722.pdf（2021年2月18日最終
確認）。

―（2020）『2019（令和元）年財政検証結果レ
ポート―「国民年金及び厚生年金に係る財政の現況
及び見通し」（詳細版）―』，https://www.mhlw.go.jp/
content/12500000/2019report.pdf（2021年2月18日最
終確認）。
厚生労働省社会保障審議会年金数理部会（2020）『令和
元（2019）年財政検証に基づく公的年金制度の財政
検証（ピアレビュー）』，https://www.mhlw.go.jp/stf/
shingi2/0000112819_00001.html（2021年2月18日最終
確認）。
中嶋邦夫（2021）「2021年度の年金額は，現役賃金と同
様に0.1％の減額（前編）：2021年度から変わる年金
額改定ルールの経緯や意義」，『基礎研レポート』，
https://www.nli-research.co.jp/files/topics/66778_ext_
18_0.pdf（2021年2月18日最終確認）。
年金積立金管理独立行政法人（2020）『基本ポートフォ
リオの変更について』，https://www.gpif.go.jp/topics/
Adoption%20of%20New%20Policy%20Portfolio_Jp_de
tails.pdf（2021年2月18日最終確認）。

短期的な経済変動リスクを考慮した公的年金改正案の効果検証 91

注：経済前提Ⅲ及びⅤは表1のパラメータ設定より変数を生成。実績は1993年～2017年の年次データ。運用利回りの実績は，資産クラス
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Appendix 1 物価上昇率，賃金上昇率，運用利回りの分布
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Appendix 2 実績ベースのシミュレーション結果
本編では厚生労働省（2019a）にある経済前提Ⅲ
とVを対象として，物価上昇率，賃金上昇率，運用
利回りの変動を想定した確率的シミュレーション
を行い，所得代替率の下方リスクを分析した。こ
こでは参考として，経済前提の期待値がAppendix
1で示した過去の実績の平均値（物価上昇率＝
0.2％，賃金上昇率＝0.2％，運用利回り＝5.2％）
だと仮定したシミュレーション結果を示す（以
下，「実績ベース」とする）18)。なお，シミュレー
ション実施にあたり，式（1）における各収支項目
の基準値 には実績の平均値に近い経済前提
Ⅴの結果を用いた19)。ただし，経済前提の平均値
（長期的な水準）とそのほかの前提（例えば，被保
険者数推計の前提となっている就業率等）との整
合性がとれていない点には留意が必要である。

表A2-1は，実績ベースでの所得代替率に関する
シミュレーション結果である。表2の経済前提Ⅴ
と比較すると，多くのパーセンタイルで所得代替
率が改善している。この主因は，運用利回りの期
待値と賃金上昇率の期待値の差が5.0％と，経済
前提Ⅲの1.7％や経済前提Ⅴの1.2％を大幅に上
回っている点にある。実績ベースでは賃金上昇率
の期待値が低いためマクロ経済スライドや調整繰
越（キャリーオーバー）の効果が出にくく，マク
ロ経済スライドの停止が遅くなり所得代替率が低
下することが考えられる。一方で，運用利回りと
賃金上昇率の期待値の差が大きいため，給付費の
増加より運用収入の増加が上回り，マクロ経済ス
ライドの停止が早まることで所得代替率が高まる
可能性がある。シミュレーションの結果，後者の
効果が前者を上回り所得代替率が改善している。

18) 2019～2028年度の経済前提の期待値には，本編のシミュレーションでは財政検証どおりに内閣府試算の値を用
いたが，ここでは過去の実績の平均値を用いた。また，標準偏差と相関係数は表1と同じとした。
19) 経済前提の長期的な水準を考えれば厚生労働省（2019a）のケースⅥの結果を式（1）における基準値として利用
することが考えられるが，同結果では2053年度以降が完全賦課方式での収支になっているため基準値として利用
できない。
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表A2-1 所得代替率に関するシミュレーション結果（実績ベース）

表A2-2 所得代替率に関するシミュレーション結果（参考設定）

注：表2と同じ。
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所得代替率の分布を見ると，列（3）の75％タイル
値までと列（4）～（5）の50％タイル値までは，
2019年度とほぼ同じ36.4％となっている。これ
は，後者の効果によりマクロ経済スライドの適用
が不要となっているためである20)。
表A2-1では，運用利回りと賃金上昇率の期待値
の差が大きい影響でマクロ経済スライドの適用が
不要なるサンプル・パスが多く発生したために，
制度改正案の効果について本編とは異なる結果と
なっている（例えば，表A2-1では（c）適用拡大に
よって下振れ幅が縮小している）。そこで，表A2-
2は，運用利回りと賃金上昇率の期待値の差が大
きい影響を除いて分析するために，物価上昇率と
賃金上昇率の期待値を実績ベースに揃え，運用利
回りの期待値は賃金上昇率の期待値との差が経済
前提Ⅴの1.2％と同じになるよう1.4％に設定し
て，シミュレーションを実行した結果である（以
下，「参考設定」とする）。表2の経済前提Vと比較

すると，所得代替率はほとんどのパーセンタイル
で基礎年金部分が上昇している一方で，厚生年金
部分は低下している。基礎年金部分に関しては，
物価上昇率と賃金上昇率の期待値がゼロ近傍かつ
同水準であるためにマクロ経済スライドや調整繰
越（キャリーオーバー）の効果が発揮されにくく，
所得代替率が高止まりしたと考えられる。厚生年
金部分の低下は，基礎年金部分の上昇に伴い厚生
年金財政からの基礎年金拠出金が増加する影響だ
と考えられる。（c）適用拡大（オプション試算A
③）の効果を見ると，基礎年金部分の列（3）では，
（b）2016年改正後を考慮した列（2）と比べて5％
タイル値が上昇している一方で下振れ幅は拡大し
ており，本編の議論と同様な結果となっている。

（なかしま・くにお）
（きたむら・ともき）

20) 2019年度の基礎年金部分の所得代替率は36.4％だが，2016年改正の賃金スライド徹底の施行は2021年度からで
あるため，2020年度に所得代替率が36.5％へ上昇するサンプル・パスが存在する。なお，厚生年金部分の所得代替
率で上昇が見られないのは，端数処理の影響である。また，物価上昇率の影響が少ないのは，給付費は基本的に
賃金に連動することと（注11参照），2016年改正に含まれる賃金スライド徹底の影響である。
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Abstract

This study analyzes the downward risk of future benefits level of public pensions in Japan using a

simulation model in which inflation rates, wage growth rates, and investment returns are stochastic variables.

Based on the economic assumptions used in (1) the financial verification of the Ministry of Health, Labor and
Welfare in 2019, (2) the pension system revision in 2016, (3) the revision for expansion of the participants in
the employees’ public pension and that of extension for enrollment periods in the basic pension considered in

the 2019 financial verification, and (4) the effect of full application of the automatic balancing mechanism are
examined. We find that the expansion of the participants in the employees’ public pension increases the

benefit level of the basic pension, but its downward risk tend to increase. However, the extension for

enrollment periods in the basic pension by combining the expansion of the participants in the employees’

public pension mitigates the downward risk. No additional effect is observed when the full application of the

automatic balancing mechanism is combined with the two revisions. For the benefit level of the employees’

pension, the effects of these revisions are limited.

Keywords：Public Pensions, Financial Verification, Stochastic Simulation Models, Benefit Level, Economic
Fluctuations
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